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この自己点検・評価報告書は、一般財団法人大学・短期大学基準協会の認証評

価を受けるために、戸板女子短期大学の自己点検・評価活動の結果を記したも

のである。 
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1．自己点検・評価の基礎資料  

 

（1）学校法人及び短期大学の沿革  

明治 35 年 2 月 2 日「戸板裁縫学校」が初代の校長戸板関子によって芝公園の一角に

創立された。これが戸板学園の誕生であり、その場所は現在の場所より多少離れた東

京タワーのすぐ下の位置にあった。創立当時の学校は、裁縫を主とした技芸を教える

学校で、裁縫塾をひとまわり大きくしたものであった。  

その後、戸板中学校・戸板女子高等学校の前身である三田高等女学校や大森高等女

学校、城南家政女学校、さらに付属幼稚園がつくられた。戸板裁縫学校も戸板女子専門

学校となり教育の新制度が発足するとともに戸板女子短期大学となった。学校法人戸

板学園および戸板女子短期大学の沿革の概要は次の通りである。 

 

＜学校法人の沿革＞  

明治 35 年 2 月 戸板関子が芝公園に戸板裁縫学校を設立  

明治 37 年 8 月 戸板裁縫学校三田四国町に移転  

明治 44 年 4 月 戸板裁縫学校高等科新設（高等師範科の前身）  

大正  2 年 7 月 財団法人戸板裁縫学校に組織替え  

大正  5 年 4 月 戸板裁縫学校高等師範科設置、三田高等女学校創設  

大正 12 年 4 月 大森町に城南女学校開設  

大正 13 年 4 月 付属城南幼稚園開設  

大正 15 年 4 月 大森高等女学校開設  

昭和 1 年 5 月 付属城南幼稚園「幼稚園令」により認可  

昭和 7 年 3 月 城南女学校を城南高等家政女学校に昇格  

昭和 7 年 9 月 財団法人大森学園を組織  

昭和 12 年 4 月 三田高等女学校を戸板高等女学校と改称  

昭和 18 年 3 月 城南高等家政女学校を大森高等女学校に吸収  

昭和 21 年 2 月 戸板裁縫学校を戸板女子専門学校に昇格 被服科を設置 

昭和 21 年 4 月 戸板女子専門学校英文科を設置  

昭和 22 年 4 月 新制度により戸板中学校開設  

昭和 23 年 3 月 大森学園を戸板学園に吸収合併、戸板高等女学校、大森高

等女学校最後の卒業式  

昭和 23 年 4 月 戸板女子高等学校（全日制普通科）開設、戸板女子専門学

校に生活科を増設  

昭和 25 年 4 月 戸板女子短期大学（被服科、生活科、英文科）開設 

昭和 26 年 2 月 新制度による学校法人戸板学園設立認可  

平成 5 年 4 月 戸板中学校、戸板女子高等学校を世田谷区用賀に移転  

平成 14 年 11 月 学園創立 100 周年記念式典を挙行  

平成 27 年 4 月 戸板中学校・戸板女子高等学校を三田国際学園中学校・三

田国際学園高等学校に改称し、共学化  

様式 4－自己点検・評価の基礎資料 
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＜短期大学の沿革＞  

昭和 25 年 4 月 戸板女子短期大学（被服科、生活科、英文科）開設 

昭和 30 年 4 月 戸板女子短期大学被服科第 2 部（夜間部）を増設  

昭和 40 年 4 月 戸板女子短期大学八王子校舎開校  

昭和 57 年 4 月 戸板女子短期大学被服科第 2 部を廃止 

平成 7 年 10 月 戸板女子短期大学を港区芝 2 丁目新校舎に移転  

平成 9 年 12 月 戸板女子短期大学八王子校舎に新図書館完成  

平成 12 年 4 月 生活科を食物栄養科に、英文科を英語科に改称  

平成 13 年 4 月 被服科を服飾芸術科に改称  

平成 14 年 4 月 英語科を国際コミュニケーション学科に改称  

平成 15 年 4 月 専攻科食物栄養専攻認定  

平成 16 年 4 月 食物栄養科および専攻科食物栄養専攻を八王子校舎から三

田校舎に移転 

平成 20 年  3 月 専攻科食物栄養専攻を廃止  

 

 

 

（2）学校法人の概要  

◼ 学校法人が設置する全ての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び

在籍者数 

◼ 令和 4（2022）年 5 月 1 日現在 

 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数 

戸板女子短

期大学 
東京都港区芝 2 丁目 21 番 17 号 400 800 919 

三田国際学

園 

高等学校 

東京都世田谷区用賀 2 丁目 16 番

1 号 
188 564 586 

三田国際学

園 

中学校 

東京都世田谷区用賀 2 丁目 16 番

1 号 
160 480 735 

 

（3）学校法人・短期大学の組織図  

◼ 組織図 

◼ 令和 4（2022）年 5 月 1 日現在 
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（4）立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ  

◼ 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢）  

 

 

平成 29 

（2017） 

年度 

平成 30 

（2018） 

年度 

令和元 

（2019） 

年度 

令和 2 

（2020） 

年度 

令和 3 

（2021） 

年度 

港区総人口 249,242 253,639 257,426 260,379 259,036 

港区世帯数 141,710 143,898 145,865 146,527 145,951 

港区 18 歳女性人口 697 680 699 687 681 

 

◼ 学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合（下表）  

 

地域 

平成 29 

（2017） 

年度 

平成 30 

（2018） 

年度 

令和元 

（2019） 

年度 

令和 2 

（2020） 

年度 

令和 3 

（2021） 

年度 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

東京都 119 24.9 127 27.1 114 23.5 87 18.2 105 22.5 

神奈川県 102 21.4 92 19.7 105 21.6 116 24.2 92 19.7 

埼玉県 69 14.5 74 15.8 90 18.5 122 25.5 129 27.6 

千葉県 91 19.1 73 15.6 85 17.5 83 17.3 75 16.1 

茨城県 23 4.8 18 3.8 17 3.5 9 1.9 18 3.9 

栃木県 7 1.5 7 1.5 5 1.0 2 0.4 7 1.5 

群馬県 6 1.3 5 1.1 5 1.0 9 1.9 2 0.4 

その他 60 12.6 72 15.4 65 13.4 51 10.6 39 8.4 

計 477 - 468 - 486 - 479 - 467 - 

 

 

［注］ 

□  短期大学の実態に即して地域を区分してください。 

□  この事項においては通信による教育を行う学科の学生を除いてください。 

□  認証評価を受ける前年度の令和 3（2021）年度を起点に過去 5 年間につい

て記載してください。  
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◼ 地域社会のニーズ  

本学の所在地は港区の芝地区にあり、芝浦エリアや三田 3・4 丁目地区におい

てマンション、オフィス、ホテル、商業施設などの再開発事業により人口は増

加傾向にある。港区企画経営部では、2027 年には 30 万人に達するとの推計を

している。しかしながら、大規模集合住宅に伴う人口増は転入人口及び外国人

人口増によるものと推測される。港区総人口を世帯数で割ると 1.77 人となり、

一人暮らしもしくは核家族が多いと思われる。転入者、外国人増により生活環

境の変化、人々のライフスタイルが多様化され、地域商店街、町内会の方々と

のつながりが薄れてきている。そのため、地域社会のニーズとしては、地域に

住む方々と企業に勤める社員、学校に通う学生との交流が求められている。近

隣の芝新堀町会では、“人との出会いで、幸せが生まれるまち「芝」”をスロ

ーガンにしており、企業に勤める会社員の方、飲食店従業員の方、町会の方々

が一体となり、地域周辺のゴミ収集活動や、商店街の活性化活動等、本学学生

と連携してボランティア活動、エコ活動を積極的に行っている。  

 

◼ 地域社会の産業の状況  

本学の所在地である田町周辺は、森永製菓、NEC、長谷工コーポレーション、

三菱自動車等の大企業及び、イタリア、フランス、オーストラリア、ハンガリ

ー等の大使館が多数所在している。そのため、プリンスホテル、グランドホテ

ル、セレスティンホテル等大規模なホテルも近隣に多数あり、地域社会の産業

の状況としては、国際的なビジネス街となっている。また、増上寺、東京タワ

ー、芝公園等、多様な観光資源も存在している。  

なお、港区は、事業所数（42,664 件）、従業者数（1,028,331 人）ともに、23

区中第 1 位となっている。産業大分類別に事業所数の構成比をみると、「卸売

業、小売業」が 19.9％と最も高く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が 16.5％、

「学術研究、専門・技術サービス業」が 13.7％と続いており、これら上位 3 つ

の産業で構成比の 50.1％を占めている。また、これらに次いで、「サービス業

（他に分類されないもの）」が 9.8％、「情報通信業」が 9.1％、「不動産業、

物品賃貸業」が 8.0％となっている。東京都の構成比と比べると、弁護士事務

所、公認会計士事務所、税理士事務所、広告業、建築設計業などの「学術研究、

専門・技術サービス業」や「情報通信業」の港区の構成比は、東京都の倍以上

となっている。（東京商工会議所 港支部ホームページ・平成 21 年経済セン

サスより） 
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◼ 短期大学所在の市区町村の全体図  

 

 

 

 

 

（5）課題等に対する向上・充実の状況 

  以下の①～④は事項ごとに記述してください。  

 

① 前回の評価結果における三つの意見の「向上・充実のための課題」で指摘された事

項への対応について記述してください。（基準別評価票における指摘への対応は任

意） 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

・シラバスに、成績評価に出席点が組み込まれている科目、講義内容に記載されて

いる到達目標が抽象的な表現の科目があり、今後の改善が望まれる。 

・シラバスにおいて成績評価に不統一がみられるので、改善が望まれる。  
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(b) 対策 

シラバス内の「アセスメント・成績評価の方法・基準」の項目については、評価

方法を明確にし、その評価方法での評価は全体の何パーセントを占めるか配分方法

を数値化して表記するよう改善した。また、評価方法において授業の出席回数は考

慮しないようにした。さらに一部の授業においてゆるやかな相対評価を取り入れて

いたが、絶対評価に変更した。  

到達目標については、シラバスに「学習成果・到達目標・基準」の項目にその授

業で身につくディプロマポリシーを明記し到達目標と関連付けをして明確に表記

するよう改善した。  

改善を徹底するため、シラバスチェックシートを作成し各教員はそのチェックシー

トとシラバスを照らし合わせ作業ができるようにし、シラバスの完成度をあげる対

策を行った。 

(c) 成果 

シラバス作成の際、非常勤講師を含む全教員対象に説明会を実施した。コロナ禍

においては、Zoom も併用している。特に新任の専任教員、非常勤講師については、

教務部員が個別に説明を行っている。また、欠席者についても個別に説明しており、

授業を担当する全教員への説明を徹底したため、全学にわたり、改善することがで

きた。 

この策によりシラバスは、到達目標、成績評価方法等学生にわかりやすく伝えるこ

とが出来た。 

 

② 上記以外で、改善を図った事項について記述してください。  

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。  

(a) 改善を要する事項  

コロナ禍において、アパレル、航空、ホテル観光、美容、ウエディング業界等の業

界の求人が減少し、社会ニーズが変化してきた。入学を希望する高校生においても

コロナ禍において将来の進路に変化が見られるようになってきた。そのような時代

において学生、高校生、社会ニーズを再認した次年度の教育の方針を打ち出すため、

令和 3 年度より、全学横断型のプロジェクト「カリキュラム戦略立案会議」を発足

した。 

(b) 対策 

「カリキュラム戦略立案会議」構成員は、各学科、センターの若手教務委員、事務

局より各部署の専門家である部長をメンバーとした。4 月 15 日に第一回会議を行

い、分科会、ワークショップを重ね、9 月 16 日に報告会を行い、教務委員会、教授

会で承認されている。この基本方針を基に次年度の履修科目が検討されるようにし

た。 

(c) 成果 

全学科において、ビジネス教育を強化する方針に基づき、産学連携、起業、商品開

発等の要素を授業に取り入れていくこととなった。入試広報部ではこれらの教育方
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針を高校生に広くアピールし、令和 4 年度入学生も定員を大きく上回る学生を獲得

した。また、企業に学生の学習成果をアピールすることで、令和 3 年度卒業生にお

いてもコロナ禍において就職率 98.2%を達成した。  

 

③ 前回の評価結果における三つの意見の「早急に改善を要すると判断される事項」で

指摘された事項の改善後の状況等について記述してください。  

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。  

(a) 指摘事項及び指摘された時点での対応（「早急に改善を要すると判断される事

項」） 

なし 

 

 

(b) 改善後の状況等  

なし 

 

 

 

④ 評価を受ける前年度に、文部科学省の「設置計画履行状況等調査」及び「大学等設

置に係る寄附行為（変更）認可後の財務状況及び施設等整備状況調査」において指

摘事項が付された学校法人及び短期大学は、指摘事項及びその履行状況を記述して

ください。 

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。  

(a) 指摘事項 

なし 

 

 

(b) 履行状況 

なし 

 

 

 

 

（6）公的資金の適正管理の状況（令和 3（2021）年度） 

◼ 公的資金の適正管理の方針及び実施状況を記述してください（公的研究費補助

金取扱いに関する規程、不正防止などの管理体制など）。  

公的研究費補助金取扱いに関する規程として「戸板女子短期大学研究倫理方針」

（平成 28 年 5 月 23 日制定）のもと、「戸板女子短期大学における研究者等の

行動規範」（平成 28 年 5 月 23 日制定）を定め、「戸板女子短期大学公的研究費

の適正な取扱いに関する規程」（平成 28 年 5 月 23 日改訂）を設定した。これ
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らは「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」（平成 26 年

2 月 18 日改正）および「研究活動における不正行為への対応等に関するガイ

ドライン」（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）に基づき制定したもので

ある。なお、さらに運用規則として「戸板女子短期大学不正行為及び公的研究

費等の不正使用防止に関する細則」（平成 28 年 5 月 23 日制定）、「戸板女子短

期大学公的研究費等事務取扱要領」（平成 28 年 5 月 23 日制定）等により組織

として遵守すべき事項を整備し、学内外へ情報公開するとともに運用している。

平成 30 年度からは、日本学術振興会が推奨する研究倫理 e ラーニングコース

（eL CoRE）を教員及び担当事務職員に義務付け、公的研究費不正防止のため

の研修を行っている。なお、不正防止に関する運営・管理体制は最高管理責任

者を学長、統括管理責任者を学長補佐、コンプライアンス推進責任者を各部門

責任者である各学科長・総合教養センター長、短大事務局長とし、学内外へ情

報公開するとともに各部門職員まで徹底可能なよう整備している。公的研究費

（直接経費、間接経費）の管理については、法人事務局が代表者名義の口座を

設け適正に資金管理を行っており、最高管理責任者のもと、使用に関する方針

に基づき計画的に適正に執行している。 

 

 

 

2．自己点検・評価の組織と活動  

◼ 自己点検・評価委員会（担当者、構成員）  

 

【自己点検・評価本委員会】＊令和3年5月1日現在 

役 職 氏 名 所 属 

委員長 湯尾健児 理事長 

副委員長 大橋清貴 法人本部長  

委員 小林千春 学長、国際コミュニケーション学科教授  

〃 沼田卓也 ALO、食物栄養科教授 

〃 小野寺史典  法人事務局長  

〃 金井裕太 学長補佐  

〃 坂 勇次郎 短大事務局長、教務部長 

 

【自己点検・評価法人委員会】  

役 職 氏 名 所 属 

委員長 湯尾健児 理事長 

副委員長 大橋清貴 法人本部長  

委員 沼田卓也 ALO、食物栄養科教授 

〃 小野寺史典  法人事務局長  

〃 石田 昇 法人総務部部長  

〃 井野上道子  法人総務部経理課長  

〃 高山篤子 法人総務部総務課長  

〃 関 良子 法人企画管理部課長  

〃 上石 暁礼 法人企画管理部課長  

 

【自己点検・評価教学委員会】  
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役 職 氏 名 所 属 

委員長 小林千春 学長、国際コミュニケーション学科教授  

副委員長 沼田卓也 ALO、食物栄養科教授 

委員 金井裕太 学長補佐  

〃 小泉きよみ  服飾芸術科長・教授  

〃 井上近子 服飾芸術科准教授 

〃 谷口裕信 食物栄養科長・教授  

〃 吉川尚志 食物栄養科教授  

〃 佐藤美保 国際コミュニケーション学科長・教授  

〃 別宮 玲 国際コミュニケーション学科教授  

〃 白川はるひ  総合教養センター長・教授  

〃 髙橋佳子 総合教養センター講師 

〃 坂勇次郎 教務部長  

〃 中村素行 短大事務局長、キャリアセンター部長、IR室

長 

〃 鈴木俊昭 学生部長  

〃 澁谷大輔 入試・広報部長  

 

◼ 自己点検・評価の組織図（規程は提出資料）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 組織が機能していることの記述（根拠を基に）  

学則第2条に規定した自己点検・評価を実施するため本学では、短大における

自己点検・評価教学委員会、法人における自己点検・評価法人委員会、短大

自己点検・評価法人委員会 

委員長 ①理事長  

副委員長 ②法人事務局長  

 ③ＡＬＯ  

 ④法人事務局 部長、課長 

 ⑤その他委員会で必要と 

 認めた者 

自己点検・評価本委員会 

委員長 理事長 

副委員長 （理事長が任命） 

 ①短大委員会及び法人委員会の正副委員長  

 ②ＡＬＯ 

 ③その他本委員会で必要と認めた者 

自己点検・評価教学委員会 

委員長 ①学長 

副委員長 ②ＡＬＯ 

 ③学長補佐 

  各学科長 

  総合教養センター長 

 ④各学科助教以上の者１名  

 ⑤図書館長 

 ⑥短大事務局長 

 ⑦短大事務局各部長 

 ⑧その他委員会で必要と 

  認めた者 
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と法人の自己点検を総括する自己点検・評価本委員会、この3つの委員会を設

け、各委員会規程に基づき自己点検・評価活動を行っている。  

短大では、まず各学科、総合教養センター、短大事務局において自己点検・

評価を行い、各部署で検討された内容を自己点検・評価教学委員会で再検討

したうえで自己点検・評価報告書の作成を行っている。取り纏めた自己点

検・評価報告書は、ALO、学長補佐を中心に内容を更に検討し、最終的には

自己点検・評価本委員会で決定している。  

法人では適宜個別に打合せを行い、自己点検結果や課題を抽出した後、自己

点検・評価法人委員会として報告書に纏めている。  

その後、短大と法人それぞれの自己点検をもとに自己点検・評価本委員会で

協議を重ねて報告書を完成させ、自己点検・評価報告書により、3つの委員会

を通してPDCAを回す形をとっている。 

 

◼ 自己点検・評価報告書完成までの活動記録（自己点検・評価を行った令和3

（2021）年度を中心に）  

令和 3 年 7 月 29 日（木） 

令和 3 年度第１回自己点検・評価教学委員会 

議題  

１.令和 3 年度自己点検評価報告書（案）について 

 ２.その他 

  ①第三者評価年度までのスケジュール再確認 

  ②表記内容の確認 観点についての統一 

  ③内容について未整備事項の洗い出し 

   基準ⅡＡ5(7)アドミッションオフィス整備 

   基準ⅢＡ2(9) 海外派遣等に関する規程 

   教学マネジメント体制 

 

令和 3 年 9 月 9 日（木） 

令和 3 年度第 2 回自己点検・評価教学委員会 メール審議 

議 題  

１.令和３年度自己点検評価報告書案について 

 ２.その他 

 

令和 3 年 10 月 28 日（木） 

令和 3 年度第 3 回自己点検・評価教学委員会 

議 題  

１.令和３年度自己点検評価報告書承認 

 ２. ３つのポリシーを踏まえた取り組みの外部評価について  

 ３. 各授業における GPA 評価についての考察  

 ４．学生の学修時間・学修行動の把握と PDCA について 

 ５.その他 

 

令和４年度第 1 回自己点検・評価法人委員会  
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議 題  

１.令和 3 年度自己点検報告書の承認  

 ２.令和 3 年度自己点検報告書公表の承認  

令和 4 年度第 1 回自己点検・評価本委員会  

議 題  

１.令和 3 年度自己点検報告書の承認  

２.令和3年度自己点検報告書公表の承認  
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【基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果】 

 

［テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅰ-A-1 建学の精神を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。  

（2） 建学の精神は教育基本法等に基づいた公共性を有している。  

（3） 建学の精神を学内外に表明している。  

（4） 建学の精神を学内において共有している。  

（5） 建学の精神を定期的に確認している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-A-1 の現状＞ 

創立者戸板関子は、明治 35 年に、現在の東京タワーのすぐ下に戸板裁縫学校を創立

した。当時の教育は、先生と弟子で行う修行と言われる方法の学校が多かった中、いち

早く教室方式で授業を行った。その精神である「至誠貫徹」により「時代に適応する実

学の教授研究により、職業に必要な能力を育成するとともに、知性と品性を涵養し、女

性の人格形成と自立を目指すこと」を戸板女子短期大学の「建学の精神」とした。  

以下の「教育理念」「校訓」「教育目的」「教育目標」は、戸板関子が掲げた「建学の

精神」を基に制定され、創業者の精神は創設 120 年を迎える今日においても受け継が

れていることから、建学の精神は本学の教育理念・理想を明確に示している。  

 

創立者の教え 

「至誠貫徹」（最後までやりとげる姿勢・責任感）  

 

建学の精神 

本学の建学の精神は、時代に適応する実学の教授研究により、職業に必要な能力

を育成するとともに、知性と品性を涵養し、女性の人格形成と自立を目指すことに

ある。 

 

教育理念 

本学の教育理念は、時代の要請に適応する実際的な専門の学術技術を教育研究

し、広く一般的教養を高め、自己肯定感の高い、社会に貢献できる感性豊かな女性

を育成することにある。  

 

校訓 

「知・好・楽」（学ぶ態度・積極性）  

様式 5－基準Ⅰ 
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教育目的 

本学は、女子に時代の要請に適応する実際的な専門の学術技芸を教育し、研究さ

せるとともに、広く一般的教養を高め、個性の自由な伸長を図り、国家社会の真に

有為な形成者となるべき人材を育成することを目的とする。  

 

教育目標 

職業につながる専門教育ならびに、ひろく一般的な知識・教養・常識を兼ね備え、社会

で活躍できる女子の育成を目標とする。  

 

これらのことは教育基本法第 1、2、7、8 条、学校教育法第 9 章に照らし適切に制定さ

れており、公共性を有している。 

建学の精神に基づく校訓の「知好楽」は、カフェテリアや売店を利用する学生や教職

員に目立つように三田キャンパス 3 階の吹き抜け壁面に文字を刻んでいる。また、戸

板ホール舞台下手壁面には、戸板関子直筆と言われている書を掲げているのをはじめ、

各教室にも「知好楽」を掲げている。 

さらに全学生及び教職員に配布される学生便覧には校訓「知好楽」、建学の精神、教

育理念、教育課程編成・実施の方針、学位授与の方針を記載し、オリエンテーション等

で説明している。また新入生には、「戸板ゼミナール 1」（1 年前期必修科目）にて学長

より建学の精神、沿革・歴史などについて講演を行っており、建学の精神は、学内の学

生及び教職員に表明している。  

また、学外に対しては、本学のホームページ（大学概要＞建学の精神・教育理念）に

おいても建学の精神を表明している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この「建学の精神」に基づいて平成 28 年に「学位授与の方針（ディプロマポリシ

ー）」、「教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）」、「入学者受け入れの方針

（アドミッションポリシー）」及び「学習成果（アセスメントポリシー）」を策定した。

この 3 つのポリシーは、毎年見直しており、令和 3 年度は 11 月 18 日（木）の教授会

にて 3 つのポリシーについて審議し、次年度のポリシーを策定している。  

「建学の精神」は、創業者である戸板関子の教えであり、普遍的なものとしてとらえ
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ている。その「建学の精神」に対して毎年定期的に教授会で確認をし、「建学の精神」

に基づき策定された 3 つのポリシーについては、常に時代に適応させるため、毎年定

期的に教授会にて確認し、PDCA を実践している。 

 

［区分 基準Ⅰ-A-2 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント教

育を含む）等を実施している。  

（2） 地域・社会の地方公共団体、企業（等）、教育機関及び文化団体等と協定を締

結するなど連携している。  

（3） 教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-A-2 の現状＞ 

地域社会に向けた公開講座として、本学では、毎年 Kiss ポート財団（港区が平成

8 年に設置した自主的なコミュニティ活動の支援や、文化やスポーツ振興、生涯学習、

健康増進等に関わる様々な事業を実施する公益財団法人港区スポーツふれあい文化

健康財団）と平成 30 年度から連携協定を締結しており、令和 2 年度については、秋

期みなと区民大学公開講座（全 5 回）を YouTube によるオンライン配信にて開講し

た。 

また、生涯学習授業として、例年は港区教育委員会と提携し、港区学校支援地域本

部の主催する出前授業「みなと学校支援情報」に継続的に参加してきた。 

しかしながら、令和 3 年度は、新型コロナウイルス禍の影響で Kiss ポート財団や

港区学校支援地域本部自体がこのような催し物の開催を自粛したため、活動はして

いない。 

正課授業の開放についても令和 3 年度の取組はできなかった。  

地域・社会の地方公共団体である港区、文化団体である Kiss ポート財団と平成 30 年

度から連携協定を締結している。企業については、産学連携プロジェクト先である

株式会社エドウイン、株式会社マイナビ、エバラ食品工業株式会社、株式会社ラン

ビック（ケーキ店 Cake to go）、TSUTAYA 田町駅前店等多数の企業と協定を締結し

活動している。さらにキャリアセンターでは、ルイ・ヴィトンジャパン株式会社、日

産自動車販売株式会社、日本通運株式会社等 35 社のフレンドリーパートナー企業と

提携し、産学連携プログラム、インターンシップ、就職支援活動などを行っている。  

教育機関とは、令和 4 年 2 月 1 日に東京都千代田区にある神田女子高等学校と高

大連携協定を締結し、授業連携、出張講義等を行っている。  

港区芝総合支所が地域貢献のために実施している芝地区養蜂事業検討プロジェク

トチーム「芝 BeeBees」に井部奈生子准教授のゼミナールの学生がボランティア参

加している。港区芝総合支所では、芝地区に住む区民の方、企業に勤める方々に花を

栽培していただき、港区芝産のハチミツである「しばみつ」を製造している。令和 4

年 3 月 18 日、19 日に実施した「竹芝みなとフェスタ」では、「しばみつ」を販売し、

学生が考案したハチミツ活用レシピを配布するなどのボランティア活動を通じて地
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域・社会に貢献している。さらに料理作成を研究する Rerie 同好会において、和歌山

県にある株式会社ファイブワンと協力し、和歌山県でしか採れない幻のフルーツ「じ

ゃばら」の認知度を広めることを目的としたプロジェクトを実施した。学生が「じゃ

ばら」を使ったスイーツを開発し、2 種のデザートを和歌山県「休暇村紀州加太」に

レシピ提供し、朝食ビュッフェメニューとして令和 3 年 9 月 1 日から提供し、社会

に貢献している。 

また、地域の住民、会社員、学生から組織される消防団（学生消防団）に令和 3 年

度は 8 名が入団し、10 月 17 日に芝消防署にて行われた消防団新入団教育訓練に参

加した。学生消防団は、ボランティアではなく特別職の地方公務員であるが、消防活

動を通じて地域・社会に貢献している。  

さらに本学では、学生ボランティア団体「戸板アンバサダー」が発足されてお

り、令和 3 年度においては「緑の相談室～秋の植物の手入れ～」（10 月 17 日実

施）、「持続可能なファッションを考える展＆ギャラリートーク」（11 月 7 日実

施）、「持続可能なファッションを考える vol.2～大量廃棄を減らすには？～」（11

月 20 日実施）、「ビオトープ研究室（第 5 回）～水の生物について」（11 月 28 日実

施）、「リユース♡♡ブリッジ ～子ども服の交換会～」（1 月 15 日実施）など、こ

のコロナ禍においても感染対策を講じながら積極的にボランティア活動に参加して

いる。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の課題＞  

建学の精神を学内外にホームページ等を通じて表明するとともに各教室に「知好楽」

の額を掲げており、学内ではこの建学の精神が共有されている。  

しかしながら、「知好楽」・「至誠貫徹」の精神は現代の高校生や学生、社会に対して

理解していただけているかが課題となっている。  

そこで、より分かりやすく解釈した新たな現代版建学の精神「Toita’s 7 Promises」

を策定し、学内の要所に掲示するとともに、ホームページにおいても表明している。  

 

建学の精神（現代版）Toita’s 7 Promises 

1 Curiosity：学ぶことを楽しみ、技術を磨きます。  

2 Communication：自ら明るく挨拶し、相手の目を見てコミュニケーションを行い  

ます。 

3 Sharing：常に相手の身になって考え、ともに問題解決します。  

4 Sincerity：最後まであきらめずに何事にも誠実に取り組みます。  

5 Elegance：感性を磨き、美しい心を持った女性になります。  

6 Fairness：偏見や差別にとらわれず常に公平な心をもつ国際人になります。  

7 Hospitality：積極的に奉仕の精神をもってすべての仕事に取り組みます。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の特記事項＞  

建学の精神に基づいて策定したディプロマポリシーを卒業生が持ち合わせているか、

企業が求める人材に適合しているかを毎年、卒業生の就職先企業にアンケートを取っ
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て確認している。令和 3 年度においては、以下の文面により、6 月に企業人事担当者へ

アンケート調査した。 

「本学では、職業につながる専門教育ならびに、ひろく一般的な知識・教養・常識を

兼ね備え、社会で活躍できる女子の育成を実践しています。また、論語にある孔子の言

葉、「知好楽」（何事においても、知って、好きになって、そして楽しんで実行しようと

いう意味。）を校訓としています。  

このディプロマポリシー（単位認定・学授与の方針）を卒業生が持ち合わせているか伺

います。」 

なお、質問項目は、わかりやすく一部集約している。アンケート結果から全学におい

て基礎学力、教養とマナーを身につけているという回答が 28.3%と最も高かった。  

 

 

【質問項目別内訳】

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 11 23.9% 24 25.0% 18 40.0% 53 28.3%

②ほぼ身につけている 12 26.1% 18 18.8% 7 15.6% 37 19.8%

③どちらとも言えない 3 6.5% 5 5.2% 2 4.4% 10 5.3%

④あまり身につけていない 0 0.0% 1 1.0% 0 0.0% 1 0.5%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 20 43.5% 48 50.0% 18 40.0% 86 46.0%

有効回答 46 100.0% 96 100.0% 45 100.0% 187 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 11 23.9% 16 16.7% 12 26.7% 39 20.9%

②ほぼ身につけている 7 15.2% 26 27.1% 10 22.2% 43 23.0%

③どちらとも言えない 6 13.0% 4 4.2% 3 6.7% 13 7.0%

④あまり身につけていない 2 4.3% 1 1.0% 0 0.0% 3 1.6%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 20 43.5% 49 51.0% 20 44.4% 89 47.6%

有効回答 46 100.0% 96 100.0% 45 100.0% 187 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 9 19.6% 11 11.5% 14 31.1% 34 18.2%

②ほぼ身につけている 10 21.7% 25 26.0% 6 13.3% 41 21.9%

③どちらとも言えない 5 10.9% 10 10.4% 5 11.1% 20 10.7%

④あまり身につけていない 1 2.2% 1 1.0% 0 0.0% 2 1.1%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 21 45.7% 49 51.0% 20 44.4% 90 48.1%

有効回答 46 100.0% 96 100.0% 45 100.0% 187 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①達成している 11 23.9% 18 18.8% 16 35.6% 45 24.1%

②ほぼ達成している 9 19.6% 21 21.9% 6 13.3% 36 19.3%

③どちらとも言えない 4 8.7% 8 8.3% 2 4.4% 14 7.5%

④あまり達成していない 1 2.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5%

⑤達成していない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 21 45.7% 49 51.0% 21 46.7% 91 48.7%

有効回答 46 100.0% 96 100.0% 45 100.0% 187 100.0%

専門知識・技術

問題解決力、判断力

この１年間の人事管理基準における人材評価

＊厚労省調査 H29..3卒

基礎学力、教養とマナー
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［テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅰ-B-1 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立している。  

（2） 学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。  

（3） 学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応え

ているか定期的に点検している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-B-1 の現状＞ 

 

戸板女子短期大学学則は「建学の精神」に基づき平成 27 年に制定されている。  

学科の教育目的・目標（人材の養成に関する目的及び教育研究上の目的）は、戸板女

子短期大学学則第 3 条 3 に以下のように定められていることから、学科の教育目的・

目標は「建学の精神」に基づき確立されている。なお、本学では専攻課程はない。  

 

学則第 3 条 3 

各学科における人材の養成に関する目的及び教育研究上の目的は次のとおりとする。 

（１）服飾芸術科は、ファッションデザイン、ファッションビジネスに関する専門的な

知識や技術を幅広く修得し、豊かな感性を養うことでデザイン力を磨き、ファッ

ションに関わる業界において貢献できる女性を育成する。  

（２）食物栄養科は、人間栄養学と食物栄養学に関わる専門知識・技術を修得し、栄養

士としての実践的な能力を育成するとともに、社会人として必要とされる実践

的な教養を身につけることで、栄養面から人の健康を支えるための総合的な判

断ができる女性を育成する。  

（３）国際コミュニケーション学科は、英語、国際文化、ＩＣＴに関する専門的知識を

幅広く修得し、現代の国際情報化社会に柔軟に対応できるコミュニケーション

能力を身につけ、グローバル社会で貢献できる女性を育成する。  

 

学科の教育目的・目標は、学則にて定められており、学則は、その抜粋版を学生便覧 55

ページ（令和 3 年度版）に掲載している。学生便覧は、入学時のオリエンテーションにて

全新入学生に配布しており、同じ冊子を全教職員へも配布している。このことから学科の

教育目的・目標は学内に広く表明している。 

ホームページにおいては、TOP＞大学概要＞戸板女子短期大学について＞建学の精神・

教育理念のページに教育目的、教育目標とともに各学科の教育目的を掲載しており、学科

の教育目的・目標を学外に表明している。  

学科の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応えているかという指標
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を就職率で評価し、点検している。  

令和 3 年度の各学科の就職率（令和 4 年 5 月 1 日、就職希望者に対する就職者の割

合）は、服飾芸術科 98.8%、食物栄養科 98.4%、国際コミュニケーション学科

97.0％、全学で 98.2%であった。文部科学省の就職状況調査（令和 4 年 4 月 1 日、就

職希望者に対する就職者の割合）の大学就職率 95.8%、短期大学就職率 97.8%を上回

っていることから、学科の教育目的・目標に基づく人材養成は地域・社会の要請に応え

ていると言える。なお、この内定状況は、毎月定期的に開催する進路・就職委員会にて点

検しており、毎年度後期に開催される教授会にて報告し、点検しているとともに、全教職

員へ周知させている。  

 

 

［区分 基準Ⅰ-B-2 学習成果（Student Learning Outcomes）を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。  

（2） 学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づき定めて

いる。 

（3） 学習成果を学内外に表明している。  

（4） 学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-B-2 の現状＞ 

本学の学習成果は、アセスメントポリシーとして「建学の精神」に基づいて平成 28

年に以下のとおり定めている。  

 

1.短大（機関レベル）  

就職率や資格を活かした専門領域への就職率・進学率から、学習成果の達成状況を

査定します。 

2.学科（教育課程）レベル  

資格取得状況や卒業要件達成状況から、教育課程全体を通した学習成果の達成状況

を査定します。 

3.科目レベル 

成績評価や授業アンケートから、各授業科目の学習成果の達成状況を査定します。 
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短期大学としての学習成果とは、本学のアセスメントポリシーの「1.短大（機関レベ

ル）」にあたるが、その学習成果の達成状況は就職率・進学率で査定するとしている。 

建学の精神では、「時代に適応する実学の教授研究により、職業に必要な能力を育成

する」とあり、本学の教授研究が時代（社会）に適応しているか、学生は職業に必要な

能力が育成されているかを示す指標として就職率が適切であると考えている。このこ

とから短大（機関レベル）の学習成果は、建学の精神に基づき定められており、就職率

は、それを査定する指標として妥当性がある。  

学科の学習成果とは、本学のアセスメントポリシーの「2. 学科（教育課程）レベル」

にあたるが、その学習成果の達成状況は資格取得状況や卒業要件達成状況にて査定し

ている。 

本学の卒業要件は、戸板女子短期大学学則第 28 条に定められているとおり、総合教養

科目の中から 14 単位以上、専門教育科目から 50 単位以上で合計 64 単位となってい

る。各学科にて取得可能な資格における取得状況については、以下のようになってい

る。 

 

令和 3 年度卒業生資格取得状況表  

 

 

服飾芸術科の教育目的は、ファッションデザイン、ファッションビジネスに関する専

門的な知識や技術を幅広く修得し、豊かな感性を養うことでデザイン力を磨き、ファ

ッションに関わる業界において貢献できる女性を育成することであり、令和 3 年度に

おいては、190 名中 189 名が卒業要件を満たし、2 年間の学修成果としてこの教育目

的を達成した。また、資格取得状況表のとおりブライダル･コーディネート技能検定 3

級の取得率は 68％、リテールマーケティング(販売士)3 級の取得率は 100％となって

いる。（但し、令和 3 年度よりリテールマーケティング(販売士)3 級は、団体受験から

個人受験となり、取得報告のあった学生数を記載している。）  

食物栄養科の教育目的は、人間栄養学と食物栄養学に関わる専門知識・技術を修得

し、栄養士としての実践的な能力を育成するとともに、社会人として必要とされる実

践的な教養を身につけることで、栄養面から人の健康を支えるための総合的な判断が

できる女性を育成することであり、令和 3 年度においては、151 名中 148 名が卒業要

件を満たし、2 年間の学修成果としてこの教育目的を達成した。また、資格取得状況表

のとおり栄養士の取得率は 99％、日本フードスペシャリストの取得率は 69％、日本フ

ードコーディネーターの取得率は 95％となっている。  

学科 資格 履修者 取得人数 取得率

服飾芸術科 ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ技能検定3級　資格取得者 37 25 68%

ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(販売士)3級　資格取得者 5 5 100%

食物栄養科　 栄養士免許取得者 148 146 99%

日本フードスペシャリスト資格取得者 59 41 69%

日本フードコーディネーター資格取得者 79 75 95%

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 医療秘書技能検定3級　資格取得者 12 2 17%

情報処理士　N　資格取得者 41 41 100%
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国際コミュニケーション学科の教育目的は、英語、国際文化、ICT に関する専門的

知識を幅広く修得し、現代の国際情報化社会に柔軟に対応できるコミュニケーション

能力を身につけ、グローバル社会で貢献できる女性を育成することであり、令和 3 年

度においては、121 名中 121 名が卒業要件を満たし、2 年間の学修成果としてこの教

育目的を達成した。また、資格取得状況表のとおり医療秘書技能検定 3 級の取得率は

17％、情報処理士の取得率は 100％となっている。  

短大（機関レベル）の学習成果の指標である就職率や資格を活かした専門領域への

就職率・進学率については、定期的に開催される進路・就職委員会及び教授会にて報告

し、教職員に表明している。学外に対しては、本学ホームページ TOP＞進路・就職＞

就職実績にて表明している。また、大学案内冊子にも掲載をしている。  

学科（教育課程）レベルの学習成果の指標である GPA、外部テスト、資格取得等は

個々の学生に対し、active portal 内で表示できるようにしている。GPA については、

学科ごとの分布図を本学ホームページ TOP＞情報公開 2＞客観的な指標の設定・公表

及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要に掲載し表明している。  

科目レベルの学習成果の指標である授業評価アンケートは、その結果を FD 委員会

で審議し、本学図書館にて学内外に公開・表明している。  

学校教育法、短期大学設置基準、栄養士法等の関係法令について、学習成果に関わる

ような変更等があった場合は、定期的に開催される教務委員会、教授会等教育課程を

審議する会議体にて報告、共有し点検している。  

 

［区分 基準Ⅰ-B-3 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者

受入れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 三つの方針を関連付けて一体的に定めている。  

（2） 三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。  

（3） 三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。  

（4） 三つの方針を学内外に表明している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-B-3 の現状＞ 

本学では、建学の精神に則り、学則において第 4 章「入学、退学及び休学」、第 5 章

「教育課程及び履修方法等」、第 6 章「卒業等」と卒業に関する事項、教育に関する事

項、入学に関する事項の三つの方針を定めている。  

更に、卒業認定・学位授与の方針をディプロマポリシー、教育課程編成・実施の方針

をカリキュラムポリシー、入学者受入の方針をアドミッションポリシー、そして学習

成果をアセスメントポリシーと、これら三つの方針に学習成果の方針を加え、一体的

に定めている。 

三つの方針については、平成 28 年 3 月 31 日付文部科学省より「学校教育法施行規

則の一部を改正する省令の公布」を受け、学長、学長補佐、学科長、センター長、短大

事務局各部部長から組織される短大運営会議及び同会議組織に学校法人理事長、専務

理事、法人事務局長加えた経営委員会にて論議を重ねて策定し、10 月 6 日第 6 回教務
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委員会、平成 29 年 2 月 16 日第 14 回教授会にて承認を得ている。  

「学位授与の方針」に対応した「教育課程編成・実施の方針」については、学習成果

に対応させて体系的に教育課程を編成している。教育の質を保証するため、各教育科

目では、到達目標、成績評価の方法等、必要な項目を講義内容に示しており、厳格な成

績評価に基づいた教育活動を行っている。 

また、各授業科目が「学位授与の方針」に記載した身につけるべき力のどの項目につ

ながっているかを、学生にわかりやすいよう、カリキュラムマップにも反映している。

実際の教育の中身であるシラバスには、「学位授与の方針」の要素とどのような関連が

あるか明記されており、これに基づいた教育活動が行われている。  

三つの方針については、本学ホームページ TOP＞戸板女子短期大学について＞戸板

女子短期大学のポリシーにて、戸板女子短期大学のポリシーと各学科のポリシーを掲

載し学内外に表明している。また、大学案内冊子履修要項にも掲載しており、毎年度、

短大運営会議、教授会で見直し、必要であれば改訂している。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の課題＞  

教育の質を保証するうえでも三つの方針の点検・評価のための PDCA を回すことが

重要であると考えている。現状では、学位授与の方針と学修成果との関係を、卒業に必

要な単位数や成績評価の基準、資格取得の要件等に整理しているが、学生の理解が不

十分であると考える。PDCA を回す時期に学習成果の客観的証拠書類が整っているこ

となど具体的なスケジュール管理を徹底する必要がある。  

学習成果の査定の手法としては、学期末に学生による「授業に関する意識調査」を実

施し、その分析・結果をもとに、各教員は考察レポートを提出し、今後の授業改善に努

めている。教育の向上・充実のための PDCA については、各教員が相互に行う「研究

授業」を実施することで、授業の工夫をするなど教育力向上に努めている。また、保護

者に対し成績評価を通知するだけでなく、保護者を対象とした「授業公開」を実施し、

記入されたコメントは担当教員にフィードバックしている。平成 27 年度に導入され

た「教員評価制度」は、前年度に担当した個々の授業の自己点検・評価と教育、研究状

況に関して総括する内容となっており、学長に提出することが義務付けられている。

教員は自己の授業運営を主観的・客観的に分析し、その質の向上・充実を図ることが課

題である。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の特記事項＞  

服飾芸術科では、建学の精神である「職業に必要な能力を育成すること」を目指し、

「ウエディングセレモニー」という実践的な体験の場を設けている。これは履修学生

が３つのコンセプトに基づいた模擬結婚式を構成から音楽まで企画し、オープンキャ

ンパスで披露するというものである。また、「ファッションデザインゼミ」では、履修

学生が製作した作品をオープンキャンパスで展示発表し、これらは教育の成果として

その効果を学内外において発表する機会になっている。検定資格を取得した学生に対

しては卒業時に表彰を行い、専攻ゼミの客観的な教育の効果の指標の一部として捉え、

その結果を確認・分析し、授業あるいは学生支援の改善をするため定期的に点検をし
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ている。令和 3 年度の「評価顕彰」に値する検定資格対象者は、ブライダルコーディ

ネート技能検定 24 名、A･F･T 色彩検定 2 級 5 名、ファッション販売能力検定 2 級 2

名、リテールマーケティング（販売士）検定 3 級 56 名であった。  

食物栄養科では、栄養士資格取得者数と全国栄養士養成施設協会主催の栄養士実力

認定試験の結果から教育の効果を把握している。令和 3 年度の栄養士資格取得者は、

146 名（98.6%）であった。令和 3 年度の栄養士実力認定試験の評価は、A ランク 11.6%、

B ランク 69.9%、C ランク 18.5%であった。A ランクを取得した者は、本学の顕彰制

度により、表彰対象としている。評価の前年度比は、A ランク－4.2％、C ランク－5.5％

と、上位と下位の割合が減り、B ランクが 9.6％増加した。授業においては、令和 2 年

度に引き続き、新型コロナウイルス感染予防対策の影響により、1 年間を通じて、対面

とオンラインのハイブリッド授業となったが、混乱の多かった令和 2 年度に比べ、授

業のオンライン化については学生も教職員も対応がスムーズとなり、ICT を活用した

課題の作成、提出、また学生相互のグループワークや発表などコミュニケーション方

法も充実した。令和 3 年度の栄養士以外の資格取得者は、フードスペシャリスト資格

取得者が 41 名（令和 2 年度は 46 名）、フードコーディネーター資格取得者が 75 名

（令和 2 年度は 70 名）であり、フード系 2 つの資格取得者の合計数は令和 2 年度と同

数で、コロナ禍前の令和元年度からは大きく増加した。  

国際コミュニケーション学科では、教育効果の可視化のため、現行の学習成果の量

的・質的データとしての測定手法やこれまで策定してきた教育の向上・充実のための

PDCA を常に行い、それに基づきカリキュラムの見直しに取り組んでいる。アクティ

ブラーニングを取り入れている授業においてはルーブリックをすでに授業運営の一部

として取り入れ、ハイブリッド授業によるオンラインの学生への積極的な取組みをお

こない、オンライン受講の学生も授業内で発言の機会が増え、学習成果の質的向上を

図ることができた。 

ICT 科目では講義に加えて、学んだ後にすぐ個人ワークをして書き出してアウトプ

ットし、その後に数人に分かれてのグループワークをして情報をシェアし、さらにま

とめにグループごとにプレゼンを行うことで専門的知識の定着をはかっている。合わ

せて学生の学習意欲や達成度を総合的に測ることができる手法として、英語力および

ICT 力を測る学内客観テストを 2 年次 12 月に実施しており、最終的に全学生が期待す

る点数獲得を達成している。 

 

 

［テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅰ-C-1 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取り組

んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
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（1） 自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。  

（2） 定期的に自己点検・評価を行っている。  

（3） 定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。  

（4） 自己点検・評価活動に全教職員が関与している。  

（5） 自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れている。  

（6） 自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-C-1 の現状＞ 

本学では学則第 1 章第 2 条にて、「（自己点検・評価）第 2 条 本学は、教育水準の向

上を図るとともに、前条の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状

況について自ら点検及び評価を行う。」と明記している。更に、短大においては、自己

点検・評価教学委員会規程を平成 4 年、自己点検・評価教学委員会細則を平成 29 年に

制定している。自己点検・評価教学委員会は、学長、ALO、学長補佐、学科長、総合教

養センター長、各学科の教授または准教授から選ばれた委員、図書館長、短大事務局

長、各部長、その他委員会で必要と認めた者から構成され、学長が委員長、ALO が副

委員長として組織化され整備している。  

法人においては、平成 21 年に自己点検・評価法人委員会規程を制定し、組織として

は、理事長、法人事務局長、ALO、法人事務局部長、課長、その他委員会で必要と認め

た者から構成され、委員長は理事長、副委員長は委員の中より委員長が任命した者で

組織化している。この 2 つの委員会の上部組織として自己点検・評価本委員会があり、

平成 22 年に規程を制定している。委員は、短大委員会及び法人委員会の正副委員長、

ALO、その他委員会で必要と認めた者としている。  

本学では、平成 29 年度に第三者評価の結果「適格」と認定されており、平成 30 年

以降においても定期的に毎年、自己点検・評価を行っている。  

定期的に行っている自己点検・評価内容は、報告書としてホームページ＞戸板女子短

期大学について＞認証評価に掲載している。  

自己点検・評価教学委員会は、全教職員の組織の部門長である学科長、センター長、

事務局各部署の部長が委員となっており、自己点検・評価活動は各部署において集約さ

れた内容が委員会へ報告され、全教職員が関与する取り組みとして実施している。 

6 月 22 日（本学開催）、7 月 2 日（横浜会場）にて高校教員対象説明会を開催してい

る。高等学校の教員に対し、学長挨拶、本学の特徴ある教育の取組内容（カリキュラム

ポリシー）、入試選抜方針、要項の説明（アドミッションポリシー）、教育の効果として

の就職実績（ディプロマポリシー）等を説明し、意見を聴取している。また、学生より

戸板で学んできたこと、自分が成長したと感じること等を高校教員へプレゼンテーシ

ョンし、意見・評価をいただいている。さらに高校教員と学生によるグループトークを

行い、本学教職員だけではなく、学生と意見交換をする場を設けている。学生が自ら学

んだことをプレゼンテーションすることは、教育の成果が可視化され、自らが学んだ

ことを表現し、第三者から評価を受ける取組である。この説明会で得た意見は、短大部

長会にて報告して学内で共有され、自己点検・評価活動に生かされている。  

令和 3 年度においては、令和 2 年度を対象とした自己点検・評価報告書を作成し各委
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員会にて討議・承認し、PDCA サイクルを回して、改革・改善に活用している。  

また、報告書は自己点検・評価本委員会の承認の基、本学ホームページに掲載し、全教

職員、学生、外部の方々に公表している。  

 

○自己点検・評価法人委員会（10 月 28 日開催） 

議題 1.令和 3 年度自己点検報告書の確認   

2.その他 

○自己点検・評価教学委員会（10 月 28 日開催） 

議題 1.令和 3 年年度 自己点検報告書最終決定  

2.3 つのポリシーを踏まえた取り組みの点検・評価  

3.成績表による PDCA 

4.学生の学修時間・学修行動の把握と PDCA 

5.その他 

○自己点検・評価本委員会（10 月 28 日開催） 

議題 1.令和 3 年度自己点検報告書の承認  

   2.令和 3 年度自己点検報告書公表の承認  

 

 

［区分 基準Ⅰ-C-2 教育の質を保証している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有している。  

（2） 査定の手法を定期的に点検している。  

（3） 教育の向上・充実のための PDCA サイクルを活用している。  

（4） 学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵

守している。  

 

 

＜区分 基準Ⅰ-C-2 の現状＞ 

学習成果を焦点とする査定方法は、以下にある本学のアセスメントポリシーに則り、

手法を有している。  

学習成果を焦点とする査定は、短大レベルでは卒業時における単位授与数、進路決

定率、専門領域への就業・進学率で測る手法を確立している。  

 

アセスメントポリシー  

 入学時  在学時  卒業時  卒業生  

短大レベル  

（機関）  

入学試験  

入学時  

アンケート  

学修満足度調査  

休退学率  

学位授与数  

進路決定率  

専門領域への就業・進学率  

卒業時アンケート  

卒業生への  

アンケート  

就職先への  

アンケート  
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学科レベル  

（教育  

課程）  

入学試験  GPA 

学修ポートフォリオ  

ステップアップ面談  

外部テスト  

資格取得  

学士力等達成度  

（学科ルーブリック）  

資格取得率  

外部テスト平均点  

 

科目レベル  プレカレッジ  

プレイスメン

トテスト  

成績評価  

授業評価アンケート  

学修ポートフォリオ  

  

 

また、学科レベルにおいては、在学時に外部テスト「PROG テスト」を実施し査定

している。 

これは学生が入学時と卒業時に 2 回実施するもので、本学のポリシーと連動した「リ

テラシー能力」と「コンピテンシー能力」について 2 年間の成長を測定できるアセス

メント手法である。 

FD・SD 委員会では、「PROG テスト」の集計結果解説会を実施し、教員はこの結果

を踏まえ授業改善につなげている。  

服飾芸術科では、PROG テストの集計結果解説会後、各教員が学生の伸ばすべき力

を分析し、各々の授業運営やシラバスへの反映方法を考え学科長へ意見を提出してい

る。各教員の意見は集約され学科会議で議論し教育の向上・充実のため PDCA を有し

ている。 

食物栄養科では、教育の効果の指標として、栄養士資格の取得率や栄養士実力認定

試験の結果を参考にしている。その結果をもとに、栄養士の質の向上をテーマに問題

点を確認し、年度ごとに施策を講じている。近年、栄養士実力認定試験の評価は、A ラ

ンクが減少し、C ランクが増加傾向にある。この結果からは、基礎学力を身に付けてい

ない学生が増えていることが読み取れる。近年の方策としては、栄養士の意識改革と

栄養士の質の向上として、栄養士実力認定試験の対策を行っている。令和 3 年度は、

栄養士としての意識改革を「食物栄養基礎演習」や「食物栄養科ゼミナール」を通じて 

学生に教育・周知した。また栄養士の質の向上のため、Google Classroom において自

主学習できる環境整備も継続し、教員による質疑応答も合わせて実施している。  

国際コミュニケーション学科では教育の効果の指標として令和 3 年度より、年間の

TOEIC IP テストの学内受験回数を増やしている。 

総合教養センターでは、教員がより多様な教育効果測定の手法を持てるように、各

自が担当する授業の教育効果測定手法に関して情報交換会を実施した。  

本学では教授会、教務委員会、短大運営会議（拡大会議：短大経営会議）、各学科会

議などで、査定方法を再検討している。  

令和 3 年度に向け学長主導のもと、短大運営会議や学科会議で検討を加えた。これ

らのことから教育の向上・充実のための PDCA を活用して点検している。 

また、学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを適宜確認し、法令順

守に努めている。  
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＜テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証の課題＞  

アセスメントとして実施している「授業に関する意識調査」、「教員相互による研究

授業」、「授業公開」、「教員評価制度」は、教員本人による評価や今後の授業改善に関す

る取り組みを考えるための有効な資料として位置付けているが、今後は、FD 委員会が

主体となって、より効果的な方法を練り上げていく余地があると考えられる。  

教育の質の向上・充実のためには、学習成果のアセスメントより問題点を把握し、そ

れに伴う施策の実施を次年度の課題としている。令和 3 年度は、令和 2 年度に実施し

た講義内容の見直し等を踏まえ、各教員による授業の到達目標を意識しての展開を期

待したい。 

服飾芸術科では、時代に適応する実学の教授研究により、職業に必要な能力を育成  

するとともに、知性と品性を涵養し、女性の人格形成と自立を目指すという建学の精

神に基づき、カリキュラムを構成しているが、科目内容と科目間の関連性を再度構築

し見直しを図る予定である。学生の就職先を見据えた履修モデルに改定し、社会のニ

ーズや学生の多様性に対応したい。「服飾造形」は習熟度別での編成を行っているが、

学生の多様化により指導内容の見直しを行っている。  

食物栄養科では、栄養士の質の向上として栄養士実力認定試験の得点力アップ及び

A ランク者を増やすことを目指している。その為の施策として、対策講座や Google 

Classroom 等の活用を実施したが、効果は十分とはいえなかった。教育の質を保証す

るため、各教育科目では、到達目標、成績評価の方法等必要な項目を講義内容（シラバ

ス）に示しており、厳格に成績評価を行っている。食物栄養科では平成 30 年度より就

職先の多様性を見据えた履修モデルとして 5 つの履修モデルを提示し、学生の進路・

将来に合わせた指導体制に移行した。またカリキュラムマップも合わせて活用し、授

業年次、授業間の連携をとっている。今後さらに将来目標と内容について十分に教育

できる体制を整える必要がある。令和 4 年度は、多様化した学生の進路動向を踏まえ

た履修モデルの見直しや、対応教科の見直しを含め更なる授業内容の整備を行う予定

である。 

国際コミュニケーション学科では、本学建学の精神を踏まえ、教育の効果を高める

ため、現カリキュラムの更なる見直しを図る予定である。特に、平成 31 年度から設け

られた本学科の「小学校英語指導補助員」の資格取得対策のための科目である

「Teaching English to Children 2」および「Teaching English to Children 3」のク

ラス分けを学生のレベルや取得希望資格に応じて徹底した。また港区の小学校との連

携強化により教育の効果を高めた。令和 3 年度より学内受験の機会を増加させること

により TOEIC IP TEST の希望者も増加し、TOEIC のスコアアップに対する学生のモ

チベーションの向上にもつながった。 

令和 3 年度よりより広範囲の ICT スキルと知識を得るためのカリキュラムへと変更

をおこない、かねてより存在した科目「情報処理論」を拡充して、「情報処理論 A」

「情報処理論 B」の 2 科目へと増強した。これにより、情報処理士の資格を取得しや

すいカリキュラムとなったため、より専門的に学びたい学生が学べる環境となった。 

情報処理士は、令和 2 年度生は 41 名が取得したが、令和 3 年度生は 3 割増の 54 名が

取得をするべく履修をすすめている。  
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＜テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証の特記事項＞  

内部質保証のため、学期末に学生による「授業に関する意識調査」を実施し、その分

析・結果をもとに、各教員は考察レポートを提出し、今後の授業改善に努めている。教

育の向上・充実のための PDCA については、各教員が相互に行う「研究授業」を実施

することで、授業の工夫つなげるなど教育力向上に努めている。さらに、保護者に対し

成績評価を通知するだけでなく、保護者を対象とした「授業公開」を実施し、記入され

たコメントは担当教員にフィードバックしている。ただし、令和 3 年度はコロナのた

め実施できていない。平成 27 年度に導入された「教員評価制度」は、前年度に担当し

た個々の授業の自己点検・評価と教育、研究状況に関して総括する内容となっており、

学長に提出することが義務付けられている。このように、教員は自己の授業運営を主

観的・客観的に分析し、その質の向上・充実を図っている。  

 

＜基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画＞  

 

(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画

の実施状況 

平成 28 年度に策定した 3 つのポリシーと「知好楽」・「至誠貫徹」の精神も取り入れ

た現代版建学の精神「Toita’s 7 Promises」の定着を図っていく必要があるとしたが、

令和 2 年度においては「令和 2 年度卒業生アンケート」では、「理解している」が微増

であり、より学生に周知を図る方法が求められる。  

服飾芸術科では、カリキュラムポリシーに基づき学習が進められているかの判断を、

定期的な学生自身の振り返りによって点検し、卒業時にディプロマポリシーを満たす

人材になったかの判断を、学生自身がルーブリックに基づいて自己評価するなど、教

育の向上・充実のための PDCA を構築することを実施したが、更に見直しを図りたい。  

食物栄養科では、栄養士資格取得意欲や学習意欲の乏しい学生、また進路もあいま

いな学生が年々増加傾向にある。自主学習の必要性については、学生へ各教員から授

業内等に説明を行っている。令和 3 年度は、オンライン授業により自主学習の環境が

整えられた。学科では、学科会議や担当者会議等を実施して教員間の連携を強化して

いる。カリキュラムポリシーやディプロマポリシーを踏まえての学科の教育を学生に

伝える方策を模索している。その方策としては履修モデルをあげて学生に周知を図っ

ているが更なる施策が必要である。また、平成 31 年度生からのカリキュラム変更で、

「栄養士実践演習」を「食物栄養実践演習」として、5 つの履修モデル別に分け、学生

の希望進路に合わせた内容を取り入れた。「食物栄養実践演習」は 2 年次科目のため、

令和 2 年度からの実施となったが、令和 3 年度は、実際の現場から学外講師を招いて

特別講座を行うなど、履修モデルごとにより実践的な内容を学べるものとした。本学

科は栄養士資格を主軸に、フードスペシャリスト、フードコーディネーター資格も取

得できることから、卒業後はより広範な進路が広がり、学生の希望も多種多様である。

短大 2 年間という短期間で実践的な学びを得るためには、この履修モデルによる教育

が有効であると考えるが、そのモデルは社会状況や学生の希望により変化するもので
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あるため、今後も柔軟な対応が必要と考える。また、令和 3 年度もコロナ禍の影響に

より、その後の校外実習が分野別に実施できず、学内施設を使っての事業所実習のみ

となった。残念ながら校外実習への効果については明らかにはできなかったが、フー

ド系資格取得への意欲とその成果は見られ、実際にそれぞれの資格取得者数は、コロ

ナ以前より増加した。今後も、社会状況を鑑みながら、履修モデルの検証を図り、学生

の進路就職に向けてより具体的な「実学」の体現と、学生の意欲向上を図るよう努めて

いきたい。 

国際コミュニケーション学科では、令和 3 年度においては、コロナ禍でのオンライ

ン授業、およびハイブリッドの授業においても問題なく授業参加できた学生がほとん

どで、ネット環境が整うのに時間がかかる学生も少なくなった。令和 3 年度は演習授

業などにおいては画面のカメラをオンにすることを徹底し、より相互にコミュニケー

ションをとり、より対面授業に近い環境で授業を行うことができた。引き続き、学科内

会議、英語教員会議、ICT 教員会議などを行うことで、全学生が支障なく授業に参加

し、教育の質を維持出来るように努め、今後も常に PDCA を実施し、学生の満足度を

高めていきたい。 

総合教養センターでは、初年次教育については、令和 3 年度はプレカレッジ（入学

前教育）、「戸板ゼミナール 1」、「キャリアデザイン」、「スタートアップ演習」の中にプ

ログラムを入れこんだ。特にプレカレッジでは、入学直後から Google Classroom を使

用してのオリエンテーションや授業が始まることを見据え、Google Classroom での課

題提出の仕方や Google ドキュメントの使い方なども盛り込んだ。これらは主に、令和

4 年度向けカリキュラムの見直しのなかで再検討を行った。授業力向上に関しては、よ

り適切な学習成果の査定方法を選択する力を伸ばせるように、教員同士の情報交換会

の機会を設けた。これにより、自らの授業が教育目的・目標に向けて適切に行われたか

等についての振り返りを行えるメリットもあった。その他、授業アンケートの結果か

ら考察レポートをまとめたり、教員としての自己評価を記載したりすることでも授業

の PDCA をまわすことは例年と変わらず実施できている。非常勤講師については、令

和 3 年度もメールでの連絡や直接の声がけ、助手による支援などを適宜行い、授業等

に支障がないよう、困っていることが起こらないよう配慮した。  

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

課題としては、学習成果を量的・質的データとして測定する方法においては、学外試

験だけではなく、本学独自のルーブリックや学内客観テストなどを利用した測定の仕

組みを考える必要がある。  

アセスメントとして実施している「授業に関する意識調査」、「教員相互による研究

授業」、「授業公開」、「教員評価制度」は、教員本人による評価や今後の授業改善に関す

る取り組みを考えるための有効な資料として位置付けているが、今後は、FD 委員会が

主体となって、より効果的な方法を練り上げていく余地があると考えられる。  

今後の教育の質の向上・充実のためには、学習成果のアセスメントから問題点を把

握し、それらを改善するための施策の実施が課題となる。平成 31 年度に実施した講義

内容の見直し等を踏まえ、各教員が授業の到達目標を意識しての展開を期待したい。  
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服飾芸術科では、学生に将来目標を明確化させ、専門職へ就業を指導しているが、

コロナ禍において目標とする業界に対し迷いが生じている学生が少なからずいた。履

修モデルやカリキュラムの在り方を再確認し、ゼミを通して状況に応じた支援対策が

できるように内容を点検する必要がある。  

食物栄養科では、ここ数年栄養士資格取得意欲や学習意欲の乏しい学生が多くなって

いる。一部の学生には教育の目標に従って理解させることが難しい状況にある。学習

意欲の乏しい学生は、栄養士としての実践的な能力や社会人として必要とされる実践

的な教養を学んでいくことが厳しい状況である。今後は、教育目標、学位授与の方針に

ついては学生動向に配慮し、栄養士職だけでなく多様化した進路に向けて学科内にて

定期的に点検しその方策を検討する。その具体的な内容としては、平成 31 年度からは

就職・進路に合わせた履修モデルを体系化し、カリキュラムの見直しを段階的に行っ

ている。社会の要請に応えるべく履修モデルの拡充を図り、それに見合ったカリキュ

ラムの編成、また栄養士資格だけでなく、それぞれのモデルに合わせた多彩な資格の

設定を行い、より実践力の高い、社会に貢献できる人材を育成することを目標に、今後

も検討を続けていきたい。資格取得科目をスリム化して学生動向に合わせていく必要

もあり、栄養士免許取得には、過剰な科目配置もあるのでスリム化を含めて検討する。  

国際コミュニケーション学科では、キャリアゼミにおいて、就職先を明確にイメー

ジできるよう指導しているが、コロナ禍においては、学生が希望する就職先になかな

か決まらない状況があった。特にエアライン業界での就職先がほとんどない状態であ

り、新たな就職先を早急に模索した結果、空港関連業界も視野に入れた。また、資格取

得についてのバックアップ体制の見直しも必要であると考えている。ICT 関連では IT

パスポートを取得したい学生のために「情報処理論」を 2 科目へ分けて「情報処理論

A」「情報処理論 B」とした。科目の新設、また、医療秘書・医療事務希望の学生に対し

ては、医療秘書技能検定以外にも調剤薬局事務管理士検定の資格取得のための講座を

設けているが、資格取得学生数をいかに伸ばしていくかが課題である。 

総合教養センターにおいては、学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法に

ついて、引き続き検討していきたい。  
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【基準Ⅱ 教育課程と学生支援】 

 

［テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅱ-A-1 学科・専攻課程ごとの卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果に対応している。  

 ①卒業認定・学位授与の方針は、卒業の要件、成績評価の基準、資格取得の要

件を明確に示している。 

（2） 卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通用性がある。  

（3） 卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検している。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-1 の現状＞ 

本学では、学科の卒業認定・学位授与の方針を後述のとおり学科ごとにディプロマ

ポリシーとして定めるとともに、各科の学習成果は、学習成果の評価であるアセスメ

ントポリシーに対応している。  

 

アセスメントポリシー  

1．短大（機関）レベル  

就職率や資格を活かした専門領域への就業率・進学率から、学修成果の達成状況を

査定している。 

〇卒業時の評価軸  

学位授与数、進路決定率、専門領域への就業・進学率、卒業時アンケート  

2．学科（教育課程）レベル  

資格取得状況や卒業要件達成状況から、教育課程全体を通した学修成果の達成状況

を査定している。  

〇卒業時の評価軸  

学士力等達成度（学科ルーブリック）、資格取得率、外部テスト平均点  

3．科目レベル 

成績評価や授業アンケートから、各授業科目の学修成果の達成状況を査定している。 

〇授業後の評価軸  

GPA、授業評価 

 

また、教育評価は、学科で定めている教育課程編成・実施の方針であるカリキュラム

ポリシーに定めており、卒業認定・学位授与の方針に対応している。  

服飾芸術科の教育評価は、「学位授与の方針で掲げる能力をコアとなる授業科目にお

様式 6－基準Ⅱ 
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ける目標到達度（学科ルーブリック）と 2 年間の修得単位数、客観的成績評価（GPA）

によって評価します。」と定めている。  

食物栄養科の教育評価は、「学位授与の方針で掲げる能力を、コアとなる授業科目に

おける目標到達度（学科ルーブリック）と 2 年間の修得単位数、客観的成績評価（GPA）

によって評価します。」「栄養士として仕事をする上で必要な実践的技術については、

調理・給食系実習科目で実技試験を実施し、評価します。」「学修成果の指標として、

「栄養士実力認定試験」での 6 割程度の正解を求めます。」として定めている。  

国際コミュニケーション学科の教育評価は「学位授与の方針で掲げる能力を、コア

となる授業科目における目標到達度（学科ルーブリック）と 2 年間の修得単位数、客

観的成績評価（GPA）によって評価します。」「英語コミュニケーション力と ICT スキ

ルに関しては、外部または学内客観テストでの合格が必要になります。」として定め、

各科目において学修成果に対応している。  

本学では、学科の卒業認定・学位授与の方針を以下のとおり学科ごとにディプロマ

ポリシーとして定め、入学時に全学生に配布する履修要項に表記するとともに、オリ

エンテーションにて説明をし、本学ホームページにおいても公表して内外に卒業の要

件、成績評価の基準、資格取得の要件を明確に示している。  

服飾芸術科の卒業認定・学位授与の方針は以下のとおりであり、卒業の要件、成績評

価の基準を明確に示している。また。学習成果に対応している。服飾芸術科の卒業認

定・学位授与において資格取得は必須としておらず、明記していない。ただし、取得を

推奨するブライダルコーディネート技能検定については、卒業要件を満たすとともに、

日本ブライダル文化振興協会の定めた所定の単位に基づき本学が開設する科目を修得

し、かつ協会実施の技能検定試験に合格することを資格取得の要件としている。履修

要項にてその要件を明確に示している。  

 

服飾芸術科ディプロマポリシー  

服飾芸術科では、本学の教育課程を修め、64 単位の単位修得と必修等の条件を充た

したうえで、ファッションビジネスとファッションデザインに関わる専門的知識・技

術、ファッション業界における実務的能力と社会人として必要とされる豊かな教養の

修得により、以下のファッションを中心とした衣生活全般の総合的提案力を備えた人

物に学位を授与します。  

A．主体性・チームワーク・責任感  

与えられたテーマに対して積極的に取り組み、責任感と協調性を持って最後までやり

抜くことができます。  

B．コミュニケーション能力  

社会人としてふさわしいマナーや心配りで他者と接するとともに、相手の話を興味・

共感をもって聞くことができます。また、様々な生活スタイル、イベントに応じた提案

やファッション業界での仕事に必要なコミュニケーションをとることができます。  

C．思考力・判断力  

取り巻く様々な情報からトレンドを読み取り、ニーズに対応した企画・立案を通して

問題点を指摘することができます。  
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D．知識・理解 

ファッション業界における市場調査・企画・生産・流通・広告・販売に関する基本的知

識を活用し、デザイン・製作の技術を通して、現代のファッションビジネスを分かりや

すく説明することができます。  

E．技能・表現 

豊かな衣生活ができるよう、状況にふさわしい手段を選択し、ライフスタイル提案が

できます。 

 

食物栄養科は、資格取得状況や卒業要件達成状況及び外部試験（栄養士実力認定試

験等）から、教育課程全体を通した学習成果の達成状況を査定している。  

卒業時の評価軸として食物栄養科は、学士力等達成度、資格取得率、外部テスト（栄

養士実力認定試験等）平均点等を評価軸としている。  

また、科目レベルでは、「学位授与の方針で掲げる能力を、コアとなる授業科目にお

ける目標到達度と 2 年間の修得単位数、客観的成績評価（GPA）によって評価してい

る。」「栄養士として仕事をする上で必要な実践的技術については、調理・給食系実習科

目で実技試験等を実施し、評価している。」「学修成果の指標として、「栄養士実力認定

試験」での 6 割程度の正解を求めている。」として定めている。  

食物栄養科の卒業認定・学位授与の方針は以下の通りであり、卒業の要件、成績評価

の基準、資格取得の要件を明確に示している。栄養士養成校である食物栄養科は、学生

に対し、卒業時の栄養士資格取得を目標とした教育課程を編成している。資格につい

ては、フードスペシャリスト、フードコーディネーター3 級についても要件を定め、履

修要項にて学生に明確に示している。  

 

食物栄養科ディプロマポリシー  

食物栄養科では、本学の教育課程を修め、64 単位の単位修得と必修等の条件を充た

したうえで、人間栄養学と食物栄養学に関わる専門的知識・技術の修得を通じ、栄養士

としての実践的な能力と社会人として必要とされる豊かな教養を身につけ、栄養面か

ら人の健康を支えるための総合的判断力を備えた人物に学位を授与します。そのため

に、下記の能力・資質を修得・涵養し、それらを総合的に活用できる人材を養成するこ

とを教育目標としています。  

D．知識・理解 

人間栄養学と食物栄養学及び調理・給食に関する専門的な知識を身につけ、それぞれ

の食生活に適した献立を作成することができます。  

E．技能・表現 

集団給食における調理技術と衛生管理をふまえた給食管理技術を身につけ、食と健康

の知識を発信できます。  

A．主体性・チームワーク・責任感  

栄養評価、献立作成、調理・盛り付け等に積極的に取り組み、チームの一員として責任

感と協調性をもって大量調理をやり遂げることができます。  

B．コミュニケーション能力  
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社会人としてふさわしいマナーや心配りで他者と接するとともに、健康者対象の栄養

指導や給食管理の現場に必要なコミュニケーションをとることができます。  

C．思考力・判断力 

食品・栄養・調理・臨床の側面から食生活における問題解決へのアプローチができ、人

の健康を支えるために必要な総合的判断ができます。  

 

国際コミュニケーション学科の卒業認定・学位授与の方針は以下の通りであり、卒

業の要件、成績評価の基準、資格取得の要件を明確に示している。国際コミュニケーシ

ョン学科の教育評価は、「学位授与の方針で掲げる能力を 2 年間の修得単位数、客観的

成績評価（GPA）によって評価します。」と定めている。また卒業の要件として英語コ

ミュニケーション力と ICT スキルに関しては、外部資格試験または学内アセスメント

テストでの合格点が必要になる。  

 

国際コミュニケーション学科ディプロマポリシー  

国際コミュニケーション学科では、教育課程を修め、64 単位の卒業単位取得と必修

等の条件を充たしたうえで、英語、国際文化、ICT に関する専門知識の修得を通じ、現

代社会に柔軟に対応できるコミュニケーション能力を身につけ、グローバル社会にお

いて、それらを総合的に活用できる人物に学位を授与します。そのために、下記の能

力・資質を修得・涵養し、それらを総合的に活用できる人材を養成することを教育目標

としています。 

B．コミュニケーション能力  

状況にふさわしいマナーで他者と接するとともに自身の気持ちを的確に言葉で表現す

ることができます。また、他者の主張も理解し尊重しながら、同時に自らの考えを発信

することができます。  

A．主体性・チームワーク・責任感 

チームにおける自分の役割を認識し、その認識に基づいて自ら積極的に行動に移し、

最後までやり遂げることができます。  

C．思考力・判断力  

情報収集・活用・分析力を身につけ、偏見や差別に縛られない公正な判断に基づく自分

の意見を発信し、問題解決のために自ら積極的に行動することができます。  

D．知識・理解 

国際共通語としての英語を用いて日常生活や仕事に必要なコミュニケーションをとる

ことができます。また、幅広い ICT スキルと知識を身につけることで今日のグローバ

ル社会で必要とされる様々な情報を収集・発信することができます。 

E．技能・表現 

異文化の理解を深め、英語と ICT のスキルを活用し、状況に適した手段を用いてプレ

ゼンテーションを行うことができます。  

 

本学の学科の卒業認定・学位授与の方針については、高等教育機関の教育支援を専

門とする株式会社リアセック代表取締役の近藤賢氏が第三者として点検・評価を行い、
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令和 3 年 11 月 18 日（木）第 9 回教授会にて報告を行っている。第三者による点検・

評価は毎年実施し、常に社会的な通用性があるかを検証し、PDCA を実施している。  

学科の卒業認定・学位授与の方針は、本学学則第 29 条第 2 項に、この「学位授与の

方針」を達成したものに「短期大学士」の学位を授与するものとしている。本学が授与

する「短期大学士」は、学校教育法第 104 条第 3 項の規定に基づく学位規則に定めら

れた学位であり、付記する専攻分野の名称は本学の学位規程に定められている名称で

ある。 

本学は平成 29 年に一般財団法人短期大学基準協会による第三者評価により「学位授

与方針と社会との接続に関する評価」として「適している」と評価を受けている。ま

た、令和 2 年度の就職率は、新型コロナウイルス感染による企業の採用状況の悪化に

より 98.3%ではあったものの、平成 29 年度、平成 30 年度、平成 31 年度と 3 年連続

就職率 99％以上の実績を挙げていることからみても本学の学科の「学位授与の方針」

は社会的に通用性があるものである。さらに、海外からの入学者を受け入れているこ

と、本学を卒業して海外の学校へ留学している学生がいることから国際的にも通用性

があると判断している。  

本学では、平成 28 年度の平成 29 年 2 月 14 日、学長を議長とする第 9 回短大運営

会議（拡大会議）にて、短大及び学科ごとの卒業認定・学位授与の方針を機関決定し

た。翌、平成 29 年度においては 3 つのポリシーを点検評価した結果、改訂の必要があ

り、一部を改訂している。また、平成 30 年度は平成 31 年 3 月 29 日第 13 回短大運営

会議にて、学科の履修モデル変更に伴い、3 つのポリシーを再度改訂している。平成 28

年度機関決定された卒業認定・学位授与の方針は、毎年、外部、内部と多面的な点検・

評価から PDCA を実践し、定期的に点検している。令和 3 年度は、11 月 18 日（木）

第 9 回教授会にて、令和 3 年度のポリシーを検証した結果から、令和 4 年度アセスメ

ントポリシー、カリキュラムポリシーを策定し、承認を得ている。  

 

 

［区分 基準Ⅱ-A-2 学科・専攻課程ごとの教育課程編成・実施の方針（カリキュラ

ム・ポリシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教育課程編成・実施の方針は、卒業認定・学位授与の方針に対応している。  

（2） 教育課程編成・実施の方針に従って、教育課程を編成している。  

 ① 短期大学設置基準にのっとり体系的に編成している。  

 ② 学習成果に対応した、授業科目を編成している。  

 ③ 単位の実質化を図り、卒業の要件として学生が修得すべき単位数につい

て、年間又は学期において履修できる単位数の上限を定める努力をしてい

る。 

 ④ 成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定してい

る。 

 ⑤ シラバスに必要な項目（学習成果、授業内容、準備学習の内容、授業時間
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数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等）を明示している。  

 ⑥ 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材等による授業

（添削等による指導を含む）、放送授業（添削等による指導を含む）、面

接授業又はメディアを利用して行う授業の実施を適切に行っている。  

（3） 教育課程の見直しを定期的に行っている。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-2 の現状＞ 

学科の教育課程はカリキュラムポリシーとして教育内容、教育方法、教育評価につ

いて定めている。また、総合教養科目、専門教育科目においてカリキュラムマップを作

成し、卒業要件である 64 単位取得するよう体系的に編成しており、卒業認定・学位授

与の方針に対応している。  

本学の卒業認定・学位授与の方針は、以下 5 項目の能力からなり、学科ごとにその

取得すべき要件を定めている。  

A.主体性・チームワーク・責任感  

B.コミュニケーション能力  

C.思考力・判断力 

D.知識・理解 

E.技能・表現 

これらの能力は、履修科目と連動しており、履修科目ごとに身につく能力を明確に

している。 

その授業を履修することで最も身につく能力を A から E のうち 1 項目定めている。

また科目によっては次に身につく能力を A から E のうちもう 1 項目を定めている。  

その内容は、シラバスの「授業目標」項目に記載されており、学生は身につけたい能

力を参考に履修選択することができる。また、履修した科目を A から E の能力別に集

計し、ディプロマサプリメントとして個々の学生にフィードバックしている。  

ディプロマサプリメントは、2 年間で自分の能力がどのように身につき、卒業時まで

に卒業認定・学位授与方針へ到達しているか進捗度が分かるものである。  

短期大学設置基準第 4 章教育課程（教育課程の編成方針）第 5 条にのっとり、本学

の教育課程は教育上の目的を達成するために必要な授業科目を学科ごとに開設すると

ともにカリキュラムマップを作成し、体系的に教育課程を編成している。また、専門の

学芸を教授し、職業又は実際生活に必要な能力を育成する学科ごとの専門科目、幅広

く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養する総合教養科目を設置

し、体系的に編成している。さらに短期大学設置基準第 4 章教育課程（教育課程の編

成方法）第 6 条にのっとり、各授業科目を必修科目及び選択科目に分け、これを各年

次に配当して編成している。履修要項に掲載されているカリキュラム表において配当

年次、開講期間、卒業要件（必修科目・選択科目）単位数、授業形態等を明記し、編成

している。 

単位の実質化を図るため、以下のとおり、1 年間で履修できる単位数の上限を定め、

履修要項に記載し学生に周知している。  
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服飾芸術科         46 単位 

食物栄養科         50 単位 

国際コミュニケーション学科 46 単位 

 

また、専門教育科目 50 単位以上、総合教養科目 14 単位以上の単位取得で卒業を認

定しており、この単位を 2 年間で取得するための授業科目を適切に編成している。  

「第 5 章卒業の要件等（単位の授与）第 13 条 短期大学は、一の授業科目を履修し

た学生に対し、試験の上単位を与えるものとする。」との短期大学設置基準にのっとり、

学習成果を獲得の上、成績評価判定している。  

成績評価は、S、A、B、C、F の 5 段階で行っており、絶対評価としている。科目に

より P（pass) 、D（drop）で評価することもある。また、GPA 制度も導入している。  

シラバスにおいては、必要な項目（学習成果を表す授業目標、到達目標・基準、授業

内容、準備学習の内容として事前・事後学習、授業時間数、成績評価の方法・基準、教

科書（テキスト）・参考書等）のほか、指導方法、履修上の注意、アクティブラーニン

グ、ICT の活用等を明示している。また、実務経験のある教員が担当する授業につい

ては、「実務家による授業」とシラバスに表記している。シラバスを作成する際は、講

義内容作成要領を作成し、新任教員、非常勤講師を含む担当教員に対し 2 月 24 日に説

明会を実施している。  

シラバスは、学生に対しては、Active Portal にて、学生の自宅のパソコン、スマホ

でも閲覧可能なシステムを構築しており、このコロナ禍において学生が登校しなくて

もシラバスを閲覧し受講できる体制をとっている。  

本学では通信による教育を行う学科はない。なお、このコロナ禍においては、令和 2

年 3 月 24 日文部科学省「令和 2 年度における大学等の授業の開始等について（通知）」、

6 月 1 日文部科学省、厚生労働省等「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関

係職種等の各学校、養成所及び養成施設等の対応について」等の通知、事務連絡にのっ

とり、オンラインと対面を併用した授業を実施した。オンライン授業は、すべての授業

を Google Classroom に掲載し、受講する学生を登録させ、課題等の提示、学習指示を

行うとともに、学生からの質問を受け付けられる双方向授業を実施している。また殆

どの授業は、双方向動画配信システムの Zoom を活用して、自宅で受講する学生と教

員がお互いの顔を見合わせながら授業を行っている。対面授業については、各学生の

登校日を調整し、校舎内にいる学生が常に半数以下になる体制を整えた。対面授業に

ついては、新型コロナウイルス感染対策に十分注意を払い、学生の健康面、安全面を第

一とし、教育効果を最大限高める工夫をした。  

学科の教育課程は、教務委員会にて見直し、翌年度のカリキュラムに反映させるた

め討議している。教務委員会は、原則、毎月第二木曜に定期的に開催している。  

教育課程は、教務委員会にて次年度のカリキュラムの編成について討議、策定して

いる。次年度カリキュラム策定にあたっては、学生による授業アンケート（前期、後

期）、就職先企業アンケート、資格取得状況等を鑑み、定期的に見直しを行っている。 
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［区分 基準Ⅱ-A-3 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養を培

うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教養教育の内容と実施体制が確立している。  

（2） 教養教育と専門教育との関連が明確である。  

（3） 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-3 の現状＞ 

教養教育は、「基礎系科目群」、「キャリア系科目群」、「人文・社会・自然系科目群」、

「ICT 系科目群」、「体育系科目群」、「語学系科目群」から成る講義科目と、講義外プロ

グラムから構成され、教養教育の内容と実施体制を確立させている。  

まず、各講義科目の教育内容と実施体制について記述する。  

基礎系科目群としては「戸板ゼミナール１」、「スタートアップ演習」を置いている。

「戸板ゼミナール１」（1 年前期必修）は、初年次教育、専門家による講演会、産学連

携プログラム等を中心に実施している。開講時には学長講演を開催し、本学の沿革、建

学の精神をはじめとする創立者の理念、そして現在の教育方針に至るまでを新入生に

浸透するようにしている。また、学生の知識や視点を増やすことを目的に、令和 3 年

度は金融教育を実施した。さらに、産学連携授業を引き続き組み込み、各企業（服飾芸

術科：EDWIN、食物栄養科：ランビック、国際コミュニケーション：TSUTAYA 田町

駅前店）から課題を提示いただいて 6 週にわたった「産学連携プレゼンテーションプ

ログラム」を実施した。令和 3 年度も新型コロナ感染症蔓延のため、グループワーク

はすべて Zoom を通しての活動となった。通学が叶わず、友人関係の構築がほとんど

できていない状態での産学連携プログラムのスタートであったが、学生たちはさまざ

まなネットワークを駆使してグループの解決策をまとめた。全員が行う 1 分間の個人

プレゼンテーション実施日に初めてのハイブリッド授業となったが、登校した学生も

初めて対面するクラスメートや教員を前にそれまでの成果を堂々と発表した。ここに

至る過程においては、グループでの協力とともに、一人一人が責任を持って参加する

体制作りをした。また、企画の立て方やプレゼンテーションの基礎を学び、その後の学

びに活かせるようにもしている。なお、この戸板ゼミナールは、総合教養センター専任

教員が主軸となって担当しているが、学科教員から学生への評価コメントも伝えられ

るなど、学長から学科教員、事務職員までも関わり、短大全体で支えている授業である

ため、基礎教育委員会にてスケジュールやプログラムの調整も行われている。  

 

 

戸板ゼミナール学科別産学連携プログラム内容一覧  

 提携先 内容 

服飾芸術科 株式会社 EDWIN 若者のデニム離れ解消企画を考案

する 
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食物栄養科 株式会社ランビック  デリバリーしたときに「はっ」とす

るケーキを開発する  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学

科 

TSUTAYA 田町駅前

店 

田町で働く女性がつながる田町女

子（タマジョ）活性企画=TSUTAYA

田町駅前店 2 階ラウンジで「女性

が参加したくなるイベントを考案

する 

 

「スタートアップ演習」（1 年前学期必修）、では、数的理解力、日本語活用力の定着

と向上、規範意識の醸成、継続的学習力の伸長を図り、数学と国語の授業を行う。前期

の前半・後半に分けて数学・国語の授業内容を実施した。また、「スタートアップ演習」

で扱う SPI 試験の内容については、e ラーニングで自主学習ができるようにもしてあ

り、これは成績上位者、下位者双方に対応できる内容である。授業担当者は 4 名全員

が専任教員であり、さらに 1F の総合教養センターでは、助手も含めた総合教養センタ

ー教員全員が質問対応、欠席者や基礎学力に欠ける学生への個別指導が行えるよう支

援体制を整えている。国語の授業では、図書館ガイダンス、クリティカルシンキング、

アカデミック・ライティング&リーディングのワーク、文章作成・推敲の方法など初年

次教育の内容も取り入れ、短期大学で学ぶうえで必要となるアカデミック・スキルズ

を育成する内容を組みこんでいる。また、文章力に課題のある学生には、自分に不足し

ている日本語力への気づきを促し、夏期セミナー・春期セミナーでの作文講座への参

加を呼び掛けるなどして個別指導につなげるようにしている。なお、「戸板ゼミナール

1」「スタートアップ演習」「戸板ゼミナール 2」などでは、3 学科合同という特色を生

かし、できる限りグループワークを取り入れ、学科を越えた出会いの場を提供し、コミ

ュニケーション力養成の機会を積極的に作るようにしている。  

キャリア系科目群としては、「キャリアデザイン」（1 年前学期「履修することが望ま

しい授業」）、「戸板ゼミナール 2」（1 年後学期必修）を置いている。令和 3 年度は、マ

ナーを就職活動に特化した内容として後期の「戸板ゼミナール 2」の中に入れ、就活用

マナー、就職試験支援の数学・国語という授業構成にした。これによって、前期に「キ

ャリアデザイン」を履修することで、将来の生き方・あり方を考えさせながら学生生活

が充実した学びとなるよう支援し、後期には具体的に就職試験に向かって支援すると

いう流れとした。「キャリアデザイン」は、特にキャリアセンターとの密な協力関係が

必要であり、話し合いを重ねながらプログラムを組み、学科の学びや就職先を考慮し

た授業内容を入れ、1 年後学期に開講される各学科のキャリア系科目へのスムーズな

接続を目指している。また、「戸板ゼミナール２」でも、図書館ガイダンス、ビブリオ

バトルは図書館と、自己 PR 文の作成等はキャリアセンターとコラボレーションして、

教職協働でプログラムを作成している。  

 人文系・社会系・自然系科目群では、各専門科目の基盤や補強となる科目のほか、広

く知識・教養・技能を獲得するための科目を開講している。  

人文系科目において、主に服飾芸術科の学びを意識したものとして、「住まいのコー
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ディネート」、「消費と流通」を開講している。特に「消費と流通」は、服飾芸術科の多

くの学生が目指す販売士の資格取得につながる科目であり、これを総合教養科目とし

て開講することで服飾芸術科学生の資格取得支援をするとともに、他の 2 学科の学生

で小売業に興味を持つ学生の学びの機会を確保している。食物栄養科の学びを意識し

た科目としては「化学」「生物学」を開講し、専門科目の基盤となる知識の補強を行っ

ている。国際コミュニケーションの学びを意識した科目としては、「韓国語」「中国語」

「フランス語」などの語学科目、世界遺産検定の資格取得につながる「世界の遺産」、

児童英語の指導者に役立つ「こどもの成長」などを置いている。特に、「情報リテラシ

ー」「ビジネス情報処理」3 科目などの ICT 科目は、国際コミュニケーション学科の、

より高度な情報関連の専門科目につながっている。例えば、「情報リテラシー」では

PowerPoint の基礎操作を習得したり、「ビジネス情報処理（パワーポイント）」でマイ

クロソフトオフィススペシャリスト（MOS）を目指すレベルの PowerPoint スキルを

獲得したりしたうえで、国際コミュニケーション学科専門科目の、PowerPoint を使用

した効果的なプレゼンテーション実践方法を取得することを目標としている「ビジネ

スプレゼンテーション実践演習」につながるような履修の仕方ができるようになって

いる。さらに、すべての学科の学びをサポートしながら、社会に出る際に大きな力とな

る技術の獲得を目的として「プレゼンテーション実践」を開講している。聴衆を魅了す

る発声や話し方から、効果的な原稿作成に至るまで繰り返し練習することにより、ど

のような場面でも正しく自らと自らの意見をアピールできる人材の育成を目指してい

る。 

社会系・自然系科目としては、「こどもの成長」、「健康学」など、女性として理解を

深めるべき内容も履修できるようにしている。また、社会の現状を適切に判断して行

動できる女性を目指して「環境と人間」、「女性と社会」などを開講している。「環境と

人間」では、身の周りの環境に問題意識を持たせるために自然に触れるフィールドワ

ークを例年取り入れているが、令和 3年度はコロナ禍で実施することが出来なかった。

しかしながら、教員自らの研究テーマである世界遺産や島嶼の自然について触れ、水

の簡易分析に挑戦させるなど、教育研究は一帯であることを認識させるだけでなく、

持続可能な発展に根ざした教育を提供し続けている。「文学と芸術」では、もともと自

分の持っている素晴らしい“種”に本人の力で気づくことのできるよう、文学・彫刻・絵

画等、様々なジャンルにおいて時代を超えて残っているものを教材として、その中か

ら真・善・美に出会う機会を提供し、学生の自己肯定感を育む授業を行っている。  

ICT 系科目では、「情報リテラシー」（1 年前学期）を ICT 系の基礎科目として必修

科目とし、入学前のプレイスメントテストの結果による習熟度別クラスを編成してい

る。ICT スキルが一定以上ある学生に対しては「ビジネス情報処理（プレゼンテーシ

ョン）」、「ビジネス情報処理（表計算）」「ビジネス情報処理（文書）」の履修を促し、

MOS の試験合格を目指させている。なお、必修科目である「情報リテラシー」に関し

ては、授業担当者および総合教養センター長とで打ち合わせの機会を持ち、PC 関連の

学生からの相談などに関してはメディアセンターと適宜連絡をとりあうようにし、関

係者と関連部署とで情報共有を行うようにしている。  

 体育系科目は、前学期・後学期とも八王子集中授業を含め 5 コマずつ開講している。
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健康管理およびコミュニケーション力を伸ばすことを目的とした科目でもあり、その

ために、履修学生の特徴に合わせた実践形式、指導方法を臨機応変にとっている。八王

子集中授業については、専任教員のほかに助手が加わり、学生の安全に留意した体制

を組んでいる。なお、令和 3 年度は、新型コロナの影響により、戸板ホール（三田キ

ャンパス）でのハイブリッド授業とした。  

 語学教育は、英語が主専攻ではない服飾芸術科・食物栄養科に在籍する学生であっ

ても、これからのグローバル社会に対応できるよう、1 年前学期に必修科目として

「Integrated English（Fashion）」、「Integrated English（Food & Nutrition）」を開

講している。日本人教員とネイティブ教員が隔週で授業を担当し、4 技能をバランスよ

くスキルアップできるよう授業構成を整えている。各学科の特性に合わせた汎用力の

高い講義内容を特色としている。後学期以降も引き続きこれらの能力を伸ばしたいと

考えている学生に向けては、複数の英語選択科目を用意している。更に、国際コミュニ

ケーション学科を含めた全学生に対して、「中国語 1」、「中国語 2」、「韓国語 1」、「韓国

語 2」、「フランス語 1」、「フランス語 2」を開講している。中国語、韓国語、フランス

語は、原則、前期の授業を修得できないと後期の履修ができない仕組みとなっている。  

 以上のような教養教育を支えるべく、平成 24 年度に設置された総合教養センター

は、教養教育科目のカリキュラムや授業内容を検討するだけでなく、入学前教育、夏期

セミナー・春期セミナーの中心的運営、さらに個別指導を含めた丁寧な学習支援を行

い、教養教育全般の充実を図っている。以下にこれら講義外プログラムの教育内容と

実施体制について説明する。  

入学前教育（プレカレッジ）は、入学が早く決まった者に対して 12 月から 3 月まで

の間に実施する。令和 3 年度も新型コロナウイルス感染症の影響のため、また、遠隔

地の入学予定者へも考慮して、前年に続き全面オンラインのプログラムとした。まず

は e ラーニング教材を導入して、基礎科目（英・数・国）のドリルを 2 週間おきに全

6 回配信し、入学予定者には単元ごとの確認テストで 100 点を取ることを目標とさせ

た。これとは別に、1 月からはオンライン上でプレゼンテーションとパソコンの基本操

作を軸としたオリジナルの初年次教育課題を配信した。定期的に在学生主体の質問会

を Zoom で開催し、入学までの不安の解消や課題についての質問の機会を設けた。2 月

下旬にはこの初年次教育の内容と連動させる形で、原則新入生全員参加の Zoom によ

るスクーリングを開催した。このスクーリングでは入学後に必要となる ICT 関連の操

作に慣れるためのワーク、入学生同士が関わり合うアクティビティ、学科教員や上級

生からの学びの説明等を組み入れ、グループワークも Zoom 上で実施した。これら一

連のプレカレッジのねらいは、新入生が 4 月からのオンライン及びハイブリッド授業

をスムーズに受講できるように、Zoom への参加、Google フォームでの課題提出、

Google Classroom からの情報・資料取得等、オンライン授業を受講する際に必要なパ

ソコンスキルを経験させておく、というところにある。また、スクーリングは初めて入

学予定者同士が顔を合わせる機会となるため、交流の機会の提供という目的のほか、4

月から「学生」になるという意識を高めることも目標としている。3 月には、入学前教

育で学習した e ラーニングの内容を基に各担当教員が作成した国語、数学、英語  (国際

コミュニケーション学科は TOEIC IP を受検）の、加えて食物栄養科には基礎的な「化
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学」「生物」の各プレイスメントテストをオンライン上で実施し、入学直後から各学生

のレベルに合った教育が提供できるように準備を整えている。なお、このプレカレッ

ジについては、総合教養センターが全体を統括するが、基礎教育委員会を通して各学

科や事務局と話し合いを続け、関係する教職員で協力して実施する体制がとられてい

る。 

夏期セミナー・春期セミナーは、長期休暇中のそれぞれ 3 日間を使って「SPI 非言

語」、「SPI 言語」、「数学基礎」、「時事問題講座」、「TOEIC 講座」、「文章個別指導」な

どを希望者に開講している。就職支援のための講座ではあるが、基礎学力が不足して

いる学生等に対しては、出席を義務づけ、学習支援の講習としても活かしている。令和

2 年度は夏期セミナーについては実施できなかったが、令和 3 年度は実施、「k-pop で

学ぶ英語表現」、「日本語文法から英語の構造を考察してみよう」など、新しい講座もい

くつか開講された。2 月の春期セミナーでは、「美文字講座」、「SPI 英語（ENG)」など

学生にとって必要と思われる講座を増やし、さらにキャリアセンターの協力のもと、

就職支援のための講座も昨年度同様数多く揃えた。  

例年行われていた夏期休暇中の海外短期留学をはじめとする留学支援は、令和 3 年

度も新型コロナウイルス感染症の影響により中断した。  

以上のような、プレカレッジ、夏期セミナー・春期セミナー、海外短期留学等の講義

外プログラムについては、総合教養センターが全体統括し、総合教養センター長が委

員長を務める基礎教育委員会にて、各学科、事務局と協業し、全学で学生を支援する教

育内容と実施体制が確立している。  

教育の効果測定としては、定期テストや小テスト、発表内容、学生の取り組み姿勢、

成果物の達成度等をシラバスに掲げた到達目標と照らし合わせて行う他、リアクショ

ンペーパーや学生による授業評価、学生自身が行う「ルーブリック」による自己評価結

果、また、資格試験への合格状況などを用いて多角的に行っている。これらの結果を授

業改善に役立てている。  

各科目担当者は、それぞれの学習目標の到達のために教育方法の工夫をしている。

たとえば、どの科目も一方的な講義に終始するということはなく、何らかのアクティ

ブラーニングを取り入れている。リアクションペーパーや Google フォームでの授業の

ふりかえり、レポート、課題プリント、制作物の提出、確認テスト、グループワーク、

ディスカッション、プレゼンテーション、PBL の実施等である。しかし、授業のクラ

スサイズが大きくなる傾向や、専門科目に比べて関心が低い状態で履修することもあ

る総合教養科目は、さらなる効果的な教育方法を実践できるようにする必要がある。

そのため、学内全体で行われる FD 活動への参加だけでなく、総合教養センターの独

自の取組みとして、ビデオ撮影による授業検討会を教員全員参加で開催してきた。令

和３年度は、教員がより多様な教育効果測定の手法を持てるように、各自が担当する

授業の教育効果測定手法に関して情報交換会を実施した。また、本学の建学の精神、教

育目的とともに学生のニーズと社会の要請をふまえたカリキュラム設計をしていく必

要があり、これらは、総合教養センター会議、教務委員会その他、関係各所と協議しな

がら毎年度カリキュラムのありかたを検討している。  

以上の総合教養センターによる教養教育と、各学科が行う専門教育の関連は、以下
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（大学案内）の 2 年間の学びの過程のとおり明確である。  

本学の建学の精神である「時代に適応する実学の教授研究により、職業に必要な能

力を育成するとともに、知性と品性を涵養し、女性の人格形成と自立を目指すこと」を

教育方針とし、「時代の要請に適応する実際的な専門の学術技術を教育研究し、広く一

般的教養を高め、自己肯定感の高い、社会に貢献できる感性豊かな女性を育成する」こ

とを理念としていることから、教養科目においては、「知性と品性を涵養し、女性の人

格形成と自立を目指すこと」「広く一般的教養を高め、自己肯定感の高い、社会に貢献

できる感性豊かな女性を育成する」教育を主に実践し、専門科目については「時代に適

応する実学の教授研究により、職業に必要な能力を育成する」「「時代の要請に適応す

る実際的な専門の学術技術を教育研究する」教育を行っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の表は 2 年間の学びの体系を表した表で、大学案内に掲載するとともに、入学

時のオリエンテーション等で学生に説明をしている。  

１年次の前期においては、教養科目のキャリアデザイン等を中心に将来なにになり

たいかを判断するための基礎として自己分析、社会理解、リテラシーを行っている。次

に、専門科目である履修モデルごとにクラス編成されるキャリアゼミ 1 が後期より開

講され、希望する業界、職業に関する専門的な学習を行う。2 年になり、さらにキャリ



47 

アゼミ 2 等により学んできた専門的な知識を表現するスキルを身に着け、自己が活動

してきた学びから将来どのような仕事をしていきたいか就職活動の面接等にて自ら表

現できるようにしていく。2 年次後期においては、自己が作成した作品、調理献立、プ

レゼンテーション、資格等を完成・修得し、社会に出る準備をしていくよう教養科目と

専門科目を関連づけ、学生にわかりやすく明確に提示している。  

教養教育の効果測定の外部評価としては PROG をその指標のひとつとして、改善に

取り組んでいる。PROG は、社会が求める汎用的能力（ジェネリックスキル）と自分

を取り巻く環境に働きかけ対処する力である（コンピテンシー）を客観的に測定する

もので、学生個々の資質を可視化している。PROG テストは、1 年生入学時と 2 年生

卒業直前の 2 回全学生に実施し、2 年間でこれらの能力が養われたかを測定し、評価

している。この PROG テストの結果は、令和 3 年 2 月 25 日に PROG 解説会（FD 委

員会、IR 室主催）にて全教職員へ共有し、教員は、学生の資質、成長等を考慮して、

PDCA を実践し、次年度のカリキュラム作成や、ルーブリック表、成績評価の基準等

の見直し、改善に取り組んでいる。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-4 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生活に

必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業教

育の実施体制が明確である。  

（2） 職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-4 の現状＞ 

本学では、短期大学設置基準の第 4 章教育課程（教育課程の編成方法）第 6 条にの

っとり、各授業科目を必修科目及び選択科目に分け、各年次に配当して編成している。

そして前掲の図の通り、専門課程と教養課程を含めて短期大学士取得、就職、進学等の

目標に向けた 2 年間の職業教育を図示化するとともに、職業又は実際生活に必要な能

力を育成するよう、学科、総合教養センター、キャリアセンターが一体となった実施体

制を明確にしている。  

職業教育の体制としては、入学後 1 年前期においては教養教育であるキャリアデザ

イン（配当年次 1 年選択科目）、スタートアップ演習（配当年次１年必修科目）、戸板

ゼミナール１（配当年次１年必修科目）を配置し、学生に、自己分析、社会・企業研究

をさせることなどを通して将来の進路を判断する基礎的なスキルを身に着けさせてい

る。1 年後期においては、履修モデルを選び、服飾芸術科、国際コミュニケーション学

科においては専門教育であるキャリアゼミナール（配当年次 1 年学科必修科目）、食物

栄養科においては、同様に専門教育である食物栄養基礎演習（配当年次 1 年栄養士必

修科目）と食物栄養実践演習（配当年次 2 年栄養士選択必修科目）の授業内において

モデルごとにクラス編成をしてそれぞれ専門的な職業教育を実施する体制を明確にし

ている。 
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服飾芸術科  食物栄養科  
国際コミュニケーション

学科  

ファッションプランニン

グ  

ファッションセールス  

ファッションデザイン  

ウエディング  

ビューティ  

ライフスタイル  

編入学  

病院・福祉（栄養士）  

保育・事業所（栄養士）  

フードビジネス  

外食産業等  

編入学  

エアライン  

ホテル・ツーリズム  

金融・広告・ICT 

ビジネス・レセプショ

ン・販売  

医療事務・医療秘書  

編入学・留学  

 

職業教育の効果は、就職率で測定・評価している。  

下記の表は、令和 3 年度就職率を表した表であるが、全学科で 98.2%（令和 4 年 5

月 1 日現在）の就職率となり、前年度同様に新型コロナウイルス禍の影響を受けては

いるが高い就職率を維持することが出来た。  

卒業生 458 名に対し、就職したものは 384 名（83.8%）、進学したものは 35 名（7.6%）

であり、その他、未決定者は 39 名（8.5%）であった。進学希望に対しては、令和 2 年

度は 12 名（2.6％）であったので令和 3 年度は約 3 倍に増加した。 

 

 

 

本学のキャリア教育は、「社会に貢献できる感性豊かな女性を育成する」ことを実

践し、本学の教育方針に基づき対応されている。学生の就業意欲、職業教育の効果の

結果となる内定状況については、キャリアセンターにて毎日更新をし、以下表に反映

させ、職業教育及び職業指導、就職指導の改善のために、原則毎月 1 回開催する進

路・就職委委員会にて全学科、センターと評価検証し、各学科にて職業教育改善のた

めの資料として活用している。更に、進路内定状況表は、教授会においても報告し

PDCA を実践している。また学科内では、学科会議において就職状況の把握と履修モ
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デルの方向性も含め検証している。  

服飾芸術科では、ファッション、ウエディング、ビューティ、ライフスタイルなど

学生の目標とする職業へ結びつくようカリキュラムを組んでいる。さらに 1 年後期の

キャリアゼミや 2 年前期の履修モデル別ゼミは、学生の職業意識を高め、将来の夢を

実現させるため、講義、演習、プレゼンテーション形式で授業が行われ、ゲスト講師を

招くなど、業界の専門知識やスキルを学ぶ内容となっている。  

また、担当教員とキャリアセンターが連携し、通常の就職支援に加え、ゼミ別に「フ

ァッションビジネスキャリア講座」「ファッションデザインキャリア講座」「ビューテ

ィキャリア講座」「ウエディングキャリア講座」「ライフスタイルキャリア講座」を開催

し、職業教育の実施体制が整っている。学生の目指す分野が新型コロナウィルスの影

響を受ける業界にも関わらず高い就職率であったことから、専門教育が職業教育と直

接的に関連しているといえる。  

食物栄養科は、学科の専門教育である食物栄養基礎演習（配当年次 1 年栄養士必修

科目）と食物栄養実践演習（配当年次 2 年栄養士選択必修科目）を授業内に配置しモ

デルごとにクラス編成をして専門的な職業教育を実施する体制を明確にしている。  

国際コミュニケーション学科においては、産学連携のプレゼンテーション大会を実

施しており、本選では職業人による審査が行われる。大会までの準備期間において学

生はプロジェクトチームを作り、目的達成のために語学スキルと ICT スキル、コミュ

ニケーションスキルを大いに発揮している。  

さらに、国際コミュニケーション学科では職業人も教育と審査に参加することで、

職業教育の効果測定と改善に取り組んでいる。ホテルなどへのインターンシップも活

発に行われており、インターンシップ終了後に企業評価をいただき、これを基にした

学生面談を教員が行うことで、効果を測定・評価した。令和 3 年度はコロナ禍ではあ

ったが、単位取得のためのインターンシップを港区の外資系ホテルで実施した。全国

大学実務教育協会の資格については、情報処理士の資格取得を推奨していたが、一部

の情報系の授業をオンデマンドの授業に切り替えることで情報処理士資格をよりとり

やすくなるようなカリキュラムに変更した。「プロジェクト実習」では、学生自らテー

マを考えて計画し、動画や WEB サイトなどのコンテンツを制作し、プレゼンテーショ

ンまでを行った。小グループに分かれて、コミュニケーションを取りながら主体的に

取り組む形式の授業となっている。これにより、ICT を活用した効果的なコンテンツ

の作り方や見せ方を学び取っている。これらは実務家との協業も職業教育の測定・効

果と位置づけ、改善に努めている。  

 

 

［区分 基準Ⅱ-A-5 学科・専攻課程ごとの入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 入学者受入れの方針は学習成果に対応している。  

（2） 学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。  



50 

（3） 入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示している。  

（4） 入学者選抜の方法は、入学者受入れの方針に対応している。  

（5） 高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設定して、

公正かつ適正に実施している。  

（6） 授業料、その他入学に必要な経費を明示している。  

（7） アドミッション・オフィス等を整備している。  

（8） 受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。  

（9） 入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-5 の現状＞ 

本学では、平成 28 年度に学科の入学者受け入れの方針をアドミッション・ポリシー

として定めており、学長を議長とする全学組織である短大運営会議にて機関決定して

いる。アドミッション・ポリシーは、募集要項に記載し、入学希望者へ周知していると

ともに本学ホームページにて内外に公表している。  

本学のアドミッション・ポリシーは、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成

の方針に定める人材を育成するために、本学での学修に対する目的や意欲を持ち、次

にあげる、高等学校までの学習や経験を通じて基礎的な知識や能力・技能を表現でき

る力を備えた人を求めている。本学の卒業認定・学位授与の方針は、学習成果に対応し

ているので、育成する人材について定めているアドミッション・ポリシーは、学習成果

に対応している。  

 

服飾芸術科アドミッション・ポリシー  

服飾芸術科では、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成の方針に定める人

材を育成するために、次にあげる知識・技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求め

ます。また、入学者を適正に選抜するために多様な選抜方法を実施いたします。  

A．トレンドに敏感でデザインすることに関心があり、ファッション業界の専門知識・

技術を主体的に学び社会に貢献する意欲を持っています。  

B．高等学校までの履修内容のうち、特に国語読解力があり、コミュニケーション力を

身につけています。  

C．高校時代に生徒会活動、クラブ活動、学校行事に積極的に取り組み、またはボラン

ティアなどへの社会活動に参加した経験があります。  

D．自分の興味のある事柄について、知識や情報をもとにして筋道を立てて考え説明す

ることができます。  

E．規則正しい生活習慣を備え、入学前教育として求められる課題に最後まで誠実に取

り組むことができます。  

 

食物栄養科アドミッション・ポリシー 

食物栄養科では、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成の方針に定める人

材を育成するために、次にあげる知識・技能や能力、目的意識・意欲を備えた人を求め
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ます。また、入学者を適正に選抜するために多様な選抜方法を実施いたします。 

A．食と栄養および健康に強い関心をもち、栄養士免許取得を目標に学修する意欲があ

ります。 

B．化学基礎および生物基礎を共に履修しているか、化学と生物に関する基礎的な知識

を有します。また、基礎的な計算力（割合の計算、百分率の計算、単位の換算、濃度の

計算など）があります。 

C．高校時代に生徒会活動、クラブ活動、学校行事に積極的に取り組み、またはボラン

ティアなどへの社会活動に参加した経験があります。 

D．コミュニケーション力があり、自身の関心のある事柄について、知識や情報をもと

にして筋道を立てて考え説明することができます。 

E．規則正しい生活習慣を備え、入学前教育として求められる課題に最後まで誠実に取

り組むことができます。 

 

国際コミュニケーション学科アドミッション・ポリシー  

国際コミュニケーション学科では、卒業認定・学位授与の方針および教育課程編成

の方針に定める人材を育成するために、次にあげる知識・技能や能力、目的意識・意欲

を備えた人を求めます。また、入学者を適正に選抜するために多様な選抜方法を実施

いたします。 

A．高等学校の教育課程を幅広く修得しつつ、国語読解力及び、英語読解力・語彙力な

どの英語総合力を身につけています。  

B．英語、異文化、ICT を主体的に学び、グローバル社会に貢献しようとする姿勢があ

り、高いコミュニケーション力があります。  

C．高校時代に生徒会活動、クラブ活動、学校行事に積極的に取り組み、またはボラン

ティアなどへの社会活動に参加した経験があります。  

D．英語、異文化、ICT に興味があり、知識や情報をもとにして筋道を立てて考え説明

することができます。  

E．規則正しい生活習慣を備え、入学前教育として求められる課題に最後まで誠実に取

り組むことができます。  

 

入試については、高大接続の観点により、総合型選抜、学校推薦型選抜、一般選抜特

別選抜（社会人、海外帰国子女留学生）等多様な選抜方式を用意し、学長を委員長とす

る入学試験委員会により公正かつ厳格に入学試験を行い、それぞれの選考基準を設定

し公正かつ適正に実施している。  

入学者受入れの方針は、高等学校までの学習や経験を通じて基礎的な知識や能力・

技能を表現できる力を備えた人を求めることである。その方針に従って、総合型選抜

においては志願者に対し入学前の学習成果である取得した資格、生徒会役員またはボ

ランティア等の経験、評定平均値等を確認している。また、服飾芸術科では国語、家庭

科、食物栄養科では、化学基礎、生物基礎、化学、生物、数学Ⅱ、数学 A、国際コミュ

ニケーション学科では外国語の評定平均を確認しており、各学科の入学者受入れの方

針に則した人材を受け入れ、入学前の学習成果の把握・評価を行っている。 
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入学者受入れの方針に対応して、学校推薦型選抜については、面接、大学教育を受け

るための基礎学力を判断するための口頭試問、高校が発行する調査書、高等学校長が

推薦する推薦書をもって選抜している。一般選抜については、服飾芸術科では、国語総

合（古文・漢文を除く）、面接、調査書、食物栄養科では、化学基礎、生物基礎、国語

総合（古文・漢文を除く）、英語から 1 科目選択、調査書及び面接、国際コミュニケー

ション学科では、英語、国語総合（古文・漢文を除く）から 1 科目選択、面接、調査書

をもって選抜している。総合型選抜については、面接、大学教育を受けるための基礎学

力を判断するための口頭試問、調査書、エントリーシート等をもって選抜している。 

入学時に必要な授業料その他必要な経費は、募集要項にて明示している。具体的に

は、入学手続き時に納付する入学金、前期授業料、施設整備費、第 2 期（9 月）に納付

する後期授業料、施設整備費を明記するとともに、それ以外に教育充実費、食物栄養科

においては栄養士履修費を明記している。また、学生会費、戸板父母の会会費、千草会

（同窓会）等本学以外の関係団体に係る費用も明示している。  

本学ではアドミッション・オフィスを整備していない。 

志願者からの問い合わせに対しては、5 名（専任職員 4 名、派遣職員 1 名）体制の入

試・広報部が対応している。電話は入試広報部直通電話を設け、受付時間を明記して募

集要項に記載している。電話以外においてもメールや LINE 等多用な方法を用いて適

切に対応している。  

入学者受入れの方針については、高等学校教員と意見交換会を年 2 回、毎年定期的

に実施し、点検している。令和 3 年度は、6 月 22 日（火）に本学、7 月 2 日（金）に

横浜にて情報交換会を開催した。このように高校教員から本学の受け入れ方針などに

ついてご意見をいただき、毎年 PDCA を実践している。例えば、聴取していく中で、

総合型選抜の選抜方法と学校推薦型選抜の選抜方法が、ともに多面的評価になったた

め、より類似してきており、受験生が混乱しないように、評価方法、配点、学力の 3 要

素の重点項目などを明確に表記していく必要がある等のご意見をいただき、改善に努

めている。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-6 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学習成果に具体性がある。  

（2） 学習成果は一定期間内で獲得可能である。  

（3） 学習成果は測定可能である。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-6 の現状＞ 

本学では、1 年前期、後期、2 年前期、後期と卒業までに学習成果を測定するために

4 回定期試験にて成績を評価している。4 回の定期試験にて、学位授与の方針に基づき、

卒業要件を満たす単位数を取得することで短期大学士を授与しており、具体性がある

と考えられるが、これをより明確にすることが今後の課題である。  

服飾芸術科では、具体的な学習成果を学内外において発表する機会として、「ウエデ
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ィングセレモニー」を設け、履修学生が 3 つのコンセプトに基づいた模擬結婚式を構

成から音楽まで企画し、オープンキャンパスにて披露を行っている。評価顕彰に値す

る検定資格を取得した学生に対しては、卒業時に表彰を行い客観的な学習成果の評価

指標の一部として捉えている。検定合格結果を確認・点検・分析し、授業あるいは学生

支援の改善を行なっている。令和 3 年度の検定資格合格者は、A･F･T 色彩検定 2 級 5

名、ファッション販売能力検定 2 級 2 名、リテールマーケティング（販売士）検定 3

級 5 名であった。 

食物栄養科では、学位授与の方針に基づき、栄養士資格の取得率と栄養士実力認定

試験の判定結果（A・B・C の 3 段階判定）を学習成果として位置付けており、毎年

数値化されて測定が可能であり、各ランクの動向を注目している。令和 3 年度生は A 

ランク 11.6％、B ランク 69.9％、C ランク 18.4％で C ランクが増加傾向である。

このランクの動向を受け各科目担当者は、到達目標を揚げ、講義内容に記載すること

により学生に周知している。また、成績評価も具体的な評価基準を示し、適切な総合

評価を行っている。学習成果の査定は、栄養士資格取得率や栄養士実力認定試験の状

況によって実施している。  

国際コミュニケーション学科では、資格取得を支援する科目が配置されており、学

習成果は資格によって測定可能である。また全学生必須のアセスメントテストを実施

している。英語力および ICT 力を 2 年次 12 月に学内で測定し、卒業時の評価の一部

とした。なお、基準の点数に満たない学生については補講及び再試験を行い、全員が基

準を満たすまで繰り返し行われた。 

総合教養科目では各科目で講義内容に具体的な到達目標を掲げ、学習成果の獲得に

向けて授業内容を精選して実施している。科目を担当する各教員は、定期試験、小テス

ト、レポート、授業後の振り返り課題をはじめとして、学習前と学習後のワークシート

の記載内容の比較、発表内容、成果物の達成度、ルーブリックを使用した学生による評

価、授業の取り組みに対する態度、スキルの上達度、資格試験の合格状況等で学習成果

を測定している。「戸板ゼミナール」で行った産官学連携プログラムでは、課題達成度

の高いグループへは表彰を行うことで目に見える形での評価を行っている。  

本学では、1 年前期、後期、2 年前期、後期と一定期間内に行う講義とそれを評価す

る試験を実施することで学習成果を獲得させるとともに、期ごとに Active Portal にて

可視化させ、各学生は自身の学習成果の獲得状況を把握している。  
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一定期間内で獲得した学習成果を本学のディプロマポリシーである「主体性・チー

ムワーク・責任感」「コミュニケーション能力」「思考力・判断力」「知識・理解」「技能・

表現」の 5 つの能力に則して測定したディプロマサプリメントを Active Portal にて

個々の学生にフィードバックしている。このことにより、学習成果は測定可能なシス

テムを構築している。  
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［区分 基準Ⅱ-A-7 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組

みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、学生の

業績の集積（ポートフォリオ）、ルーブリック分布などを活用している。  

（2） 学生調査や学生による自己評価、同窓生への調査、インターンシップや留学な

どへの参加率、大学編入学率、在籍率、卒業率、就職率などを活用している。  

（3） 学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-7 の現状＞ 

GPA 分布図については、下図のとおり教務部の GPA 成績結果を IR 室が分析し、

GPA 分布図として作成し、教務委員会を通じて共有している。教員は、分布図から適

切な授業評価がなされているか確認し、次年度のシラバス作成時の到達目標設定の指

標の一部に活用している。  

また、高等教育の修学支援新制度の対象校である本学では、GPA 分布図を「厳格か

つ適正な成績管理の実施及び公表」のため、ホームページにて公開している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位取得率については、国家試験を含めた資格試験の必要単位もしくは受験要件を

満たす単位数を、下図の通り Active Portal 上で全学科の学生が閲覧できる仕組みとな

っており、学生自らが卒業までにあと何単位取得すればよいか確認できるようになっ

ている。 
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ルーブリックについては、すべての学科および演習科目で活用できているわけでは

なく来年度以降の課題としている。  

毎年度前期、後期に開講されるすべての授業を対象に学生による授業アンケートを

実施している。これは、14 週もしくは 15 週目頃に全授業を対象に Active Portal のア

ンケート機能を活用して実施しており、この学生アンケート結果から学生の学習成果

の獲得状況を量的・質的データとして把握し測定している。この結果をもとに各教員

は考察レポートを作成し、すべてのレポートは図書館にて全教職員、学生に公開して

いる。学生による自己評価については IR 室が学生の学修時間、学修状況のアンケート

を実施しており、FD 委員会にて報告することで教員は学習成果の測定をしている。  

同窓生の調査は、毎年、1、3、5、10、15 年後の卒業生にアンケート用紙を郵送し、

卒業後の近況、在学中に学んだことが社会で活かされているか、あるいは現在のディ

プロマポリシーを指し示し、そのような能力を身に付けていると実感しているかを調

査している。 

雇用者に対しては、毎年 5 月頃に本学卒業生のすべての雇用者（就職先）に入社 1

年後と 3 年後の就業状況と本学のディプロマポリシーに適した卒業生であるかを調査

している。 

インターンシップは、令和 3 年度においては、コロナ禍にて協力企業が少なかった

が服飾芸術科では、ブライダルミュー、グランマニエ銀座等ブライダル企業を中心に、

夏期 12 名が参加し、参加率は 6.0%、国際コミュニケーション学科は、ヒルトン東京

お台場、ポントコミュニケーションズ等ホテル企業を中心に夏期 22 名、春期 7 名が参

加しており、参加率は 25.4%であった。 

その他、編入学率、在籍率、卒業率、就職率は前述のとおりだが、これらの質的、量
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的データは各委員会、運営会議、教授会には報告するとともに、Active Portal で共有

しているデータもあり、測定する仕組みを作っている。  

学習成果については前述のとおり、学生アンケート結果、それを受けての考察レポ

ートとも集計し量的・質的データとして図書館にて公表している。その他、就職率、編

入先、就職先等はホームページにて公表している。  

本学の学習成果の量的・質的データである GPA 分布図を前述のとおりホームページ

にて公表している。また、「基準Ⅱ-A-6 の現状」に記述のとおり、各学科の質的データ

である実習授業等の状況は積極的にホームページで公表している。 

 

 

［区分 基準Ⅱ-A-8 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 卒業生の進路先からの評価を聴取している。  

（2） 聴取した結果を学習成果の点検に活用している。  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-8 の現状＞ 

卒業生の進路先からの評価は、卒業 1 年後（令和 2 年 4 月入社）と卒業 3 年後（平

成 30 年 4 月入社）の卒業生を対象に、9 月に聴取している。  

まず、入社 1 年後における就業状況を確認した結果は、対象者数 417 名に対し回収

数は 206 名分であったため、回収率は 49.41%であった。 

アンケート設問は、本学の卒業生がディプロマポリシーを満たした人材となってい

るのかを、企業へ実際のディプロマポリシーを示し、5 段階評価で聴取した。  

「基礎学力、教養とマナー」については、①身につけている②ほぼ身につけているが

70.4%、「専門知識・技術」は 63.6%、「問題解決力、判断力」は 60.7%であり、どの項

目も 60%以上となっており、おおむね身に着けているとの評価をいただいた。  

また、入社 3 年後における就業状況を確認した結果、対象者数 368 名に対し回収数

は 187 名分であったため、回収率は 50.8%であった。 

アンケート設問は、同様に、「基礎学力、教養とマナー」については、①身につけて

いる②ほぼ身につけているが 43.7%、「専門知識・技術」は 39.8%、「問題解決力、判断

力」は 36.4%であった。各項目とも 20 ポイント以上低いが、3 年目の社会人として求

められる能力のレベルが上がっているためと考えられる。  
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【回収枚数】

学生数 回収枚数 回収率

服飾 157 62 39.5%

食物 145 88 60.7%

国際 115 56 48.7%

合計 417 206 49.4%

【質問項目別内訳】

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 23 37.1% 22 25.0% 18 32.1% 63 30.6%

②ほぼ身につけている 22 35.5% 39 44.3% 21 37.5% 82 39.8%

③どちらとも言えない 7 11.3% 12 13.6% 12 21.4% 31 15.0%

④あまり身につけていない 2 3.2% 2 2.3% 2 3.6% 6 2.9%

⑤身につけていない 0 0.0% 2 2.3% 0 0.0% 2 1.0%

無効回答(退職者を含む） 8 12.9% 11 12.5% 3 5.4% 22 10.7%

有効回答 62 100.0% 88 100.0% 56 100.0% 206 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 20 32.3% 14 15.9% 7 12.5% 41 19.9%

②ほぼ身につけている 21 33.9% 42 47.7% 27 48.2% 90 43.7%

③どちらとも言えない 9 14.5% 16 18.2% 14 25.0% 39 18.9%

④あまり身につけていない 4 6.5% 4 4.5% 5 8.9% 13 6.3%

⑤身につけていない 0 0.0% 2 2.3% 0 0.0% 2 1.0%

無効回答(退職者を含む） 8 12.9% 10 11.4% 3 5.4% 21 10.2%

有効回答 62 100.0% 88 100.0% 56 100.0% 206 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 19 30.6% 14 15.9% 9 16.1% 42 20.4%

②ほぼ身につけている 17 27.4% 41 46.6% 25 44.6% 83 40.3%

③どちらとも言えない 11 17.7% 15 17.0% 12 21.4% 38 18.4%

④あまり身につけていない 6 9.7% 6 6.8% 6 10.7% 18 8.7%

⑤身につけていない 1 1.6% 2 2.3% 1 1.8% 4 1.9%

無効回答(退職者を含む） 8 12.9% 10 11.4% 3 5.4% 21 10.2%

有効回答 62 100.0% 88 100.0% 56 100.0% 206 100.0%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①達成している 22 35.5% 23 26.1% 17 30.4% 62 30.1%

②ほぼ達成している 19 30.6% 33 37.5% 22 39.3% 74 35.9%

③どちらとも言えない 8 12.9% 12 13.6% 8 14.3% 28 13.6%

④あまり達成していない 3 4.8% 5 5.7% 5 8.9% 13 6.3%

⑤達成していない 1 1.6% 1 1.1% 1 1.8% 3 1.5%

無効回答(退職者を含む） 9 14.5% 14 15.9% 3 5.4% 26 12.6%

有効回答 62 100.0% 88 100.0% 56 100.0% 206 100.0%

基礎学力、教養とマナー

採用企業先アンケート結果（令和2年4月入社　1年後）
令和3年7月調査

令和2年4月卒業した学生の就職先人事部へ入社後1年間の人物評価をアンケートした

専門知識・技術

問題解決力、判断力

この１年間の人事管理基準における人材評価
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企業から聴取したこれらの結果は、IR 室で分析し、進路・就職委員会で全学科へフィー

ドバックして学習成果の点検に活用している。  

 

 

【回収枚数】

学生数 回収枚数 回収率

服飾 126 46 36.5%

食物 138 96 69.6%

国際 104 45 43.3%

合計 368 187 50.8%

【質問項目別内訳】

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 11 17.7% 24 27.3% 18 32.1% 53 25.7%

②ほぼ身につけている 12 19.4% 18 20.5% 7 12.5% 37 18.0%

③どちらとも言えない 3 4.8% 5 5.7% 2 3.6% 10 4.9%

④あまり身につけていない 0 0.0% 1 1.1% 0 0.0% 1 0.5%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 20 32.3% 48 54.5% 18 32.1% 86 41.7%

有効回答 46 74.2% 96 109.1% 45 80.4% 187 90.8%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 11 17.7% 16 18.2% 12 21.4% 39 18.9%

②ほぼ身につけている 7 11.3% 26 29.5% 10 17.9% 43 20.9%

③どちらとも言えない 6 9.7% 4 4.5% 3 5.4% 13 6.3%

④あまり身につけていない 2 3.2% 1 1.1% 0 0.0% 3 1.5%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 20 32.3% 49 55.7% 20 35.7% 89 43.2%

有効回答 46 74.2% 96 109.1% 45 80.4% 187 90.8%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①身につけている 9 14.5% 11 12.5% 14 25.0% 34 16.5%

②ほぼ身につけている 10 16.1% 25 28.4% 6 10.7% 41 19.9%

③どちらとも言えない 5 8.1% 10 11.4% 5 8.9% 20 9.7%

④あまり身につけていない 1 1.6% 1 1.1% 0 0.0% 2 1.0%

⑤身につけていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 21 33.9% 49 55.7% 20 35.7% 90 43.7%

有効回答 46 74.2% 96 109.1% 45 80.4% 187 90.8%

服飾 ％ 食物 ％ 国際 ％ 合計 ％

①達成している 11 17.7% 18 20.5% 16 28.6% 45 21.8%

②ほぼ達成している 9 14.5% 21 23.9% 6 10.7% 36 17.5%

③どちらとも言えない 4 6.5% 8 9.1% 2 3.6% 14 6.8%

④あまり達成していない 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5%

⑤達成していない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無効回答(退職者を含む） 21 33.9% 49 55.7% 21 37.5% 91 44.2%

有効回答 46 74.2% 96 109.1% 45 80.4% 187 90.8%

この１年間の人事管理基準における人材評価

採用企業先アンケート結果（平成30年4月入社　3年後）
令和3年7月調査

平成30年4月卒業した学生の就職先人事部へ入社後1年間の人物評価をアンケートした

基礎学力、教養とマナー

専門知識・技術

問題解決力、判断力
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＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の課題＞  

教育課程の課題については、学習成果をより明確に可視化することを次年度以降の

課題としている。学科ルーブリック等を整備し、ディプロマポリジーに対応したわか

りやすい仕組みを構築していく予定である。  

 

＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の特記事項＞  

 

 

 

［テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅱ-B-1 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。  

 ① シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を評価してい

る。 

 ② 学習成果の獲得状況を適切に把握している。  

 ③ 学生による授業評価を定期的に受けて、授業改善に活用している。  

 ④ 授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整を図ってい

る。 

 ⑤ 教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。  

 ⑥ 学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。  

（2） 事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。  

 ① 所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成果の獲得に貢献して

いる。 

 ② 所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を把握している。  

 ③ 所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に至る支援を行ってい

る。 

 ④ 学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。  

（3） 短期大学は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に活用し

ている。 

 ① 図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上のために

支援を行っている。  

 ② 教職員は、図書館又は学習資源センター等の学生の利便性を向上させてい

る。 

 ③ 教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。  

 ④ 教職員は、学生による学内 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、適切に
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活用し、管理している。 

 ⑤ 教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュータ利用

技術の向上を図っている。  

 

＜区分 基準Ⅱ-B-1 の現状＞ 

学習成果の獲得に向け、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況

を評価している。なお、シラバスには、ディプロマポリシーに則した指標を示してお
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り、GPA 制度を採り入れ、アベレージから個々の学生の成果をディプロマサプリメン

トとして評価し、教員は、学習成果の獲得に向け責任を果たしている。  

学生の成績は成績評価基準に基づき、定期試験、小テスト、口頭発表、作品提示、さ

らにコメントペーパーやレポートなどの提出課題など様々な方法で適切に把握するよ

う努め、評価している。教員は学習成果の獲得に向けては、Active Portal に記載され

ている全学生の履修状況、取得目標資格、取得済資格、TOEIC 等取得状況、短期大学

士修得までの進捗度、外部評価指標の PROG テスト結果、SPI 全国模試結果等や

Google Classroom に記載される科目課題の提出状況等が共有されているため適切に把

握している。前述のディプロマサプリメントは、Active Portal に記載され、全教職員

により共有している。  

各教員の教育・授業の改善・向上については、FD 委員会が中心となり「授業に関す

る学生の意識調査」を半期ごとに年 2 回実施し、この授業評価の結果は授業担当者に

フィードバックされ、教員はその結果を踏まえ考察レポートを提出し授業改善を行っ

ている。なお、その概要は「授業に関する学生の意識調査」として報告書にまとめ専任

教員に配布、非常勤講師および学生にも閲覧可能な状態とし、全教員が授業改善に活

用している。 

また、教員は、相互による研究授業を行い、授業に対するレポートを作成し FD 委員

会および授業担当者に提出し、教育方法の改善を図っている。このように、教員は授業

に関する意識調査および研究授業に関するレポートとその結果を十分に認識し、授業

担当者間での意思の疎通、協力・調整を図っている。  

教員の間では、定期的に教育目的・目標の達成状況を把握・評価する話し合いや話題

提供がなされており、非常勤講師の担当する授業に関しては、学生による授業評価の

結果や非常勤講師とのやりとりから教育目標の達成状況を把握する努力を重ねている。 

教員は、基礎学力の補強が必要な学生や授業内容についていくことに困難を感じて

いる学生に対しては、助手や TA も含めて支援体制をとっており、課題提出時その他で

会った際に、「課題がわからない」という学生には、授業の空き時間に研究室や総合教

養センターに行くように指示している。個人的に 1 回学習指導を行えると、その後も

自主的に空き時間を利用して質問等に通う習慣がつく学生が多いため、こまめな努力

を怠らないようにしている。また、悩みを抱えた学生が相談に来ることも少なくない

ため、ドロップアウトすることのないよう支援している。  

全教員はシラバスにおいて担当科目ごとに授業目標、到達目標を定めており、シラ

バスは学内外に広く公表しているため、全教員が把握・評価している。達成状況につい

ては、Active Portal に掲示している GPA 修得状況、卒業要件の達成度、資格の履修

状況で達成状況を把握・評価している。卒業に向けての履修状況は Active Portal で把

握しており、GPA1.5 以下の学生については、クラスアドバイザーが学士力向上に向け

面談を実施している。 教員は、学習相談に来る学生に対しては適宜対応しており、学

生の卒業に至る指導としては、欠席状況や提出物の提出状況を適宜チェックし、問題

のある学生には、呼び出しや授業内での声掛けなどを頻繁に行い指導している。出席

状況や成績に問題のある学生については、Active Portal に記載されている学生情報を

確認し、クラスアドバイザーとも適宜相談しながら最善の方法を取るよう配慮してい
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る。 

事務職員で構成される短大事務局は、教務部、学生部、入試・広報部、キャリアセン

ター、図書館、メディアセンターの部門がある。また、学長直轄の組織として専任事務

職員で構成している IR 室がある。短大事務局は、授業運営、学生支援業務を通じ学習

成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

事務部門においても教務部が入学時に新入生を対象に学生便覧をもとにガイダンス

を実施し、履修に関する個別指導に応じるなど教職員協働にて学習成果の獲得への貢

献、教育目的・目標の達成状況を把握している。 

教務部は各学生の出欠席管理・成績管理から各学科との情報共有に努め、履修管理

の側面から学習支援を行っている。また、履修登録、成績情報、免許・資格等の学習情

報、講義内容の編集、Active Portal により情報を把握しており、教務全般の職務を通

じて、学生の学習成果の獲得状況を確認することができ、教員と連携し履修指導等、学

習支援を組織的に行っている。 

キャリアセンターでは就職支援の側面から各学生へのインターンシップ紹介等の指

導も行っている。また、メディアセンターでは情報リテラシー向上の側面から IT 系の

資格取得支援、授業内外を通じて学生および教職員への情報リテラシー向上とともに、

ハード面での支援も行っている。情報教室等の学生用パソコンのほか、教職員 1 人に 

つき 1 台のパソコンを貸与し、学内のサーバーを始めインターネットに接続し情報収

集できる環境を整えており、教材作成等に活用されている。全教職員並びに全学生に

対し、学校ドメインの電子メールのアカウントを作成・交付しているため、これが教職

員間の情報共有の手段としてはもちろんのこと、学生への課題の指示等、授業に関す

る連絡に利用されている。また、部署、学科、各委員会等の組織ごと、学生に関しては 

クラスごと、学年ごとにメーリングリストを作成し、同報通知による利便性を高める

とともに、きめの細かい指導に役立てている。 

本学では学修成果の情報を Active Portal にて管理しているが、教育目的・目標の達

成状況等の入力、管理は、事務職員である教務部、メディアセンターが行っている。教

員が教育活動に専念できる環境を整えるため、Active Portal の活用方法、入力方法ま

た、シラバスの授業目標、到達目標等記載されているか教務委員会を通じ、確認をして

いるため、達成状況について把握をしている。入学時のオリエンテーションにおいて、

Web 上で履修登録できる Active Portal の使い方説明会は事務職員が行っている。こ

れは、入学時の繁忙期に教員は学科方針、科目や履修登録の説明会を同時に行ってい

るためである。また教務部は履修方法、卒業 要件等教務に関する指導、メディアセン

ターは IT 系科目の履修支援、図書館は、履修全般における自学学修支援、キャリアセ

ンターは、自らの履修状況の企業へのアピール方法等についての厚生補導を行ってい

る。 
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卒業に至る支援としては、学生部において欠席が多い学生、健康面で悩みのある学

生、経済的な不安がある学生等に対して卒業に向けた支援を行っている。下表のとお

り Active Portal に学生の出欠情報が共有されており、欠席の多い学生は、クラスアド

バイザーに連絡をし、直接学生と面談をしている。精神面での悩み、健康状況等を把

握、共有することで事務職員は履修及び卒業に至る支援を行っている。 

 

 

 

本学では学生の成績記録の保管に関する規程は定めていない。学校教育法施行規則

第 28 条第 2 項により、入学、卒業等の学籍に関する記録保存期間 20 年間を遵守して

いる。しかし、実際は、20 年以上前の履修記録も保管されており、教務部が学内の施

錠された保管場所にて管理している。  

図書館は、専任教員が兼務する館長と 3 名の専任職員が配置されており、専任職員

の 1 名は司書資格を所有している。専任職員は、学生の学修向上のため、レファレン

ス業務を実行している。  

なお、本学図書館は 16 万冊の蔵書があり、学生の自学学修の場として利便性の高い

環境を整えている。専任教員である館長、司書を含む専任職員は、その利便性を向上さ

せている。具体的には、学生アンケートの実施、図書委員会による利便性向上のための

討議、学生による図書委員組織をつくり、ピアサポート活動を行っている。また、入学

時のオリエンテーション時や講義内（「スタートアップ演習  A」等）において、図書館

の利用ガイダンスや参考文献の検索方法の指導を実施し、様々な講義における課題作

成のための参考文献としてだけでなく、自主学習としての活用を促して  いる。また、

授業外においては、学生図書委員とともに様々なイベントを通じて図書館の利用促進
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を図っている。その一例として、「スタンプラリー」、「読書メモリー」、「かるた大会」

等が挙げられる。  

プロジェクト演習などの授業では、学生が主体的に調査・研究するための情報源と

して図書館の蔵書や動画を活用させている。また、図書館に未所蔵の書籍については、

学生の購入希望申請後数日で手に入るため、待ち時間など無駄のない授業の実現に役

立っている。 

情報系の学習資源センターであるメディアセンターについては、PC など有限の資源

を各授業の必要に応じて適切に貸出・運用できる仕組みにより、増大する PC 需要に

対応している。 

また、全学科の教職員で構成する情報委員会が全学学生と教員の情報環境、および、

情報系の授業の維持・改善に責任を持ち、定期的に学生の声を吸い上げて、情報系の授

業などに必要な環境を把握し、メディアセンターと協力して具体的な対策、将来必要

となる情報環境の整備計画の立案などを行っている。学生の声から必要であると判断

された学内ネットワークは、令和 2 年度に改修工事を行い、令和 3 年度において強化

を図っている。 

教職員の行っている、学内コンピュータの授業への主な活用としては次のものがあ

る。 

1）LMS を活用した反転授業の推進：本学は Web 経由でスマートフォンからも利用で

きる Google Classroom を活用している。学生は教職員の作成した事前学習資料の動画

などを通学途中の電車内などで閲覧することができる。また、何度も練習できる穴埋

め問題を提供して、事前学習の知識の定着を促進している。  

2）LMS 上での小テストの実施：事前学習資料学習の授業中におけるフィードバック。

Google Classroom により、紙ベースの小テストに較べ授業中の配布・回収、採点など

を自動化できるため教員の作業効率を格段に改善できるほか、解答回数や回答時間に

制限を付けることにより、緊張感のある学習を行うことができる。  

3）PowerPoint と書画カメラによる分かりやすい講義の実現：教室の全面・側面の 2

面のスクリーンを活用して授業内容に応じて、あらかじめ用意したアニメーションを

活用した PowerPoint 資料と、紙の参考資料などの書画カメラによる投影により、学生

の興味を持続させて授業を運営している。  

4）LMS による学生の成果のフィードバックへの活用：学生のプレゼンテーションな

どを学生に評価させ、その結果を Google Classroom の機能を使って投票させ、その場

で得票数を計算し、ベスト 3 などを公表し、評価できる点を教員がコメントすること

により学生の取り組み意欲を高めることに効果がある。  

5）LMS による習熟度別クラス分けへの活用：全学科で必修である情報リテラシーで

習熟度別にクラスを分けるために Google Classroom の成績評価機能を活用している。

全新入生に同一の問題を解かせ、Google Classroom でその成績を瞬時に評価すること

により、ヒューマンエラーの混入を排除して、約 500 名の習熟度別クラス編成を迅速

に実現している。  

6）パソコン操作講義への学生の参加：操作の説明では、説明のスピードに追随できな

い学生が出るため、学生の挙手により、その学生のパソコン画面をスクリーンに映し
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出し（教育支援システムの一つである NetWitch による）、教員の説明を学生が画面で

辿ることにより、説明のスピードを調整し、学生が容易に追随できるようにする。  

また、大学運営への活用としては、学内ポータル（Active Portal）による出欠・成績管

理・履修状況の確認、学生の授業へのフィードバックである意識調査の収集・分析、e-

mailによる教職員の情報共有、Webによる学内イベントや災害情報の広報などがある。

また、教職員専用のポータルであるグループウェア（cybozu）により、各種委員会の

議事録や学内施設の予約の情報共有に活用している。  

LMS、e-mail、学内ポータルなど学内の情報環境は学内 LAN を経由しており、それ

らの活用を促進させることが学内 LAN の利用促進・活用に結び付いている。また、学

生には入学時にオリエンテーションで LMS、e-mail、学内ポータルなど学内の情報環

境の運用法を徹底している。また、各授業でもその授業で特に活用する LMS やポータ

ルなどの利用方法について指導を行っている。  

なお、セキュリティを含む情報環境の保守・管理についてはメディアセンターが学

内全体に対応しており、情報委員会が情報環境の維持・改善についてメディアセンタ

ーなどに適宜提言を行っている。  

セキュリティについては、学生の使用する PC を再起動時に正常環境に戻すシステ

ムにより、ウィルスの侵入や重要情報の漏洩を防止し、情報委員会・セキュリティ委員

会を中心に、セキュリティを実現するための運用上の規約の整備を進めている。  

情報委員会が中心となって、LMS などによるテスト、アンケート、レポート管理など

の活用方法について学内説明会などを推進して、学内の利用技術向上を図っている。

Google Classroom の全学科教職員説明会は FD 研修会として実施済である。また、情

報リテラシーのクラス分けテストなど、全学の情報環境利用には、情報委員会の委員

が適宜参加してコンピュータ利用技術の向上を図っている。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-2 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供している。  

（2） 入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行っている。  

（3） 学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択のためのガイダンス

等を行っている。  

（4） 学生便覧等、学習支援のための印刷物（ウェブサイトを含む）を発行してい

る。 

（5） 基礎学力が不足する学生に対し補習授業等を行っている。  

（6） 学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指導助言を行う体制を整備している。  

（7） 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には、添削等による指導の学習支

援の体制を整備している。  

（8） 進度の速い学生や優秀な学生に対する学習上の配慮や学習支援を行っている。  

（9） 留学生の受入れ及び留学生の派遣（長期・短期）を行っている。  

（10） 学習成果の獲得状況を示す量的・質的データに基づき学習支援方策を点検して

いる。 
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＜区分 基準Ⅱ-B-2 の現状＞ 

本学では、AO 入試、指定校推薦、一般入試等あらゆる選抜方法で入学した全入学予

定者に対し、短大事務局より、入学案内書、入学式のご案内、新入生・保護者に皆様へ

（履修、実習、学生生活、災害時緊急時の対応、学費納付、奨学金、保険、個人情報の

取り 扱い等注意事項明記）、アドミッション・ポリシー等を郵送し、授業や学生生活に

ついての情報を提供している。学生生活をより理解してもらうため  に、TOITAFes 

2021 エボリューション（学園祭）の案内は、Google Classroom を活用して〝対面と

オンラインを融合したハイブリッド型学園祭！″の開催の案内を配信した。  

入学前教育（プレカレッジ）は、入学が早く決まった者に対して 12 月から 3 月まで

の間に 7 回にわたって実施される。課題を配信して提出を課し、原則全員参加のスク

ーリングも実施する。令和 2 年度（令和 3 年度入学生対象プレカレッジ）は新型コロ

ナウイルス感染症の影響もあり、初の試みとして全オンラインによるプレカレッジを

実施した。基礎科目（英・数・国）については業者の e ラーニングを導入し、ドリルを

2 週間おきに全 6 回配信し、7 回目は、各学科が専門分野の課題を Google Classroom

にて配信した。また、1 月と 2 月にはオンライン上で初年次教育（①ノートテイキン

グ、②レポート作成のマナー）を配信し、それについての課題もオンライン（Google 

Classroom）上で課した。2 月の中旬にはこの初年次教育の内容と連動させる形で、原

則全員参加の Zoom によるスクーリングを開催した。このスクーリングでは、入学生

同士が関わり合うアクティビティ、学科教員や上級生からの学びの説明等も組み入れ、

グループワークも Zoom 上で実施した。これら一連のプレカレッジのねらいは、新入

生が 4 月からのオンライン＆対面ハイブリッド授業をスムーズに受講できるように、

Zoom、Google フォーム、Google Classroom、Google ドキュメント等、オンライン授

業を受講する際に必要なパソコンスキルを一通り経験させておく、というところにあ

る。またスクーリングでは初めて入学予定者同士が顔を合わせる機会となるため、交

流の機会の提供という目的もある。さらに、3 月には情報、数学、化学および生物学の

プレイスメントテストを Google Classroom で行った。尚、「情報リテラシー」の試験

結果は習熟度別クラス編成に反映させ、食物栄養学科の新入生のみを対象とした化学

および生物学のプレイスメントテストは、成績優秀者の化学および生物学の履修を免

除とした。こうした一連のプレカレッジプログラムにより、基礎学力の定着、学習意識

の喚起、専門的知識への学修意欲の向上などをねらう。さらにこれらのプログラムで

は、プレイスメントテストの結果は習熟度クラス分けの資料として、また、入学前課題

への取り組み状況、スクーリングの際の様子は、学生の状況をなるべく早く把握する

ための資料として活用される。特に気になることがあった場合は、学科にも基礎教育

委員会等を通して学生の情報を共有し、それを入学後の支援につなげられるように配

慮している。 

オリエンテーションに際しては、学生には学生便覧、履修要項、時間割、カリキュラ

ムマップ等が前もって郵送され、講義内容は Active Portal より閲覧可能となってい

る。Google Classroom へは履修や学習への取組みについての資料を掲載し、Zoom を

通して理解度が上がるようにオリエンテーションを行うと同時に動画資料を作成し、
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学生が繰り返し視聴できるようにした。そして、学生からの質問には、クラスアドバイ

ザーがメールや Zoom を通して個々に適宜対応した。  

講義内容には、学習成果、到達目標・基準を明記し、授業ごとに達成できる内容を明

確に示している。また学生は履修モデルに沿って授業を履修するため、学生の興味あ

る分野の科目を選択できるように、あらかじめ科目を分野別に分けガイダンス等で指

導をおこなっている。  

本学の履修登録、シラバス閲覧ができるシステムである Active Portal を利用するた

めのユーザーID やパスワードの説明、履修科目の登録方法、取得可能な資格やその取

得手続き等について詳細な説明を行っている。また、学生生活に関する注意事項（飲

酒、セクシュアル・ハラスメント、薬物乱用情報リテラシー等）、これに加えて、授業

開始後も、個別面談やオフィスアワーの時間を使って、授業や学修に関することから

生活上の問題や悩み事等まで、学生からの様々な相談に個別に対応することによって、

入学者の学生生活への適応をサポートしている。  

履修要項には、履修科目の登録について・各学科のカリキュラム・取得できる資格

等、卒業までに必要な学修上の全ての事柄を詳細に記載している。  

「学生便覧」には、「学生生活に関する事項」 「健康管理」「学生相談」「各種証

明書・届出」「個人情報への取り込み」「奨学制度」「課外活動」「図書館利用につい

て」等について学生生活支援に関する事項を詳細に記載している。 

本学ではクラスアドバイザー制度を設けており、学生の学習上の悩み等の相談につ

いてクラスアドバイザーが適切な指導助言を行う体制を整備している。クラスアドバ

イザー制度は個々の学生の学習成果の獲得に向け、全学科にて各学年、クラスごとに

専任教員が 1 人もしくは複数人で担当している。専任教員がアドバイザーになること

で適切な指導助言が行えるため学習成果の獲得が担保されている。また、専任教員に

はオフィスアワーが設けられており学生の悩み等の相談を受けやすい体制をとってい

る。なお、面談内容については Active Portal にて全教職員に共有され、必要に応じ

て、保健室、カウンセラー等と連携をとっている。  

本学では、通信による教育を行う学科が設置されていないため体制を整備していな

い。 

服飾芸術科では、入学前のスクーリングにて 2 年間の学生生活がイメージしやすい

よう、入学者に対し学科教員によるカリキュラム及び履修モデルの説明や在学生によ

るサークルや就職活動などの学生生活の情報を提供している。服飾芸術科の学びはフ

ァッション、ウエディング、ビューティと多岐に渡るため一見複雑な時間割となるが、

スクーリングで学びの目標を定め、そのままオリエンテーションへ移行するためスム

ーズに学生生活を始めることができ、学習意欲の向上に繋がっている。 

国際コミュニケーション学科においては、語学教育は、習熟度別にクラス編成をし、

同習熟度の学生に指導することで学習成果が効果的に獲得できるとのことから英語プ

レイスメントテストの結果を習熟度別クラス編成に活かしており、進度の速い学生と、

より支援の必要な学生に分けて、それぞれに対応した授業内容・指導を行うようにし

ている。進度の早い学生や優秀な学生に対しては、他の課題を提示し、学修するよう指

導している。「Practical English A, B」で TOEIC 対策を行うだけでなく、目標点数
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の意識づけや対策方法を教授し 1 年次 2 年次共に、12 月の学内 TOEIC IP TEST の実

施以外に年に 5 回希望者受験を実施した。 

また、必修科目の「Freshman English」「Freshman English Writing」「Sophomore 

English」「Sophomore English Writing」においても、リスニング・リーディングを

中心に TOEIC の対策指導を行い、夏期休暇および春期休暇中には希望者を対象に

TOEIC 講座を実施した。さらに学習意欲を高めるために、評価顕彰として 1 年次から

卒業次までに大幅に点数を伸ばした学生および高得点者を対象に表彰を行った。また、

語学の授業における進度の早い学生に対しては、英語教員による Free English 

Conversation への参加を促し、授業時間外の個別指導も随時行うことで教育効果およ

び英語力定着の効果を高めた。学生の多様化に伴い、4 レベルの英語クラスを設けてい

るが、特に基礎的な英語力が低い学生に対する指導をさらに強化することを検討する

必要がある。 

担当する教職員を中心に、科目の選択及び履修指導を含めて、入学前のスクーリング

や授業開始前のオリエンテーションにおいて学修支援及び生活支援を丁寧に行ってい

る。学習支援に関して、総合教養センターは毎日 9 時から 18 時半まで（学生が希望す

れば 19 時半まで）開室し、教員、助手、ティーチングアシスタントが常駐して個別に

学習支援や学習相談に対応する体制を整えており、問題集やプリントも用意して、自

主学習を希望する学生への支援もできるようにしている。学業への取り組み等が芳し

くない学生に対しては、折を見て本人への声かけをし、Active Portal の学生状況の記

載内容チェックやアドバイザーへの確認を行いながら、放課後や空き時間、夏期セミ

ナー・春期セミナーを利用して補講を実施するなどして学力の下支えをしている。令

和 3 年度も数学力、作文力の支援が必要な学生を対象に、数学基礎講座や個別作文指

導への参加を促し、普段の授業では補いきれないところを細かく指導した。このよう

に、特に基礎学力の不足する学生に対する単位修得に向けての支援を、精神面、学業面

双方から適宜行うように心がけている。  

優秀な学生に対する学習上の配慮としては、習熟度別クラスを編成し上位クラスの

学生に対してより達成感のある課題内容を提示する、より難易度の高いプラス課題を

任意の課題として提示する、ルーブリックの活用によってより上位の目標を持たせる

などの工夫を各科目で行い、さらに、夏休みやセミナーを利用して学習意欲の高い学

生に対する学習の機会を設けている。ICT スキルの高い学生には「ビジネス情報処理」

の履修を勧めるようにするなど、履修指導のときから配慮をするようにしている。e-ラ

ーニングでの日本語・数学学習は、成績上位者、下位者双方に対応できるようになって

いる。編入学志望の学生に対しても、学科教員と情報共有をしながら、編入学ゼミの時

間帯および必要に応じて個別指導を行っている。また、令和 3 年度入学生からは、プ

レイスメントテストの化学、生物上位得点者（食物栄養科のみ）等については「化学」

「生物学」について履修しなくてもよい旨を学生に伝える、英語の後期カリキュラム

に「Global Issues」などの応用的科目を設置するなどの対応も行うことにした。 

留学生の入学については「留学生入試」制度を設けており、学習成果の獲得に向け、

選抜方法として日本語コミュニケーション力を問う作文（日本語）と面接による入試

方法をとっている。留学生の派遣については、長期留学制度は設けていない。短期留学
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制度については、新型コロナウイルス感染拡大のため、令和 2 年度は学生の派遣を行

わなかった。令和 3 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため短期留学の募集は

できなかったため、今後は海外の大学や付属語学学校と提携し、オンラインによる語

学学習プログラムを検討していく。 

学修支援方策の点検については、Active Portal 等で学生本人及び全教職員に共有さ

れた量的・質的データを活用して PDCA を実行して次年度のシラバスを作成している。

また、前期開講科目については 7 月、後期開講科目については 1 月に実施する学生の

授業評価アンケートとその内容に対して、改善する点を明記した考察  レポートを作成

し、次年度シラバスに反映させている。 

 

 

［区分 基準Ⅱ -B-3 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行ってい

る。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備してい

る。 

（2） クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動が行われる

よう支援体制を整えている。  

（3） 学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮している。  

（4） 宿舎が必要な学生に支援（学生寮、宿舎のあっせん等）を行っている。  

（5） 通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）を図ってい

る。 

（6） 奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。  

（7） 学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えている。  

（8） 学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。  

（9） 留学生が在籍する場合、留学生の学習（日本語教育等）及び生活を支援する体

制を整えている。  

（10） 社会人学生が在籍する場合、社会人学生の学習を支援する体制を整えている。  

（11） 障がい者の受入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体制を整え

ている。 

（12） 長期履修生を受入れる体制を整えている。  

（13） 学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対して積極的

に評価している。  

 

＜区分 基準Ⅱ-B-3 の現状＞ 

学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備している。 

本学では、円滑な学生生活を送るための支援を組織的に実施するため、教職員からな

る学生委員会と学生部職員が中心となって、学生指導及び厚生補導を実施している。

また、支援をより徹底させるため、各学科ではクラスアドバイザー制をとり、必要に応

じて個別指導を実施し、きめ細やかなサポートを行っている。総合教養センターにお
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いても、学生の様々な声に耳を傾けるようにしている。さらに、専任教員はオフィスア

ワーの時間を週に 1 度設定し、学生がそれぞれの研究室にて自由に相談できる体制を

とっている。その際に出てきた必要な情報は関係部署と共有し、Active Portal に記載

するようにしている。  

本学では、課外活動を、楽しみながら幅広い人間性や社会性を身につけられる学生

にとって重要な機会と捉え、参加促進の強化や、11 の部活動・同好会の顧問を本学の

専任教職員が担当し、活動の相談と支援を行っている。食物栄養科教員の専門性に特

化したクラブが近年は減少傾向であるが、全学的には、学生が部活動・同好会やボラン

ティアなどの課外活動や学園祭、学生会活動などに主体的・積極的に参加し取り組め

るよう支援している。しかし、令和 3 年度はコロナの影響で運動系の大会の中止や、

練習自粛等で充分な活動ができなかった。  

例年「戸板祭」として開催してきた学園祭を「TOITAFes」と改名し開催している。

開催にあたっては、TOITAFes 実行委員会を設立し、学生が主体となって運営してい

るが、教職員が適宜助言や支援を行っている。毎年食物栄養科は、模擬店（飲食関係）

の指導・管理等において教員・助手及び助手補を配置し学園祭をサポートしている。し

かし、令和 3 年度においては、新型コロナウイルス感染症対策のため人数を制限した

うえで対面とオンラインのハイブリッド型で開催した。  

学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮している。学生食堂

（カフェテリア）と売店は 2 階に配置され、委託業者によりランチ等の食事の提供や

お弁当およびテイクアウト用の軽食を販売している。昨年よりコロナ感染対策として

テーブルには飛沫防止パーテーションを設置し感染予防を徹底している。その他、学

内に飲食可能なエリアを設け対応している。総合教養センターも学生が昼食をするス

ペースとして開放しているひとつである。部屋には温冷両用タイプのウォーターサー

バーも設置している。学生の休憩スペースとして、学生ラウンジを学内に 3 ヶ所（1 ヶ

所にはおにぎりやサンドイッチ、お菓子の自動販売機）設置し、食事スペースとして 2

階カフェテリアの座席数を増加し、飲食可能な場所を増設したことにより昼食時や空

き時間の空間を確保してきたが、令和 3 年度は昼食場所での感染リスクの減少に努め

た。 

奨学寮制度を設け、宿舎が必要な学生への支援を行っている。奨学寮制度は、寮生活

の模範生として生活を送ることができる学生を対象として通常費用よりも年間でおよ

そ 46 万円（物件により費用は異なる）安価になる制度である。この制度は、入学希望

時よりあっせんをしている。また、寮費分割払い制度があり、経済面においても支援を

している。本学は女子校につき、あっせんする指定学生寮は、寮長寮母常駐、食事付

き、学生専用で門限つきの寮としており、入学時の保護者の負担を減らすため保証金 5

万円を本学が負担している。  

通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）についてはその立地

条件から設置の必要性はないと判断をしている。本学は JR、地下鉄等複数路線の駅か

ら徒歩数分で通学が可能であり、近隣の交通量から自転車、自動車等の通学は危険で

あるため、許可していない。 

奨学金等、学生への経済的支援のための制度として学外の日本学生支援機構の奨学
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金制度と本学独自の奨学金制度を整備している。日本学生支援機構奨学金受給者は

年々増加しているのが現状である。本学独自の奨学金制度はすべて給付型であり、入

学時の入試成績等により授業料が免除される  1 年次特待生 I および II、2 年次に 1 年

次の成績優秀等で授業料が一部免除される 2 年次奨学生、経済状況により授業料が一

部免除される授業料減免制度を設けている。そのほか、二親等内に本学園の卒業生が

いる入学者に対し、入学金の半額を免除する同窓生子女特別免除制度を設けている。

また、令和 2 年 4 月より施行された修学支援新制度について本学は、「大学等における

修学の支援に関する法律（令和元年法律第 8 号）第 7 条第 2 項各号」に掲げる要件を

満たしていると文部科学省から認められ、高等教育の修学支援新制度の対象機関とな

っている。 

学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えている。学生

生活を充実したものにするためには、心身ともに健康であることが大切である。学生

の健康管理に関しては、学校保健安全法に基づいて毎年 4 月末までに定期健康診断を

実施し、その結果に関しては保健室管理のもと、校医による面談を実施し継続的にサ

ポートを行っている。また、保健室及び学生相談室より定期的に健康に関する「保健室

だより」「学生相談室だより」を発行している。  

学生相談に関しては、学生が自由にカウンセラー（臨床心理士）と 面談できる体制

を整えている。しかし、近年メンタル面で不安を抱える学生が増え内容も多様化して

いる。保健室での個別相談はカウンセリングにつなげる役を割を担っているが、各学

科内での個別面談よりクラスアドバイザーからカウンセリングにつながるケースや、

キャリアセンターでの就職に関する面談よりカウンセリングにつながるケースが増え

ている。 

本学では 2 年間で 5 回の個別面談を実施し、学生の意見や要望を聴取している。ま

た、卒業前の 3 月に、学生生活、教育、課外活動、教員、各部署の支援内容、施設・設

備に関する項目について学生満足度調査を実施しており、その結果を各部門の改善目

標とするほか、学内施設改修などの検討資料としている。学内において学生が自身の

パソコンなどで通信をすることがあるが、通信速度が遅いという意見があった。その

ため、学生との双方向通信を担保するため、学内の Wi-Fi 環境を整備した。  

留学生に対する経済支援として年間授業料の 30%を免除する外国人留学生特別免除

制度を設け、生活を支援する体制を整えている。  

留学生に対しては、特別選抜（留学生）入試があり、作文（日本語）と面接による選

抜をしているため、日本語の授業に対応できる留学生を選抜している。入学後におい

ても、総合教養センターでは、国語担当教員、英語担当教員が学生指導しており、留学

生についても、個別に対応する体制を整えている。なお、令和 3 年度は留学生の受け

入れはない。 

社会人は、特別選抜（社会人）制度を設け、広く募集している。社会人は、生涯学習、

資格取得、転職等個々に修学目的が違うため、総合教養センターにて入学時に面談を

し、履修科目に関する相談を受けるなど、学習を支援する体制を整えている。例えば、

1 年前期の「キャリアデザイン」は、原則全員が履修する科目として設置してあるが、

就職する必要のない社会人は履修しなくてもよいと伝達している。なお、令和 3 年度
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は社会人学生の受け入れはない。  

本学の建物は、障がいを持つ学生に対応できる設備となっている。車いすの方に対

してもすべての教室に出入りできるよう、校舎正面入り口と側面入り口にスロープを

設置し、保健室横出入り口からも出入りできるようにしている。また、車いす対応のエ

レベーター、トイレ設備を設けている。なお、令和 3 年度は車いすの学生の受け入れ

はない。障がい者は、出願時の申し出、入学後の身体検査の問診での申し出、1 年次の

キャリアセンターによる就職支援のための進路希望登録時に申し出る場合がある。申

し出があり、特別な対応を希望した学生に対しては、情報を共有し、全学で対応してい

る。特に、就職支援については、ハローワーク等外部の専門機関と連携して支援体制を

整えている。 

長期履修学生制度は設けていない。しかし、食物栄養科においては、卒業後に栄養士

必修科目を受講し、栄養士資格が取得できる科目等履修生制度を設け体制を整えてい

る。 

本学では学生の社会的活動をする団体として戸板アンバサダーがあり、港区等地域

のボランティア活動、産学連携活動、地域貢献活動等を例年行っている。その他、地域

の安全安心は自ら守ることを目的とする学生消防団員（1 年生 7 名）が活動している。

戸板ゼミナール等授業においても社会的活動を行っている。社会的活動の評価に関し

ては、戸板ゼミナールにて実施した産学連携プロジェクトにて、最も優れた取り組み

を発表した学生に最優秀賞を授与し、積極的に評価している。  

 

 

 

例えば、本学のある港区芝地区等都心においても賃貸物件が空き家になることがあ

り、問題となっている。空き家をリノベーションし、魅力的な空間を創造することで街

そのものが活気づく「拠点」をつくることを目的とした課題を、不動産会社であるジェ

クトワン社へ企画立案し、プレゼンテーションした。最も優れたプレゼンテーション

のグループにジェクトワン社から最優秀賞を授与し、評価した。  

国際コミュニケーション学科では「Teaching English to Children」受講学生が、港

区立赤羽小学校や芝小学校の英語の授業やイベントのサポートを行っていたが、ハロ

ウィーンのイベントに関しては、コロナの影響で、令和 3 年度は実施されなかった。

令和 4 年度は現在のところサポートする予定であり、教員および学生も仮装して参加
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し、芝小学校の教員や児童たちと懇親を深め、地域貢献活動を持続する予定である。令

和 2 年度からは港区立赤羽小学校と提携し、赤羽小学校にて 10 月から 12 月まで実地

体験を行った。本活動は、本学で定めた「小学校英語指導補助員資格」取得の一環とし

て位置づけられており、令和 3 年度においては、実地体験を行った 5 名の学生に対し

「小学校英語指導補助員資格」を授与し、積極的に評価している。 

 

 

［区分 基準Ⅱ-B-4 進路支援を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。  

（2） 就職支援のための施設を整備し、学生の就職支援を行っている。  

（3） 就職のための資格取得、就職試験対策等の支援を行っている。  

（4） 学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学生の就

職支援に活用している。 

（5） 進学、留学に対する支援を行っている。  

 

＜区分 基準Ⅱ-B-4 の現状＞ 

本学では、就職支援のための教職員の組織として進路・就職委員会を整備し、活動  

している。教員を委員長とする進路・就職委員会は、原則毎月 1 回開催され、就職、  

進学に関する基本方針を策定している。また、事務組織としてキャリアセンターを整

備し、全学科の学生に対し就職支援を行っている。キャリアセンターは部長 1 名、課

長 2 名、主任 2 名、計 5 名の専任職員、4 名の派遣職員から構成され（令和 3 年 3 月

31 日時点）、内 7 名が 国家資格キャリアコンサルタントを有している。  

キャリアセンターは、三田キャンパス 1 階に施設を整備し、学生の就職支援を行っ  

ている。特に個別指導、模擬面接指導等を行えるように模擬応接室 1 部屋、会議室 1

部屋（4 名が収容可能）、パーテーションで区画された面談室が 3 部屋あり、それぞれ

の面談会話が聞こえないように音楽を流している。これは、学生が気軽に相談しやす

い環境を提供できるよう実践している。また、ここ数年、大手有名企業を中心に自己紹

介を動画に撮影して提出する採用方法が増えたため、平成 31 年度より TOITA スタジ

オを新設し、学生が企業へ提出する動画撮影を支援している。新型コロナウイルス禍

においては 、更に動画提出を求める企業が増加しており、令和 3 年度にスタジオを増

設した。 

就職のための資格取得については、学科ごとに推奨資格を定めている。服飾芸術科

は、ブライダルコーディネート技能検定、 A ・ F ・ T 色彩検定、ファッション販売

能力検定、リテールマーケティング（販売士）検定、 日本メイクアップ技術検定等の

資格取得支援をしている。特にファッション販売能力検定、リテールマーケティング

（販売士）検定は学科独自の対策講座を開講し高い合格率となっている。  

食物栄養科は、栄養士、フードスペシャリスト、フードコーディネーター  3 級の取

得支援をしている。  

国際コミュニケーション学科は、志望する職種や職場に必要とされる能力、例えば  
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TOEIC、情報処理士、ホテル・ビジネス検定、医療秘書技能検定、調剤薬局事務管理

士、 MOS 等の受験促進ならびに資格取得支援をおこなっている。  

就職のための就職試験対策については、総合教養センターでは、総合教養科目に「ス

タートアップ演習 A」「戸板ゼミナール 2」を置き、「SPI」などの筆記試験を意識し

た数学と国語の学習内容、自己 PR 文を題材とした文章力向上のプログラム等を入れ

ている。ＳPI その他の練習問題をいつでも解くことが出来るように e ラーニングの導

入も行っている。「キャリアデザイン」では、就職活動や就職試験に関する説明を入

れ、1 年前期からの意識付けや計画立案を学生ができるように支援している。さらに、

春期セミナーでも SPI 対策講座や時事問題講座、キャリアセンターによる各種就職支

援講座の開設を行い、就職試験に向けた対策を行っている。また、キャリアセンターで

は、1 年次の 11 月に新卒採用試験対策テストを行っている。これは企業が採用する代

表的筆記試験、性格検査である「SPI」「CAB」「GAB」「IMAGES」の学内偏差値、

全国偏差値が分かるもので、その結果は Active Portal にて個々の学生、全教職員が閲

覧、確認することができる。 

 

令和 3 年度進路内定状況 

 

上記は、令和3年度の学科ごと（令和4年5月6日時点）の就職状況を表した表であ

る。服飾芸術科が98.8%、食物栄養科が98.4%、国際コミュニケーション学科が97.0%

で、全学では98.2%となった。また、卒業者数に対しての内定者および進学者の割合

（進路決定率）は91.5%であった。 

文部科学省・厚生労働省の調査数値(令和4年4月1日現在)では大学就職率95.8%、短

大就職率97.8%であり、短大において本学の状況は0.4ポント上回った結果となった。

特に、就職希望率については、調査数値では大学76.1%、短大79.0%であったが、本学

では85.4%であり、全国の短大と比較して6.4ポイントと大きく上回る結果となった。 

この卒業時の就職状況を令和4年5月12日開催の進路就職委員会で提議し、分析・検討

をした。その結果を各委員より学生の就職支援に活用するよう各学科の科会にて周知

し、活用している。更に、5月19日の教授会においても就職状況を報告し、学内での

情報共有を図り、全教職員が学生の就職支援に活用できる体制を整えている。 
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本学ホームページにて学内外にも情報を公表している。 

服飾芸術科は、新型コロナウィルスの影響を強く受けながらも、履修モデルである

アパレル業界で45名、ビューティ44名、ブライダル16名と、多数の内定を獲得するこ

とができた。一方で、また、広く業界をみる試みの結果、事務系でも 32名の学生が

内定を獲得した。 

業界別にみていくと、アパレル関連では、アダストリア、ストライプインターナシ

ョナル、ナイスクラップ、マッシュホールディング等の人気SPA企業、アニエスべー

ジャパン、ラルフローレン等の外資系セレクトショップ、Francfranc等の服飾雑貨に

就職した。また、ブライダル業界では、東京會舘、八芳園、リブラブラフ、ベスト－

アニバーサリー、TAKAMI HOLDINGS等の婚礼施設のほか、プリモ・ジャパン等の

ブライダルジュエリー、写真スタジオ等への就職が増加した。ビューティ業界では、

三越伊勢丹ヒューマン・ソリューションズ（イセタンミラー）、ちふれホールディン

グスの美容部員のほか、スキンケアサロン、ネイルサロン、美容室など幅広い企業に

就職した。 

食物栄養科は、履修モデルである「病院・福祉」「保育所・学校・社員食堂」「フ

ードビジネス・販売」「カフェレストラン・メニュー開発」に満遍なく就職した。特

に、景気の影響を受けにくい栄養士での就職は約100名が内定を獲得し、LEOC、日

清医療食品、エームサービス、NECライベックスといった学校、病院、高齢者施設の

給食受託会社に内定を獲得した。なかでも、保育園栄養士は31名が内定獲得し、ポピ

ンズ、ライクアカデミー、こどもの森など人気保育園に就職した。また、フードコー

ディネーター、フードスペシャリスト資格取得の学びを活かせる業界も依然として人

気があり、昨年より数は減らしたが、商品開発のプライムデリカやカフェのトランジ

ットジェネラルオフィス、サザビーリーグなど人気企業に就職した。また、ファンケ

ル、LAVA等の健康関連企業への就職も増加した。 

国際コミュニケーション学科は、航空・旅行・観光業界が苦戦する中でも、少ない

チャンスを活かし、人気のエアライン、ホテル業界への内定を獲得し高い就職率に繋

げることができた。ホテルに関しては、本学が培った企業とのパイプを活かしミリア

ルリゾートホテルズ、パークハイアット東京、シャング・リ・ラ東京、ヒルトンお台

場東京）など14名が内定を獲得、エアラインは、採用状況が厳しい中でも秋北航空サ

ービス株式会社（秋田能代空港）、中国ターミナルサービス株式会社（広島空港）に

内定を獲得した。金融、広告、マーケティング、ICTでは39名、メーカー・商社・建

設・運輸などの一般事務に20名が内定獲得したほか、国内外ディーラー等の高い対人

接客力を活かせる企業中心にセールス、レセプション関係にも36名が内定した。医療

事務でもクリニックや検診施設、調剤薬局等、接客重視の就職が目立った。 

本学では、履修モデル制度を導入し、目指す業界ごとに専門教育をしているが、服

飾芸術科、食物栄養科では編入学モデル、国際コミュニケーション学科では編入学・

留学モデルを設け、希望する学生に対して支援を行っている。さらに、各学科の専任

教員では対応できない語学、数学、論文、面接対策等は総合教養センターに編入担当

教員を配置し、全学科学生に対し、編入学に関するオリエンテーション、相談対応、

英語指導、面接指導、論文指導等を行っている。特に、英語に関しては、編入志望学
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生への定期的な個別指導、および留学相談も行っている。キャリアセンターでは、編

入制度のある4年制大学の案内、専門学校、指定校推薦校の案内、学校推薦承認手続

きをしている。また、編入学奨学金制度を設け、各学科で指定された大学、提携校に

編入学した学生に対し、編入先の入学金の一部となる20万円の奨学金を授与してい

る。また、服飾芸術科では、エスモードジャポンと提携しており、履修モデルの「ア

パレルデザインゼミ」においてはエスモードジャポンへ進学志望する学生に対し進学

準備の支援を行っている。 

留学支援については、国際コミュニケーション学科において、履修モデルに「編入

学・留学ゼミ」を設置し、担当教員が留学希望者に対し指導している。国際コミュニケ

ーション学科以外の服飾芸術科、食物栄養科の留学希望者には、留学カウンセラーの

資格を持った総合教養センターの教員がその指導に当たっている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援の課題＞  

就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している点について、大きな課題は 

特にない。各学科、総合教養センター、キャリアセンターが協力して就職率向上、就 

職状況の充実を図っている。今後はさらに就職状況、内定先の充実、新たなキャリア

教育方針を策定し実行していきたい。 

また、就職率は、全国平均を上回り目標を達成できたが、就職状況、内定先の充実 

及び学生の就職満足度向上、またこれからの経済状況から新卒採用に消極的な業界、 

これから積極的に採用する業界を見極めていきたい。 

更に昨年度よりは改善されたものの、月毎の内定率の推移を見ると、コロナ前に比

べ内定獲得の時期が遅れている。（例えば、8月の内定率は、20卒63.2％、21卒

43.2％、22卒55.2%）これは、コロナ感染対策で本学が取り組んでいるハイブリッド

授業の影響も考えられる。学生同士の就職活動の状況が見えづらくなっているため、

学生の就職活動の開始時期も平均的に遅れている。早期で選考を終了する企業もあっ

たため、早い段階での就職活動を意識させる仕組み作りも策定し実行していきたい。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援の特記事項＞  

 

 

 

＜基準Ⅱ 教育課程と学生支援の改善状況・改善計画＞  

 

(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画

の実施状況 
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(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 
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【基準Ⅲ 教育資源と財的資源】 

 

［テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅲ-A-1 教育課程編成・実施の方針に基づいて教員組織を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 短期大学及び学科・専攻課程の教員組織を編制している。  

（2） 短期大学及び学科・専攻課程の専任教員は短期大学設置基準に定める教員数を

充足している。  

（3） 専任教員の職位は真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、その他の経

歴等、短期大学設置基準の規定を充足している。  

（4） 教育課程編成・実施の方針に基づいて専任教員と非常勤教員（兼任・兼担）を

配置している。  

（5） 非常勤教員の採用は、学位、研究業績、その他の経歴等、短期大学設置基準の

規定を準用している。  

（6） 教育課程編成・実施の方針に基づいて補助教員等を配置している。  

（7） 教員の採用、昇任はその就業規則、選考規程等に基づいて行っている。  

 

＜区分 基準Ⅲ-A-1 の現状＞ 

学科の教員を、経歴・業績を基に、短期大学設置基準の教員の資格にのっとり適切に

配置している。 

第 22 条別表第 1、第 7 章教員の資格、（学長の資格）第 23 条、（准教授の資格）第

24 条、（講師の資格）第 25 条、（助手の資格）第 26 条に以下のとおり則っている。 

 

 教員数 内教授 内准教

授 

内講師 内助教 

服飾芸術科 8 2 2 3 1 

食物栄養科 9 4 4 1 0 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科  9 3 3 3 0 

総合教養ｾﾝﾀｰ 5 1 3 1 0 

全体 31 10 12 8 1 

 

服飾芸術科は、専任教員 8 名、内教授が 2 名おり、第 22 条別表第 1 における家政関

係 100 人～200 人の同一分野に属する学科が一学科の場合の教員数に定める 6 名、教

授 2 名を上回っている。  

食物栄養科は、専任教員 9 名、内教授が 4 名おり、家政関係の前述同様に教員 6 名、

様式 7－基準Ⅲ 
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教授 2 名を上回っている。  

国際コミュニケーション学科は専任教員 9 名、内教授が 3 名おり、文学関係 100 人

までに定める教員 5 名、教授 2 名を上回る教員を配置している。  

総合教養センターでは、教員数 5 名、内教授 1 名を配置している。  

全学では 31 名の教員の内、10 名の教授から構成されている。  

専任教員、非常勤教員とも、採用に関しては教員資格審査委員会にて経歴・業績を基

に審査し、教授会、理事会の承認を得て適切に採用、配置している。  

なお、食物栄養科は、栄養士養成施設として栄養士施行規則第九条養成施設の指定

基準にのっとり、「社会生活と健康・人体の構造と機能・食品と衛生」、「栄養と健康」

「栄養の指導」「給食の運営」の各専門分野に 1 名以上の担当教員を置いている。特に

「栄養の指導」「給食の運営」の担当教員は管理栄養士資格を有している。更に「人体

の構造と機能」は、医師資格を持つ非常勤教員が担当している。助手は 5 名で全員管

理栄養士資格を有している。  

専任教員の職位は、教員の任用・昇格・委嘱等に関する規程第 4 条（教員資格基準）

にて定められている。教員を評価する制度として教員評価制度があり、教育実績、研究

実績（リサーチマップによる実績公表）、芸術系等の教員においては制作物発表実績等

を毎年提出させ、学科長、学長が評価しており、短期大学設置基準の規程を充足してい

る。 

専任教員と非常勤教員は、本学の教育課程編成・実施の方針に基づき、基幹科目を専

任の教授、准教授、専任講師が担当するように配置し、必要に応じ非常勤講師を配置し

ている。 

各学科のカリキュラムを遂行するうえで適正な専門知識と能力を備えた非常勤講師

を委嘱して教育内容の充実を図っている。非常勤講師は、非常勤（兼任）講師に関する

規程第 3 条（雇用契約・資格）に則り、採用時には、履歴書、業績一覧書、学位記コピ

ーを提出の上、学科長面接、教員資格審査委員会審議、教授会審議、稟議書決裁を得て

雇用契約を取り交わしており、短期大学設置基準の規定を準用している。なお、特に実

務経験を評価して採用する実務家教員等は、必要に応じて模擬授業等を実施し採用の

可否を決定している。  

なお、非常勤講師（兼任）講師に関する規程に関しては、PDCA を行い、今後規程改

訂を検討していく計画である。  

本学では、補助教員は配置していない。実験・実習科目において、授業を補助するも

のとして助手・助手補を配置しており、いずれも本学の教育課程編成・実施の方針に基

づき配置している。  

専任教員は、学則第 2 章（人事）、「就業規則」、「教員の任用・昇格・委嘱に関する規

程」に則り、採用の際には履歴書、業績一覧書、学位記コピーを提出させ、学科長面接、

理事長面接、模擬授業、教員資格審査委員会審議、教授会審議、理事会審議、稟議書決

裁を経て採用する制度を整えている。 

 

［区分 基準Ⅲ-A-2 専任教員は、教育課程編成・実施の方針に基づいて教育研究活動

を行っている。］ 
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※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］  

（1） 専任教員の研究活動（論文発表、学会活動、国際会議出席等、その他）は教育

課程編成・実施の方針に基づいて成果をあげている。  

（2） 専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。  

（3） 専任教員の研究活動に関する規程を整備している。  

（4） 専任教員の研究倫理を遵守するための取組みを定期的に行っている。  

（5） 専任教員の研究成果を発表する機会（研究紀要の発行等）を確保している。  

（6） 専任教員が研究を行う研究室を整備している。  

（7） 専任教員の研究、研修等を行う時間を確保している。  

（8） 専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程を整備している。  

（9） FD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。  

 ① 教員は、FD 活動を通して授業・教育方法の改善を行っている。  

（10） 専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と連携して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-2 の現状＞ 

専任教員は、カリキュラムポリシーを実践するための専門研究者であるため、教育

課程編成・実施の方針に基づいた研究活動を実践している。 

令和 3 年度より教員評価制度の提出内容を変更しており、全教員に対し、国立研究

開発法人科学技術振興機構が運営するリサーチマップへ論文や学会発表、出版活動、

講演、学術貢献活動、社会貢献活動を促進するとともに実施した内容を掲載するよう

指示している。活動内容は学科長へ提出し、面談等で教育課程編成・実施の方針に基づ

いて成果をあげているかを確認し、最終的に全教員の活動内容を学長へ提出している。 

科学研究費助成事業獲得に向け、「令和 3年度における「科学研究費助成事業説明会」

について」を全教員へ案内している。令和 3 年度においては、1 名の教員が獲得してい

る。また、科研費以外の外部資金を 1 名の教員が獲得している。 

研究活動を促進するため、研究費規程にて個人研究費（すべての専任教員に分配す

る研究費）、申請研究費（申請に基づき配分される研究費）を設けている。また、学長

裁量経費に関わる規程にて本学内申請研究費として申請者に対し、学長の裁量により

配分している。また、研究年報編集委員会にて「研究年報に関する規程」による戸板女

子短期大学研究年報を年 1 回 3 月に発行し、研究成果発表の機会を確保している。研

究年報は、令和 3 年度で第 64 号の発行を迎えている。 

その他、研究活動に関する規程については、「研究倫理規定」「生物医学的研究に関す

る規程」「動物実験に関する規程」「組換え DNA 実験に関する規程」「ヒトゲノム・遺伝

子解析研究倫理に関する規程」「公的研究費の適正な取り扱いに関する規程」「研究費

規程」「学長裁量経費に関わる規程」「研究年報に関する規程」等を整備している。 

研究倫理を遵守するための取組みとして、研究倫理委員会、ヒトゲノム・遺伝子解析

研究倫理審査委員会、組換え DNA 実験安全委員会を設置し研究案件毎に委員会を開

催している。 

本学では全専任教員に対して、三田キャンパス内に研究室を整備している。 
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全専任教員は、週 1 日の研究日を確保しており、学外での活動を含めた研究活動が

できるよう時間を確保している。 

また、平成 31 年度より、日本学術振興会が推奨している研究倫理 e ラーニング「eL 

CoRe」を教授・準教授・講師・助教・助手・科研費に係る事務職に受講させている。 

専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程については整備されてい

ないため、規程の整備を検討している。平成 31 年度に出張旅費日当表を改訂し、正式

に海外出張に関わる規程を追記した。令和 3 年度は、１名の教員が海外にて開催され

た学会にて研究発表をしている。 

FD 活動については、「戸板女子短期大学 FD 委員会規程」に基づき、FD 委員会が教

育活動の改善推進の役割を担い、組織的に活動を行っている。「授業に関する学生の意

識調査」を平成 18 年より継続して前学期・後学期に実施し、調査内容の検討および結

果の分析を行っており、担当教員は学生の意識調査の結果を踏まえて考察レポートを

作成し積極的に授業改善を図っている。「授業に関する学生の意識調査」の結果および

考察レポートは図書館で閲覧できるようになっており、情報公開にも積極的に取り組

んでいる。 

本学の教授会は、学内の各関係部署の長である学長補佐、事務局長、IR 室長、図書

館長、教務部長、学生部長、キャリアセンター部長等も出席しており、教授会で審議さ

れる学生の学習成果を向上させるための施策等については、学内の関係部署と連携さ

れる仕組みを確立している。 

 

 

［区分 基準Ⅲ -A-3 学生の学習成果の獲得が向上するよう事務組織を整備してい

る。］ 

※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］  

（1） 短期大学の教育研究活動等に係る事務組織の責任体制が明確である。  

（2） 事務職員は、事務をつかさどる専門的な職能を有している。  

（3） 事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。  

（4） 事務関係諸規程を整備している。  

（5） 事務部署に事務室、情報機器、備品等を整備している。  

（6） SD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。  

（7） 日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善している。  

（8） 事務職員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と連携して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-3 の現状＞ 

「事務組織業務分掌規程」を定め、短大事務局に教務部、学生部、キャリアセンタ

ー、入試・広報部、メディアセンター、図書館、八王子キャンパスセンターを配置し、

学長の直轄組織として  IR 室がある。また、学園の事務組織として、法人本部法人事

務局に企画管理部、総務部を配置している。それぞれの事務局には事務局長を、また各

部・センターには部長を置き、責任体制を明確にしている。  
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短大事務局、法人事務局、中高事務局の部門長は毎月 1 回、法人部長会を開催し業

務報告等を行い、意見および情報の交換に努めている。なお、重要決定事項および連絡

事項は各部長から部署へ周知している。また、毎週木曜には短大事務局の部署長によ

る短大部長会を開催している。各部署から業務報告をし、業務の見直しや事務処理の

点検・評価を行い、改善している。  

事務職員は外部研修に参加し、専門的な知識の習得や能力の開発に努めるとともに、

平成 29 年 2 月には SD 活動を促進するために「戸板女子短期大学 SD 委員会規程」を

制定し、学内で開催する「FD・SD 活動」に積極的に参加しており、能力や適性を十

分に発揮できる環境を整えている。  

また、キャリアセンターにはキャリアコンサルタント等の有資格者を、図書館には

司書を配置しており、専門的な職能を有している。 

災害対策として三田キャンパスでは自衛消防隊を設置し、防火防災訓練を実施して

いる。自衛消防隊、各学科担当教員、総合教養センターが主となり地震、火災、津波を  

想定し、毎年 2 回、学生を対象とした避難訓練を実施しており、このうち 1 回は教職

員合同の避難訓練としている。（令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、

実施できなかった。）また、火災以外では館内に留まるケースが多く考えられるため、

食料、飲料水を 3 日分、このほかブランケット、非常用トイレ、メガホン、および教

室ごとに非常ライトを備蓄している。  

情報セキュリティ対策についてもメディアセンターが主体となって学内のインフラ

を再構築し、セキュリティポリシーのもと、法人事務局、情報委員会と連携しながら運

営し事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。  

事務関係諸規程は、第六節他からなる短大規程集があり、第一節基本、第二節委員会

等、第三節教育研究、第四節付属機関、第五節学生、第六節人事、とその他、セキュリ

ティポリシーから構成される。なお、すべての規程は、学内の全教職員がグループウェ

アオンライン上で閲覧可能である。  

各部署の事務室には事務処理のために必要なパソコン、プリンター、コピー機等の

情報機器のほか、事務作業や学生対応等に必要な機器備品類を備えている。  

教員や関係部署との連携は、事務職員の管理職が本学の校務を司る学長の諮問機関

である短大運営会議（拡大会議：短大経営会議）に出席し教員との連携を密にし、教授

会や常設の諸委員会にも事務職員が出席し、学生の学習成果を向上させるため、関係

部署との連携をとっている。  

 

 

［区分 基準Ⅲ-A-4 労働基準法等の労働関係法令を遵守し、人事・労務管理を適切に

行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教職員の就業に関する諸規程を整備している。  

（2） 教職員の就業に関する諸規程を教職員に周知している。  

（3） 教職員の就業を諸規程に基づいて適正に管理している。  

 



84 

＜区分 基準Ⅲ-A-4 の現状＞ 

教職員の就業に関し規定した「就業規則」を整備し、学内のイントラネットに掲載し

て周知している。この学内イントラネットは、全教職員が個々にアクセス権を持って

おり、いつでも閲覧できるようになっている。就業規則上の勤務時間は午前 8 時 45 分

から午後 5 時 30 分までであるが、業務上、授業時間や学生への対応等により勤務時

間の変更が必要になるため、所属長の指示のもと、業務に支障がないよう勤務時間の

繰り上げ、繰り下げをして調整している。就業の管理は出勤簿で運用しているが、災害

時の在館者把握のためにタイムレコーダーも併用して運用している。また、教職員の

健康管理のため、就業規則に基づいた年 1 回の健康診断を実施し、産業医による健康

相談等のアフターケアを行っている。日常の健康相談等に関しては、保健室に配置し

ている職員 1 名、派遣職員 1 名の看護師 2 名体制で対応している。衛生委員会にて健

康診断の受検状況の確認等、健康管理の推進を行っている。労働安全衛生法の一部改

正により、平成 27 年 12 月 1 日に施行されたストレスチェック制度の実施義務を受け、

平成 28 年 10 月から毎年度ストレスチェックを実施している。心理カウンセラー（臨

床心理士）の利用は従来から学生のみならず教職員もカウンセリング可能としている。

最適な環境を保つよう就業環境の改善に努めており、特に喫煙については全館禁煙と

している。喫煙については健康増進法の一部改正により、学校・病院・児童福祉施設

等、行政機関が原則敷地内禁煙となっている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の課題＞  

専任教員の年齢構成は、40 代、50 代が中心とバランスのとれた年齢構成であり、服

飾芸術科、国際コミュニケーション学科は履修モデルによる教育課程編成を実施して

おり、教育課程の編成に応じて必要な非常勤講師を配置しているが、3 学科ともに中心

となる分野、特に学習成果を高めるために強化すべき分野に専任教員を配置していく

必要がある。 

また、諸基準を満たしながら今後の学科方針を見据えた教員組織の整備も必要とな

る。教育活動の点では専任教員の海外派遣等、グローバル社会での研究活動推進のた

め、規程の整備が必要である。  

専任職員については、平成 29 年 2 月に「戸板女子短期大学 SD 委員会規程」を制定

し、SD 活動が正式に位置づけられた。SD 活動促進のための制度化を図り、FD 活動

との連携は一層進める。また、今後は職員の資質を高め総合的能力の開発に努め、適正

な人事配置を図る必要がある。  

労務関連は、就業規則に基づき概ね問題なく遂行している。代休の未消化について

は、部署長を通じて代休消化調整を強化した結果、全体的には消化率は良くなってい

るが、代休の未消化が固定化している一部の教職員がいるため、部署長の調整により

さらに個別に対応していく。また、平成 31 年 4 月から施行されている「年 5 日以上の

年次有給休暇を与える義務」のため、代休、年休取得推奨期間を設けるなど具体的に取

り組んだ。振替、代休については年度末までに消化できない状況である場合には、1 月

～3 月の休日出勤分について、引続き次年度 9 月まで代休の取得を認めるなど弾力的
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な運用を図った。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の特記事項＞  

 

 

 

［テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅲ-B-1 教育課程編成・実施の方針に基づいて校地、校舎、施設設備、そ

の他の物的資源を整備、活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 校地の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

（2） 適切な面積の運動場を有している。  

（3） 校舎の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

（4） 校地と校舎は障がい者に対応している。  

（5） 教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行う講義室、演習室、実験・実習

室を用意している。  

（6） 通信による教育を行う学科・専攻課程を開設している場合には、添削等による

指導、印刷教材等の保管・発送のための施設が整備されている。  

（7） 教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うための機器・備品を整備して

いる。 

（8） 適切な面積の図書館又は学習資源センター等を有している。  

（9） 図書館又は学習資源センター等の蔵書数、学術雑誌数、AV 資料数及び座席数

等が適切である。  

 ① 購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。  

 ② 図書館又は学習資源センター等に参考図書、関連図書を整備している。  

（10） 適切な面積の体育館を有している。  

（11） 多様なメディアを高度に利用して教室等以外の場所で授業を行う場合、適切な

場所を整備している。  

 

＜区分 基準Ⅲ-B-1 の現状＞ 

本学の校地の現有面積は 9,004 ㎡であり、短期大学設置基準第 30 条の規定を充足

している。八王子キャンパスには 3,215 ㎡の運動場があり体育用具を備え、室内には

机、椅子を整備し授業等に利用している。運動場では、主に総合教養センターの体育科

目授業を実施している。  

校舎現有面積は 14,446 ㎡（体育施設を除く）であり、短期大学設置基準第 31 条の

規定を充足している。三田キャンパスは、地上 11 階地下 1 階の中層建物である。エレ
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ベーター4 機を備え、階段には転落防止用ネットを付けている。外部には車椅子用のス

ロープがあり、建物内上下移動はエレベーターを使用することによりバリアフリーを

実現している。学科ごとに必要な講義室、演習室、実験・実習室は各学科の教育課程編

成・実施の方針に基づいて用意している。  

各学科が主に使用する教室は下表の通りである。  

 

全学科共用  服飾芸術科  食物栄養科  
国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

学科  
計  

講義室 14    講義室 14 

 多目的演習室 1 演習室 1 500 ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ

501 ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

502 ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

演習室 3 

 染色・工作実習室 1 

服飾芸術科実習室 3 

服飾造形実習室 1 

給食経営管理実習室 1 

実習食堂 1 

調理実習室 2 

食品加工実習室 1 

実験室 2 

504 情報処理実習室 1 

505 情報処理実習室 2 

506 情報処理実習室 3 

実験・実習室 17 

 

なお、情報教室（情報処理実習室 3 室、アクティブラーニングルーム 2 室）は、全

学科に開講している総合教養科目や服飾芸術科の専門科目で使用することもあり、他

の教室についても必要に応じて時間割を調整し、他学科が使用することもある。各室

には各学科の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うための機器・備品を整

備している。 

服飾芸術科には、裁縫の実習で使用するミシン 65 台、ロックミシン 19 台を整備し

ている。また、情報教室の PC20 台に CAD ソフトをインストールしているほか、ノー

トパソコン（MacBookPro）を 30 台整備し関連する演習で使用している。情報処理実

習室ではノートパソコン（Windows）を利用し、アパレル CAD 等の授業を行ってい

る。食物栄養科には、調理実習で使用するオーブン等の機器や大型冷蔵庫等の備品、実

験系の授業で使用する薬品などを整備している。国際コミュニケーション学科には、

ノートパソコン（Windows）常設の情報処理実習室、アクティブラーニングルームを

整備している。このうちアクティブラーニングルームの 2 室にはアクティブラーニン

グに対応した移動式机、椅子、多方向のプロジェクター等の AV 機器を整備している。

共用する講義室、情報処理実習室および一般教室には、固定式のプロジェクター、教員

用のパソコン（Windows）を整備している。令和 3 年度より、全新入生にパソコンを

用意させパソコンを使用した授業により効果的な学習を実現させている。  

図書館の面積は 534.29 ㎡であり、書庫 87.70 ㎡を別に有している。混雑等の問題は

特になく、適切な面積を有しているといえる。令和 3 年度の蔵書数は、図書 152,249

冊、AV 資料 2,447 点、製本雑誌 168 冊である。学生や教職員の利用にとって不足ない

資料を備えている。学術雑誌は 29 誌購読しており、毎年学科関連を中心に慎重な見直

しを行っている。また座席数は 90 席あり学生の利用に十分に対応できている。図書等
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の選定にあたっては、本学の選定方針に沿っており、講義内容に基づく選定、指定・推

薦図書、図書選定会による選書、図書館職員による選書、学生のリクエストによる選定

と資料収集に不足がないように網羅できるようになっている。特に授業関連図書資料

の充実を図っている。また、廃棄システムについては「戸板女子短期大学図書館資料収

集・管理規則」に則して行っている。本学蔵書冊数約 15 万冊の内、6 割が授業に関す

る参考図書で、残り 4 割が学生の一般教養図書である。不足資料は速やかに補う方針

をとっており、十分な資料を整備している。入学後すぐの「スタートアップ演習 A」の

授業で新入生を対象に図書館ガイダンスを行い、図書館及び OPAC（Online Public 

Access Catalog）の利用方法について詳しく指導している。学生図書委員会では選書を

はじめ、貸出回数が多かった資料や季節・行事・各学科の学習内容に関連した資料等の

展示をし、読書への興味を喚起している。また定期的に「戸板読書」（私のおすすめの

１冊）を図書館ホームページ上に紹介し、貸出増加につなげている。  

校舎の 3・4 階には 363 ㎡のホール兼体育館があり、通常は椅子を電動で壁面に収

納して体育の授業に使用している。学生が運動を行うに十分な面積がある。  

 

 

［区分 基準Ⅲ-B-2 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等を、財務諸規程に含め整備

している。  

（2） 諸規程に従い施設設備、物品（消耗品、貯蔵品等）を維持管理している。  

（3） 火災・地震対策、防犯対策のための諸規則を整備している。  

（4） 火災・地震対策、防犯対策のための定期的な点検・訓練を行っている。  

（5） コンピュータシステムのセキュリティ対策を行っている。  

（6） 省エネルギー・省資源対策、その他地球環境保全の配慮がなされている。  

 

＜区分 基準Ⅲ-B-2 の現状＞ 

固定資産管理規程、図書館資料収集・管理規則、経理規程、経理規程施行細則、資産

運用規程、減価償却資産の耐用年数等に関する規程を整備している。  

 

施設設備等の管理に関する諸規程  

固定資産管理規程 
固定資産の管理は、この規程の定めるところによる。

ただし、図書は除くものとする。 

図書館資料収集・  管理規則 

この規則は、戸板女子短期大学図書館に関する規程

に基づき、本学における資料の収集および管理につ

いて必要事項を定める。 

経理規程、経理規 程施行細則 

この規程は、当学園の経理業務を正確迅速に処理し、

計数的に経営の実態を把握して、教育研究活動の発

展に資することを目的とする。 
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機器の購入は毎年、学科等が教育課程編成・実施の方針に基づき予算申請し、必要に

応じて企画管理部がヒアリングを行った後、正式に予算立てし、3 月の理事会で予算が

決議されたのち内示される。購入した機器・備品は備品台帳で管理し、機器・備品の不

具合は必要に応じ随時、修理・補修を行っている。なお、一定条件以上のものは稟議決

裁に基づき、相見積りにより購入することとしている。  

資産管理として経理規程、固定資産管理規程に従い、図書を除く取得価額 5 万円以

上で耐用年数 1 年以上のもの、および少額重要資産を有形固定資産とし、その他の固

定資産も含め、固定資産台帳に記録し、維持管理している。また、取得価額 5 万円以

上の物品および少額重要資産の購入、移動については、備品購入・移管届を法人事務局

企画管理部に提出することとしている。  

消耗品や切手、印紙などについては、各部門が出納帳などにより管理している。毎年

予算申請の際には、各部門が年間使用料等に基づき予算立てし、年度末には在庫、残高

をチェックし、繰越の処理を行っている。食物栄養科では実験のための微量の貯蔵品

があるため、学科に管理責任者を置き管理をしている。  

防災設備等、施設設備については、専門の業者と年間管理契約を締結し、定期的な点

検を行い、維持管理している。防火・防災の管理業務の徹底を期し、火災、地震、その

他の災害による人的・物的被害の予防並びに軽減を図るため、本学では、諸規則に相当

するものとして、戸板女子短期大学三田校舎消防計画を整備している。  

学生に対しては、毎年防火管理者が避難訓練の際に災害発生時の対応について説明

を行っていたが、令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症のため、オンラインでの説

明となり、避難訓練は行えなかった。例年は 2 回、うち 1 回は学生と教職員が参加し

て、地震、火災、津波を想定した避難訓練を行っている。また、職員で構成する自衛消

防隊を結成しており、不定期ではあるが訓練等の活動を行っている。  

具体的な災害対策として防火管理体制については火気設備器具等の使用は厨房、給

湯室、実習室および実験室を除く全館で使用禁止とし、さらに全館禁煙としている。ま

た、緊急時の救命措置の一環として AED（自動体外式除細動器）を平成 29 年度に 2

か所増設し現在は 1 階、4 階、6 階、8 階に設置している。また、大規模地震の発生が

予測される中、多くの学生を預かる学校としては災害用非常食の備蓄が必要である。

本学は総定員＋教職員の平時在館者数を想定した 900 名分の簡易食料および飲料水、

簡易トイレ等を備蓄している。港区とも連携しており、帰宅困難者の受け入れに関し

て協定を結んでいる。ただし、災害時はキャパシティ等の理由により学生の安全確保

を優先することとしている。  

防犯の対策として防火と連動して警備保障会社との業務委託契約を結び施錠中は 24

時間遠隔管理体制をとっている。また、不審者の立ち入りを防止するため正面入口に

警備員を配置し、来訪者に対しては受付で来校者プレートの着用を義務づけている。

なお、教職員は全員ネームプレートを着用し、色別により職種や学科がわかるように

なっている。仮に暴漢が侵入したとしても防犯用具を警備員室に用意し、取り押さえ

る体制を整えている。また、校舎の開閉時間である午前 8 時以前または午後 9 時以降

に校舎に入る場合は、機械警備用のセキュリティー・カードで管理をしている。防犯カ

メラも出入り口ごとに設置し、監視をしている。学園全体の情報ネットワークインフ
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ラストラクチャーは、短大事務局メデイアセンターが、管理運用している。戸板学園情

報セキュリティポリシーに基づき、短大情報セキュリティポリシー、短大情報セキュ

リティ対策基準、短大情報対策手順書を策定し、それに基づき運用を行っている。  

システムのセキュリティ対策としては、令和 3 年度から、従来からのファイアウォ

ールから、多層防御の UTM に換装し、強固なセキュリティの対策を行っている。ま

た、平成 28 年度以降、教職員の端末も、AD サーバーを構築し、参加させたことによ

り、GPO を適用、USB の使用を禁止し、利用者から管理者権限を剥奪、システムネッ

トワークとして、一元管理を務めた事により、サイバーリスクからの脅威も軽減でき、

情報漏洩対策も向上できた。  

令和 3 年度、学内ネットワークの設定を論理的に大幅変更し、ネットワークをセグ

メント毎、分岐させ、インターネット回線を幅綾、また、新たな無線 LAN システムを

換装して、学生 BYOD 化の為の、ネットワークのインフラの整備を再構築した。また、

高機能教場と教室教員機だけを新たな、維持管理システムで、再構築し、学生端末を大

幅に削減（BYOD 化）する事により、経費の削減にも大幅に貢献できた。  

省エネに対する取り組みについては、経費節減も視野にいれて光熱水費を中心に節

約を心がけている。冷暖房については 5 月から 10 月末までをクールビズ期間とし、室

内温度を夏季は 28 度、冬季は 20 度に省エネ温度を設定している。また、4 基あるエ

レベーターの稼働を 19 時以降は 2 基のみとしている。ゴミの分別も適切に行っており

資源の再利用として印刷物のミスペーパーの裏面利用を実施している。8 月、9 月で平

日計 10 日間の休暇取得奨励期間を設け、結果校舎を閉館することができたため節電等

の省エネに貢献できた。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の課題＞  

館内のバリアフリー化は主に車椅子に対してであるため、それ以外の対応に関して

は事前相談の際に引き続き十分に説明を行い、入学する学生の障がいに応じた対応を

していく必要がある。  

三田キャンパスの校舎は平成 7 年竣工であるため建物は堅牢であり耐震にも問題は

ないが、26 年経過しているため設備のリニューアルは必要である。今後は照明の LED

化、受変電設備、火災報知設備、エレベーターなどのリニューアルについても中期計画

をもとに慎重に進める必要がある。  

自衛消防隊の活動により、毎年本学に合った体制やフローを試行錯誤して見直しを

図っているため、現在整備している戸板女子短期大学三田校舎消防計画を実態の活動

に合わせて見直す必要があると考えている。避難訓練は都市型災害を想定し毎年の訓

練を継続していくことが重要であると考えている。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の特記事項＞  
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［テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅲ-C-1 短期大学は、教育課程編成・実施の方針に基づいて学習成果を獲

得させるために技術的資源を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教育課程編成・実施の方針に基づいて技術サービス、専門的な支援、施設設備

の向上・充実を図っている。  

（2） 情報技術の向上に関するトレーニングを学生及び教職員に提供している。  

（3） 技術的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態を保持し

ている。 

（4） 技術的資源の分配を常に見直し、活用している。  

（5） 教職員が教育課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校運営に活用できるよ

う、学内のコンピュータ整備を行っている。  

（6） 学生の学習支援のために必要な学内 LAN を整備している。  

（7） 教員は、新しい情報技術などを活用して、効果的な授業を行っている。  

（8） コンピュータ教室、マルチメディア教室、CALL 教室等の特別教室を整備して

いる。 

 

＜区分 基準Ⅲ-C-1 の現状＞ 

本学では、5 つの情報教室（情報処理実習室 3 室、アクティブラーニングルーム 3

室）と食物栄養科実習室に情報機器を整備している。また、学内インフラ整備により全

館に Wi-Fi を整備し、学生の持ち込みパソコンを含めタンターネット接続が可能とな

り、効果的な授業が展開できるようになっている。授業はもとより、授業外でも学生は

ネット接続が可能で課題作成や自習等に活用されている。  

設備として情報教室に Windows 機を約 50 台ずつ、（一部に Mac 機を 20 台）、プロ

ジェクターを 2 台ずつ設置している。アクティブラーニングルームでは机を自由にレ

イアウトすることでアクティブラーニングに適した環境となっている。食物栄養科実

習室では、パソコンならびにプロジェクター・天吊り液晶モニター・カメラを設置し、

教員のパソコン画面や調理中の手元をモニターに映し出し、教育の効果を上げている。

メディアセンターには大型モニターの学生用デスクトップパソコンを 10 台設置して

おり、高度な動画編集、画像処理が可能な機器を用意している。また、ノートパソコン

を 30 台用意し学生への貸し出しを行っている。  

上記以外の一般教室では、全教室に教員用パソコン、天吊りのプロジェクターを設

置し、教員が視聴覚教材を取り入れやすいようになっている。  

メディアセンターに専任職員が常駐しており、必要なときに技術的な指導が受けら

れるだけでなく、授業時および研究室でのパソコン等のトラブルに対処できるようサ
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ポート体制をとっている。学生に対しては、カリキュラムポリシーに基づき講義内容

を作成し、各学科の情報技術に必要な知識技能を習得させるとともに、学科共通の総

合教養科目で、「情報リテラシー」および「ビジネス情報処理」を開講し、現代の情報

社会に順応できるようにしている。また、教職員に対しては、FD・SD 研修会を開催

し、セキュリティを含む情報技術を提供している。ハードウェアの更新管理、ソフトウ

ェアのライセンス管理、オンプレクラウド上の認証情報管理等、情報資産管理をメデ

ィアセンターで一元的に実施している。教員との綿密な調整により、各学科、総合教養

センターの教育を支援すべく情報システムを提供できるよう情報委員会を開催し、常

に意見収集をしている。  

機器の購入は毎年予算案を申請し、理事会で承認されたものを稟議決裁に基づき購

入している。購入した機器・備品は備品台帳で管理し、機器・備品の不具合は必要に応

じ随時、修理・補修を行っている。学生の利用する情報ツールとしては、履修登録、講

義内容閲覧、休講や補講の連絡は Active Portal、課題の提示やレポート提出は Google 

Classroom、個別の連絡には学生用メールがあり、いずれもクラウドシステムにより学

外からでもアクセスでき、教職員との情報の共有を図っている。学内のインターネッ

ト回線はプロバイダ一体型の有線を用い、ファイアウォールを設置して不正なアクセ

スを制御している。ウィルス対策としては学内全てのパソコンにウイルスバスターコ

ーポレートエディションを適用している。また、学生が使用するパソコンはすべてシ

ンクライアント型、もしくは環境復元ソフトを導入しており、電源を落とした時点で

パソコンに対して行った変更（ファイルのダウンロードや新規作成等）は全て初期状

態に戻るため、セキュアで一律の環境が維持されている。さらに学内のパソコンは全

てドメイン参加型であり、学生用パソコンと教職員用パソコンは異なるセグメントで

適切に運用している。本学においては、パソコン、プロジェクターの整備のほかクリッ

カーを活用して、教育に創意工夫を凝らして教育効果の増大を図っている。八王子キ

ャンパスにおいても情報機器、インターネット接続環境が整っており、その他体育用

具を備え、室内には机、椅子も整備している。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の特記事項＞  

 

 

 

［テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 
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［区分 基準Ⅲ-D-1 財的資源を適切に管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 計算書類等に基づき、財的資源を把握し、分析している。  

 ① 資金収支及び事業活動収支は、過去 3 年間にわたり均衡している。 

 ② 事業活動収支の収入超過又は支出超過の状況について、その理由を把握して

いる。 

 ③ 貸借対照表の状況が健全に推移している。  

 ④ 短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係を把握している。  

 ⑤ 短期大学の存続を可能とする財政を維持している。  

 ⑥ 退職給与引当金等を目的どおりに引き当てている。  

 ⑦ 資産運用規程を整備するなど、資産運用が適切である。  

 ⑧ 教育研究経費は経常収入の 20％程度を超えている。  

 ⑨ 教育研究用の施設設備及び学習資源（図書等）についての資金配分が適切で

ある。 

 ⑩ 公認会計士の監査意見への対応は適切である。  

 ⑪ 寄付金の募集及び学校債の発行は適正である。 

 ⑫ 入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準である。 

 ⑬ 収容定員充足率に相応した財務体質を維持している。  

（2） 財的資源を毎年度適切に管理している。  

 ① 学校法人及び短期大学は、中・長期計画に基づいた毎年度の事業計画と予算

を、関係部門の意向を集約し、適切な時期に決定している。  

 ② 決定した事業計画と予算を速やかに関係部門に指示している。 

 ③ 年度予算を適正に執行している。 

 ④ 日常的な出納業務を円滑に実施し、経理責任者を経て理事長に報告してい

る。 

 ⑤ 資産及び資金（有価証券を含む）の管理と運用は、資産等の管理台帳、資金

出納簿等に適切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適正に管理してい

る。 

 ⑥ 月次試算表を毎月適時に作成し、経理責任者を経て理事長に報告している。 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-1 の現状＞ 

本学の財務状況は日本私立学校振興・共済事業団「私学の経営分析と経営改善計画」

での定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分（法人全体）によるところの「A3」

に該当する。教育活動資金収支差額は収入超過である。法人全体における資金収支及

び事業活動収支は収入超過である。貸借対照表では、現預金が着実に増加しており（令

和元年度 1,397,013,828 円、令和 2 年度 1,579,120,418 円、令和 3 年度 1,665,352,189

円）、長期借入金も計画的に返還し平成 29 年度で終了したこと等、健全に推移してい

る。毎年度事業計画を策定しており、法人全体として継続している方針は改革による

入学者数の確保、安定と予算執行の厳格な管理による抑制である。この改革の成果に

より入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準になり、経常経費も適正に管理さ
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れており、学習資源への資金配分もできていることから、短期大学のみならず、学校法

人全体の財政も健全に維持されている。退職給与引当金等は「経理規程」に基づき引き

当てている。また、資産運用は「資産運用規程」を整備しているが、現在は定期預金の

みであり有価証券は保有していない。平成 29 年度、平成 30 年度、令和元年度、令和

2 年度、令和 3 年度における「教育研究経費比率」は、学校法人全体では 28.2％、28.1％、

28.4％、29.9％、29.5％、短期大学では 29.8％、27.7％、28.7％、32.9％、28.6％と推

移し、常に学生の教育に必要な経費の確保に努めている。教育研究用の施設設備およ

び学習資源（図書等）への資金配分についても予算申請、ヒアリングにより適切に配分

している。過去 5 年における平均は入学定員充足率 119.7％、収容定員充足率 117.1％

であり妥当な水準である。また、平成 29 年度、平成 30 年度、令和元年度、令和 2 年

度、令和 3 年度における短期大学の基本金組入後収支比率は、それぞれ 103.1％、97.0％、

98.4％、98.1％、92.5％と推移している。このように、本学は収容定員充足率に相応し

た財務体質を維持している。また、寄附金の募集など、適切に管理できている。  

 

入学者数の推移 

 H29 年度 H30 年度 
H31 年度 

R 元年度 
R2 年度 R3 年度 

入学定員 400 名 400 名 400 名 400 名 400 名 

入学者数 
477 名 

（119.3％） 

486 名 

（121.5％） 

484 名 

（121.0％） 

479 名 

（119.8％） 

467 名 

（116.8％） 

 

収容者数の推移 

 H29 年度 H30 年度 
H31 年度 

R 元年度 
R2 年度 R3 年度 

収容定員 800 名 800 名 800 名 800 名 800 名 

収容者数 
931 名 

（116.4％） 

939 名 

（117.4％） 

951 名 

（118.9％） 

944 名 

（118.0％） 

919 名 

（114.9％） 

 

 

［区分 基準Ⅲ-D-2 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき実態

を把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 短期大学の将来像が明確になっている。  

（2） 短期大学の強み・弱みなどの客観的な環境分析を行っている。  

（3） 経営実態、財政状況に基づいて、経営（改善）計画を策定している。  

 ① 学生募集対策と学納金計画が明確である。  

 ② 人事計画が適切である。  

 ③ 施設設備の将来計画が明瞭である。  

 ④ 外部資金の獲得、遊休資産の処分等の計画を持っている。  
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（4） 短期大学全体及び学科・専攻課程ごとに適切な定員管理とそれに見合う経費

（人件費、施設設備費）のバランスがとれている。  

（5） 学内に対する経営情報の公開と危機意識の共有ができている。  

 

［注意］ 

基準Ⅲ-D-2 について  

（a）日本私立学校振興・共済事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区

分（法人全体）平成 27 年度～」の B1～D3 に該当する学校法人は、経営改善計画

を策定し、自己点検・評価報告書に計画の概要を記載する。改善計画書類は提出

資料ではなく備付資料とする。  

（b）文部科学省高等教育局私学部参事官の指導を受けている場合は、その経過の概要

を記述する。 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-2 の現状＞ 

短期大学では、3 つのポリシーを踏まえ、服飾芸術科、国際コミュニケーション学科、

食物栄養科の履修モデルに基づき、教育を実践した。また、入学者の質、学修成果の検

証を踏まえ、カリキュラム編成の改善を継続的に行う仕組みの構築、いわゆる教育の

内部質保証制度の整備を引き続き行う。  

短大及び 3 学科の 3 つのポリシーは、HP に掲載し学内外へ公表した。なお、特に学

内には、履修要項を作成し学生に向けて入学時に教務部より説明した。  

各学科とも半期ごとに学修成果をディプロマ・サプリメントの形で ActivePortal の

個人情報添付資料に掲載し、学生及びクラスアドバイザ－へ伝えている。これを踏ま

え学生は次年度の学び方を自分なりに考え、また、各学科教員は、次年度のカリキュラ

ムマップの修正のための検討資料にして PDCA をまわしている。また、株式会社リア

セックにより 3 つのポリシーの点検評価を受けて、令和 3 年 3 月 18 日第 17 回教授会

で報告している。  

なお、11 月 11 日第 8 回教務委員会、11 月 18 日第 9 回教授会にて、履修モデル変

更に伴い、3 つのポリシーの見直しについて審議し承認されている。また、科研費を適

切に管理できている。  

令和 3 年度生現在入学手続き者は 473 名であり、定員 400 名に対し 118%の入学者

を確保している。継続的に定員を確保するとともに、より本学の学生にふさわしい生

徒を選ぶことが可能になり、入学者の質の向上に繋がった。また、新型コロナウイルス

感染対策として、総合型選抜入試試験はすべてオンライン面接に切り替えて実施した。 

令和 3 年度の資金収支計算書は、資金収入の合計が前年度繰越金 15 億 8 千万円を

含め 45 億 0 千万円（前年度比 2 億 7 千万円、6.4%の増）となり、資金支出の合計が

28 億 4 千万円（前年度比 1 億 8 千万円、7.0%の増）で、翌年度繰越支払資金が前年度

と比較すると約 9 千万円の増となった。  

令和 3 年度の事業活動収支計算書は、事業活動収入の合計が 29 億 8 千万円（前年度

比 1 億 5 千万円、5.4%の増）となり、事業活動支出は合計が 29 億 4 千万円（前年度

比 2 億 0 千万円、7.6%の増）で基本金組入前当年度収支差額は 4 千 4 百万円の収入超
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過となった。基本金を 2 億 8 千万円組み入れたことにより当年度収支差額は約 2 億 4

千万円（前年度比 7 千万円の増）の支出超過となった。  

令和 3 年度の貸借対照表は、資産総額が 108 億 9 千万円となった。前年度と比較す

ると 2 千万円減少している。一方前受金を省いた負債総額は、7 億 9 千万円で、前年

度より 7 千万円減少している。退職金財団に対する掛金不足が 3 千万円ある。  

今後、少子化の進行、高等教育無償化、大学入試改革、短大・大学定員厳格化、私学

経常費補助金構成の変化に加え、コロナ禍の影響も不透明な状況下、学校間の競争が

ますます激しくなることが予想される。引き続き、教育内容の改善・改革を行う予定で

あるが、これに伴うコストに対する収入増加策が重要課題となる。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の課題＞  

学園では、中高、短大校舎の設備更新時期が重なり資金収支が圧迫されているが、近

年の教育改革が功を奏し、事業（教育）の好調が維持されているので、引き続き資金収

支を安定状態を維持すべく努力中である。教育の質の向上による定員確保と入学者数

のより安定化のためには常に改革を継続していく必要がある。  

今後も少子化の進行等により学校間の競争がますます激しくなるため、間断なく教

育内容の改善・改革を行う予定であるので、当然これに伴うコストが発生し、この吸収

策と収入増加策が重要課題となる。厳しい予算管理を行い、中期計画に沿った適正な

設備投資と、適正な支出経費による学園の経営基盤強化のため一層の教育改革と財政

改善を進める。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の特記事項＞  

 

 

 

＜基準Ⅲ 教育資源と財的資源の改善状況・改善計画＞  

 

(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画

の実施状況 

 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 
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【基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス】 
 

［テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップ］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅳ-A-1 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮している。  

 ① 理事長は、建学の精神・教育理念、教育目的・目標を理解し、学校法人の

発展に寄与できる者である。  

 ② 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。  

 ③ 理事長は、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理事会の議決

を経た決算及び事業の実績（財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業

報告書）を評議員会に報告し、その意見を求めている。  

（2） 理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意思決定機

関として適切に運営している。  

 ① 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督している。  

 ② 理事会は、理事長が招集し、議長を務めている。  

 ③ 理事会は、認証評価に対する役割を果たし責任を負っている。  

 ④ 理事会は、短期大学の発展のために、学内外の必要な情報を収集してい

る。 

 ⑤ 理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識してい

る。 

 ⑥ 理事会は、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整備している。  

（3） 理事は、法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。  

 ① 理事は、学校法人の建学の精神を理解し、その法人の健全な経営について

学識及び識見を有している。  

 ② 理事は、私立学校法の役員の選任の規定に基づき選任されている。  

 ③ 寄附行為に学校教育法校長及び教員の欠格事由の規定を準用している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-A-1 の現状＞ 

理事長は、本学園の最高意思決定機関である理事会を主宰している。また、理事長直

轄の監査室を設置し、設置者として学校法人戸板学園を代表し、業務を総理している。

本学園の安定経営の重要性を認識し、学園のガバナンス、コンプライアンスの強化を

重点課題として、自らが先頭に立って臨んでいる。また、学園全体の経営状況について

も期首の予算編成方針と期中の賞与決定通知および期末の決算報告（業務報告）等で

定期的に教職員に報告・周知し、問題点の共有に努めている。  

短期大学の具体的施策として学生募集対策を強化することにより、入学希望者の大

様式 8－基準Ⅳ 
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幅増加という成果につながったが、コロナ禍の影響を踏まえての定員確保と安定化へ

向けての施策を継続する。  

短期大学運営の教学に関する部分は学長から、法人に関する部分は法人本部長、事

務局長から常時報告を求め、関係担当者を交え検討している。  

理事会の開催日時は、毎年度初めに理事会において決め、臨時的な議案が発生した

際には臨時理事会を開催している（学校法人戸板学園寄附行為実施規則（以下「寄附行

為実施規則」という。）第 2 条第 3 項）。また理事会開催の 7 日前までに、議事内容を

関係者に渡し、事前に検討を依頼している。毎年度 5 月に、監事の監査を受け理事会

の議決を経た決算書および財務諸表と事業報告書を評議員会に報告し、その意見を求

めている。 

本学法人の業務は、最高の意思決定機関である理事会において決定される（学校法

人戸板学園寄附行為（以下「寄附行為」という。）第 11 条第 2 項）が、教学の関係事

項や経営に関わる諸問題について教学の組織との連携を図るため、短期大学の学長や

中学・高等学校の校長を理事とすることを寄付行為上規定している（寄附行為第 6 条

第 1 項第 1 号）。理事会は 5 名以上 8 名以内の理事によって構成され（寄附行為第 5 条

第 1 項第 1 号）、令和 3 年度は、5 名～8 名の定員に対し学内理事 6 名と学外理事 2 名

で構成する 8 名であった。  

理事会は理事長が招集し（寄附行為第 11 条第 3 項）、その議長となる（寄附行為第

11 条第 7 項）。理事の任期は 3 年（寄附行為第 8 条第 1 項）であるが、再任すること

ができる（寄附行為第 8 条第 2 項）。前述の第 6 条の第 1 項第 1 号および第 2 号の理

事は学長、校長または評議員の職を退いたときは、理事の職を失う（寄附行為第 6 条

第 2 項）。理事長は、理事会において理事総数の過半数の議決により選任され（寄附行

為第 5 条第 2 項）、法人を代表し、その業務を総理する（寄附行為第 13 条）。理事長以

外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない（寄附行為第 14 条）。

理事会は、理事総数の過半数の理事が出席しなければ、会議を開き、議決することがで

きない（寄附行為第 11 条第 9 項）。また、理事会の議事は、出席した理事の過半数で

決する（寄附行為第 11 条第 11 項）。 

寄附行為第 31 条に基づき、次年度の予算および事業計画を 3 月に、評議員会の意見

を聞き理事会に諮っている。また、寄附行為第 33 条に基づき会計年度終了後 2 月以内

に、監事の監査を受け理事会の決議を受けた決算および事業報告を評議員会に報告し、

その意見を求めている。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップの課題＞  

コロナ禍の影響の中での学生募集と財務基盤の安定化、学園のガバナンス・コンプ

ライアンスの強化である。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップの特記事項＞  

法令に基づいた適切な学校法人の運営に努め、ガバナンス・コンプライアンスを強
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化していく。 

 

 

［テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップ］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅳ-B-1 学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営体制

が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学長は、短期大学の運営全般にリーダーシップを発揮している。  

 ① 学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任において、教授会

の意見を参酌して最終的な判断を行っている。  

 ② 学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有して

いる。 

 ③ 学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に

向けて努力している。  

 ④ 学長は、学生に対する懲戒（退学、停学及び訓告の処分）の手続を定めて

いる。 

 ⑤ 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督している。  

 ⑥ 学長は、学長選考規程等に基づき選任され、教学運営の職務遂行に努めて

いる。 

（2） 学長等は、教授会を学則等の規定に基づいて開催し、短期大学の教育研究上の

審議機関として適切に運営している。  

 ① 教授会を審議機関として適切に運営している。  

 ② 学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。  

 ③ 学長は、学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必要と定め

た教育研究に関する重要事項について教授会の意見を聴取した上で決定し

ている。  

 ④ 学長等は、教授会規程等に基づき教授会を開催し、併設大学と合同で審議

する事項がある場合には、その規程を有している。  

 ⑤ 教授会の議事録を整備している。  

 ⑥ 教授会は、学習成果及び三つの方針に対する認識を共有している。  

 ⑦ 学長又は教授会の下に教育上の委員会等を規程等に基づいて設置し適切に

運営している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-B-1 の現状＞ 

学長は、戸板女子短期大学教授会規程第 1 条で「戸板女子短期大学学則第 56 条の規

定に基づき教授会を置き、本学の教育・研究に関する重要な事項を審議するために、必
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要な事項を定める。」としている。教授会の議長として、以下、第 7 条による教学運営

に関する事項について、その権限と責任において、教授会の意見を参酌して最終的な

判断を行っている。 

戸板女子短期大学教授会規程第７条 教授会は学長が決定をする以下の事項につい

て学長からの諮問に応じ審議し、意見を述べるものとする。 

(1) 教育課程の編成に関する事項 

(2) 学生の身分に関する審査に関する事項 

(3) 学位授与に関する事項 

(4) 教員の研究業績等の審査に関する事項  

(5) その他教育研究に関係すると判断される事項  

学長は、戸板女子短期大学学長選考規程「第 2 条学長は、人格が高潔で、学識が優

れ、なおかつ大学の運営に識見を有する者でなければならない。2 学長は、大学等の

教授の経験を有する者、または、教育・学識においてこれと同等の経験を有する者で

なければならない。3 学長は、大学の運営にあたり積極的にリーダーシップを発揮す

る者でなければならない。」に則り選考され、理事会により決議されている。また、

東京都私立短期大学協会理事に就任し、港区教育委員会小中学生海外派遣事業委託事

業候補者選考委員長も務めており、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関

し識見を有している。 

学長は、建学の精神、教育理念、校訓、創業者の教えを集約した「建学の精神現代版」

を策定し、短期大学の向上・充実に向けて努力している。 

「建学の精神現代版」は以下のとおりである。  
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本学は、戸板女子短期大学学生懲戒規程第 1 条「この規程は、戸板女子短期大学学

則第 65 条に規定する懲戒に関し手続きその他必要な事項について定めることを目的

とする。」のとおり、学生に対する懲戒規程を定めている。懲戒処分の手続きについて

は、戸板女子短期大学学生懲戒規程第 14 条「学科長は、懲戒処分の対象となりうる行

為が学生によって行われたことを知り得たときは、遅滞なく学長に報告し、学長は直

ちに学生懲戒委員会を置き、当該事案に関する事実確認及び当該学生の事情聴取並び

に当該事案に関する懲戒処分に関する審議を付議するものとする。」のとおり、学長の

権限のもと、学生懲罰委員会を開催し、懲戒処分に関する審議を付議する手続きを定

めている。 

また、本学は戸板女子短期大学学長補佐規程に則り、教学を担当する学長補佐と企

画・総務を担当する学長補佐を置いている。教学を担当する学長補佐は、教員から選出

されるが、企画・総務担当学長補佐は、短大事務局員から選出されている。企画・総務

担当学長補佐は、学長の統督のもと、主に学校運営、校務業務を遂行する職員で構成さ

れる短大事務局を統括している。  

学長は、前述のとおり、戸板女子短期大学学長選考規程に則り選任され、理事会によ

り決議されている。教学運営については、教授会の議長として、職務遂行に努めてい

る。そして、戸板女子短期大学教授会規程第１条「戸板女子短期大学学則第５６条の規

定に基づき教授会を置き、本学の教育・研究に関する重要な事項を審議するために、必

要な事項を定める。」で定めたとおり、教授会を教育研究上の審議機関として適切に運

営している。教授会において出席者により述べられた意見事項は、次回開催の教授会

にて、議事録として提出することにより教授会に周知しており、出席者全員の承認を

得ている。 

学長は、以下、第 7 条に則り、学生の卒業、課程の修了、学位の授与については、

（3）学位授与に関する事項、自ら必要と定めた教育研究に関する重要事項については、

（5）その他教育研究に関係すると判断される事項のとおり、議長として教授会の意見

を聴取した上で決定している。  

戸板女子短期大学教授会規程 

第７条 教授会は学長が決定をする以下の事項について学長からの諮問に応じ審議

し、意見を述べるものとする。 

(1) 教育課程の編成に関する事項 

(2) 学生の身分に関する審査に関する事項 

(3) 学位授与に関する事項 

(4) 教員の研究業績等の審査に関する事項  

(5)  その他教育研究に関係すると判断される事項  

また、学生の入学については、戸板女子短期大学学則第 12 条入学手続き及び入学許

可のとおり、教授会の意見を聴取した上で、学長が入学を許可している。  

なお、本学では併設大学はないので合同で教授会を開催したことはない。  

教授会の議事録は、教授会の担当事務部門である教務部が議事録案を作成し、次回

の教授会にて案を提議し、承認を得るようにしている。議事録は、年度ごとにファイリ

ングし、教務部にて保管している。  
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学習成果については、令和 4 年 3 月 1 日第 17 回教授会において、令和 3 年度卒業

認定者、奨学生及び、資格取得者等学習成果について審議している。卒業生優秀者につ

いては、GPA3.5 以上の者全員を対象とした。令和 3 年度は新型コロナウイルス禍によ

りオンライン授業と併用した授業形態となったが、学生は真面目に取り組み、全体的

に成績が高まった結果、GPA3.5 以上の学生は服飾芸術科 16 名、食物栄養科 3 名、国

際コミュニケーション学科 4 名と多数出たが、全員を卒業生優秀者として認めた。三

つの方針については、毎年 PDCA を行っているが、令和 3 年度は、令和 3 年 11 月 18

日第 9 回教授会にて 3 つのポリシーの見直しを審議している。審議の結果、新型コロ

ナウイルス禍にあっても本学の三つの方針は、変更することなく継続していくことを

認識し共有している。  

教授会の下部組織として 18 の委員会を設置している。規程については、18 の委員

会とは別に必要時に開催される規程検討委員会があり、すべての委員会は規程により、

目的、委員長、委員、任期、審議事項、議事等を定め、その規程に則して適切に運営し

ている。なお、各委員会の結果については、教授会において報告し、本学の運営全般の

情報共有の場とすることを、教授会規程にて定めている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップの課題＞  

令和３年度において学長は、首都圏における短期大学中長期モデルの模索、入学者

の学力水準の向上と定員確保を課題として取り組んだ。その結果、本年度においても、

定員を超過する入学者数の確保を達成した。その主な達成要因は履修モデル、キャリ

ア支援が評価されたものと考えている。今後、中期的にはこの状況が維持可能である

と判断しているが、更なる少子化、四大進学志向、栄養士志望者減などにより入学者数

確保の長期的な施策については、更に検討をしていく必要がある。 

なお、現学長は今年度満期退任となり、来年度より新学長が就任する予定であり、来

年度は、新学長リーダーシップの基、新体制を確立していく。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップの特記事項＞  

 

 

 

［テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンス］ 

 

＜根拠資料＞ 

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-1 監事は法令等に基づいて適切に業務を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 監事は、学校法人の業務、財産の状況及び理事の業務執行の状況について適宜
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監査している。  

（2） 監事は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況につい

て、理事会及び評議員会に出席して意見を述べている。  

（3） 監事は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況につい

て、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会

及び評議員会に提出している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-1 の現状＞ 

監事は 2 名（寄附行為第 5 条第 1 項第 2 号）とし、この法人の理事、職員または評

議員以外のものであって理事会において選出した候補者のうちから、評議員会の同意

を得て、理事長が選任する（寄附行為第 7 条）。 

私立学校振興助成法に基づき、監査法人の公認会計士が行う会計監査と連携を図り

監査を実施するとともに、公認会計士との意見交換も行っている。また、毎会計年度、

監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 か月以内に理事会および評議員会に提出

している。 

令和 3 年 5 月実施の監査の結果、計算書類すなわち資金収支計算書、事業活動収支

計算書および貸借対照表（固定資産明細表、借入金明細表および基本金明細表を含む。）

ならびに財産目録は会計帳簿の記載と合致し、その収支および財産の状況を正しく示

しており、財産に関し不正の行為または法令もしくは寄附行為に違反する重大な事実

のないことを認めた。  

理事会および評議員会へ出席しその都度、意見を述べるとともに理事から業務の報

告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し監査を行っている。令和 3 年度監査の結果、

学校法人の業務に関する決定および執行は適切であり、不正の行為または法令もしく

は寄附行為に違反する重大な事実はないことを認めた。  

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-2 評議員会は法令等に基づいて開催し、理事長を含め役員の諮問

機関として適切に運営している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 評議員会は、理事の定数の 2 倍を超える数の評議員をもって、組織している。  

（2） 評議員会は、私立学校法の評議員会の規定に従い、運営している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-2 の現状＞ 

評議員会は、理事の定数 8 名の 2 倍を超える 17 名の評議員によって組織され（寄附

行為第 18 条第 2 項）、議長は、理事長をもって充てている。任期は 2 年である。評議

員は、次の各号に掲げる者としている（寄附行為第 22 条第 1 項）。 

 

①この法人の教職員で理事会において推薦された者のうちから、評議員会において

選任した者 3 名 

②この法人の設置する学校を卒業した者で年齢 25 年以上の者のうちから、理事会に
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おいて選任した者 3 名 

③学識経験者のうちから、理事会において選任した者 11 名 

 

評議員会は、私立学校法第 42 条の規定に基づき運営している。評議員会は理事長が

招集し（寄附行為第 18 条第 3 項）、議長は理事長をもって充てている（寄附行為第 18

条第 4 項）。評議員の任期は 2 年（寄附行為第 23 条第 1 項）であるが、再任されるこ

とができる（寄附行為第 23 条第 2 項）。 

なお、次に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意見を聞

かなければならないこととしており（寄附行為第 20 条）、適切に対応している。  

 

①予算、借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）お

よび基本財産の処分ならびに運用財産中の不動産および積立金の処分  

②事業計画 

③予算外の新たな義務の負担または権利の放棄  

④寄附行為の変更  

⑤合併 

⑥目的たる事業の成功の不能による解散  

⑦収益事業に関する重要事項  

⑧寄付金品の募集に関する事項  

⑨その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの  

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-3 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極的に情

報を公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学校教育法施行規則の規定に基づき、教育情報を公表している。  

（2） 私立学校法に定められた情報を公表・公開している  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-3 の現状＞ 

私立学校法に基づいて、財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書、監事によ

る監査報告書を財務情報として公表・公開している。HP で財務情報の閲覧が可能であ

り、また、財務情報の閲覧ができるよう財務資料を備付け、学校法人戸板学園財務書類

閲覧取扱い要領により閲覧ができるようにしている。  

また、学校教育法施行規則第百七十二条の二に基づき、教育情報を本学ホームペー

ジ及び大学ポートレートで公表している。内容としては、短期大学の教育研究上の目

的及び方針に関すること、教育研究上の基本組織に関すること、教員組織、教員の数並

びに各教員が有する学位及び業績に関すること、入学者の数、収容定員及び在学する

学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職

等の状況に関すること、授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関

すること、学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関する
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こと、校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育環境に関すること、授業料、入

学料その他の大学が徴収する費用に関すること、学生の進学、進路選択及び心身の健

康等に係る支援に関することなどである。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの課題＞  

教育情報での問い合わせがあった場合には入試・広報部が窓口となり短大事務局で

対応している。なお、教育情報の中でも特に重要な３つのポリシー、学科の特色、履修

モデルなど教育課程編成については短大運営会議に諮り毎年の見直しのうえ掲載して

いる。 

以上から教育情報については、大きなガバナンス上の課題は無いものと考えている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの特記事項＞  

 

 

 

＜基準Ⅳ リーダーシップとガバナンスの改善状況・改善計画＞  

 

(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画

の実施状況 

 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

 

 

 

 


